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序章  

 

１．はじめに  

 近年、経営者 の平均年齢 は年を経る ごとに 上昇している。 適切な情報 分析、柔

軟な事業構想、 迅速な意思 決定など、 経営者 に求められる能 力は、年齢 が高まる

につれ、劣って いくおそれ がある。ま た、事 業意欲について も、経営者 自身の人

生が終末期に近 づくにつれ 、新しい取 り組み を行うよりも、 問題がなく 日々を過

ごしたいという 思いを持つ かもしれな い。経 営者が、変化の 少ない平穏 な日々を

過ごそうと願っ たとしても 、企業を取 り巻く 環境変化は激し く、変化す る商環境

の中で絶えずイ ノベーショ ンを行わな いと、 企業の存立すら ままならな い状況で

ある。  

成熟した中小企 業において 、企業の組 織・ビ ジネスモデルな どの新陳代 謝を行

うためには、企 画及び運営 の重責を担 う経営 者についても刷 新、つまり 経営者の

交代が有効な手 段になる。  

 経営者の交代 とは、すな わち事業承 継のこ とを指す。事業 承継とは、 有形無形

の経営権を、新 しい経営者 へ受け継ぐ 行為で ある。事業承継 については 注目が高

まり、研究が進 みつつある 。研究が進 むと並 行し、事業承継 を支援する 政策につ

いても、国や地 方自治体に より行われ るよう になった。詳細 は後述する が、これ

ら事業承継政策 の基準とな る事業承継 計画に おけるゴールは 、有形無形 の経営権

を現経営者から 後継者へ引 き継ぎ、現 経営者 が引退をする時 点となって いる。事

業承継を、会社 の経営を他 者へ引き渡 す行為 とした場合、引 き渡しが終 了したこ

とを完了とする ことに何ら 間違いはな い。た だし、事業承継 が成功した かどうか

は、引き継ぎが できたかど うかで判別 ができ るわけではない 。  

事業承継の成功 とは、「承 継候補者へ 事業を 引き継ぐことが できた」で はな

く、新しい経営 者のもと、 「企業がゴ ーイン グコンサーンを 実現する」 ことであ

る。引き継ぐこ とをゴール とする事業 承継で はなく、引き継 いで結果と して会社

の成長と繁栄を 実現できる 事業承継の あり方 を模索していか なくてはな らない。  
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 経営者を交代 しただけで はない、企 業をゴ ーイングコンサ ーンに導く 事業承継

とはどのような 承継の状態 をさすのか 。一例 として筆者の例 を紹介する 。筆者

は、自らが中小 企業の承継 候補者とし て事業 承継を受けた経 験がある。 承継を受

けた際には、企 業における 所有と経営 の移転 に対してなんら 明確な行動 はなく、

ただ「彼が承継 候補者であ る」という 周辺へ の宣言のみをも って事業承 継をした

といわれた。そ の後は、従 業員や金融 機関、 取引先などの社 外利害関係 者から経

営者としての能 力を評価さ れ、名目的 承継者 ではない、能力 を有する経 営者とし

て理解されるに はどうすれ ばよいのか 、手探 りの 10 年間を過ごした 。手探りの

結果として様々 な利害関係 者から、「 彼は経 営者である」と の理解を得た段階

で、初めて事業 を承継でき たと自己認 識した 。後に、自ら経 営革新計画 を策定

し、経営者とし てゴーイン グコンサー ンの実 現に向けての基 盤を構築す ることが

できた。  

先代より事業承 継宣言をさ れてから現 在まで を振り返ると、 いささか無 計画で

あり、非効率な 意思決定が 重ねられて きたと 評価をしている 。自らが行 ってきた

過去の行為に対 する評価を ふまえ、よ り良い 親族承継のモデ ルがあるの ではない

かと考えるよう になった。 より良い親 族承継 のモデルを考え るにあたり 、重要な

経験であると考 えたのは、 経営革新計 画の策 定と実現である 。企業経営 者として

必要な多くを、 経営革新か らは学ぶこ とはで きた。  

その後、中小企 業診断士と して、経済 支援団 体における事業 承継につい ての相

談業務に従事す ることにな った。親族 承継や 第三者承継の諸 問題に取り 組むなか

で、事業承継と いう機会を 、もっと企 業の継 続と発展に生か すべきでは ないかと

考えるようにな った。事業 承継を迎え る企業 の多くは、同様 に保有技術 や商品の

陳腐化に直面し ている。保 有技術や商 品の陳 腐化の対策とし てあり、企 業の継続

と発展において 欠かせない のが、イノ ベーシ ョンの実現であ る。  

自らの事業承継 での体験と 、経営革新 で得た 経験、企業に対 する助言業 務で経

た経験をふまえ 、事業承継 時に経営革 新を行 うことは承継候 補者の経営 能力形

成・社内掌握に 貢献し、な おかつ企業 の成長 発展に貢献でき ると考え、 当該事業

承継のありかた について、 モデルを示 したい と考えるように なった。  
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2．研究の目的、問い  

 事業承継研究 は、安田（2005）のように、 事業を引き渡す 側（いわゆ る旧経

営者）が、事業 を受け取る 側（承継候 補者） に対して、さま ざまな経営 資源を、

いかに円滑に引 き渡すかと いうもので あり、 引き渡した結果 を静的に捉 えて、パ

フォーマンスを 分析すると いうものが ある。 対して、承継候 補者の視座 からの研

究は少ない。本 研究におい ては、事業 承継の 類型のうち、親 族承継を対 象にす

る。親族承継の 行為者であ る、現経営 者（事 業を引き渡す現 経営者）と 、後継者

（事業を引き受 ける者）の 双方の視点 から考 察を行うことで 、事業承継につい

て、俯瞰的に分 析すること を可能にす る。  

次に、事業承継 時に企業が 行うべき行 動につ いて注目したい 。中小企業 の事業

承継において、 経営革新に 取り組む企 業の業 績は、非取組企 業に比べて 改善方向

になる割合が 約 10%高いという データもあ る 。  

 

図 0-1．経営革新 への取り組 み状況別、 承継後 の業績  

 

出所：鈴木(2015),p32. 
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村上=古泉（2010）や、鈴木（2015）においても指摘がある ように、事 業承継

を行い、企業を 持続的に成 長発展させ ていく ためには、経営 革新は重要 な取り組

みであるといえ る。  

 既存事業を維 持しながら 、事業承継 後の先 を見据えた新規 事業に取り 組む行為

は、March(1991)の指摘する  exploration(知の探索)と exploitation(知の深化)に

該当する。March(1991)は、組織学 習におけ る探索と深化に ついて指摘 している

が、知の探索と 知の深化に ついて両方 のバラ ンスをとり、イ ノベーショ ンのジレ

ンマを解消する 方法として 、多くの企 業事例 を研究し、ambidexterity(両利きの

経営)を提唱したのが 、O'Reilly and Tushman (2016)である。  

 本論文では、 事業承継時 における第 二創業 という行為を、 両利きの経 営の実現

に適用して、両 利きの経営 について、 中小企 業研究からアプ ローチを行 う。  

 中小企業の事 業承継とい う環境で両 利きの 経営を成功させ るためには 、

O'Reilly and Tushman (2016)がケースで取り 上げている大企 業とは異な る視点

を持つ必要があ る。中小企 業の事業承 継にお いて、両利きの 経営を実現 するため

に持つべき視野 は、両利き のリーダー もしく はマネージャー の役割を担 う後継者

の能力形成につ いてである 。後継者は 、事業 承継を受けた時 点では、後 継者は自

社組織を完全に 掌握してい るとも限ら ず、経 営者能力につい ても、必要 に備わっ

ているとは言い 切れない。 ただし、人 的物的 両面において経 営資源の制 約がある

中小企業におい ては、後継 者の能力が 十分に なってから両利 きの経営を 行い、企

業の継続性を確 保するとい うのは、困 難であ る。それゆえに 、両利きの 経営を実

現させながらも 、並行して 後継者の経 営者能 力を形成してい く必要があ る。  

 本研究におい ては、中小 企業が事業 承継時 に両利きの経営 を実現させ ながら、

なおかつ後継者 が経営者能 力の形成を はかっ ているケースを分析するこ とで、両

利きの経営にお ける経営者 能力の形成 につい て、考察をする 。本研究に より、両

利きの経営にお ける経営者 能力の形成 プロセ スや能力が形成 されやすい 環境を明

らかにし、経営 者能力形成 の方法論に 貢献す ることを目指す 。  
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3．研究の手法  

 最初に、中小 企業・ファ ミリービジ ネス・ 事業承継といっ た、本研究 において

理解すべき理論 について、 文献レビュ ーを中 心とした研究を 行う。次に 、事業承

継時の経営革新 計画策定を 通じた、後 継経営 者の能力育成と 、企業のゴ ーイング

コンサーン実現 モデルにつ いて、対象 企業に 対して、長期的 にプロセス ・コンサ

ルテーションを 行い得られ た情報に基 づく考 察を行う。  

 

3.1 本研究におけるプロセス・コンサルテーションを通じた情報収集について  

事業承継研究に おいては、 ケース分析 や、ア ンケート分析に よる定量調 査を行

うことが多い。 ケース分析 では、個社 の状況 をより細密に理 解し、帰納 法的にい

えることについ ての考察を 行う。対し てアン ケートにおいて は、多くの 企業事例

から一般則を導 出すること になる。両 者に共 通するのは、調 査者と調査 対象者に

おいて明確な区 別がなされ ていること にある 。科学的研究の あるべき姿 として、

客観性は必要な ことである 。反面、調 査対象 に対して、長期 に関与して 多くの情

報を引き出すた めには、ヒ アリングに 基づく ケース分析だけ では不足が あると考

えられる。  そ こで、本研 究において は、調 査対象に対し て Schein(2012)で提

唱されるプロセ ス・コンサ ルテーショ ンを行 い、調査対象と より深く長 く関与す

ることにより、 表層的なヒ アリングの みでは 明確にしがたい 部分につい て、明ら

かにすることと した。  

 プロセス・コ ンサルテー ションにお いては 、クライアント 自身に問題 を知覚・

理解させ、解決 をはからせ る。筆者 は 2019 年 8 月から 2021 年現在も継続 し

て、調査対象企 業の役員会 に参加し、 対象企 業の経営問題解 決、事業承 継の計画

策定と推進に際 して援助を 行ってきた 。対象 と長期的な援助 関係を築く ことによ

り、一般的なケ ース分析だ けでは知る ことが 困難な、経営者 の価値観や 、価値観

に基づいた行動 の結果など についてよ り深く 考察ができる。 本論文で記 述した以

上に詳細な経営 課題や、関 係者の心理 的状況 などについて把 握はしてい るが、前
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述プロセス・コ ンサルテー ションの結 果得ら れた事項であり 、論文には 記載が出

来ない事項も含 まれるため 、当該部分 は記述 せず、公開可能 な範囲を企 業に対し

て確認をした上 で、記述し ている。な お、プ ロセス・コンサ ルテーショ ンにおけ

る企業との交渉 プロセスや その経過に ついて は、第 4 章で補足 を行う。  

 

3.2 本研究におけるケースごとの研究手法について  

 本研究におい ては同一企 業内で、現 経営者 とその後継者に 対して綿密 なヒアリ

ングを行った。 対象毎に研 究の問いが 異なる ため、それぞれ に異なる研 究手法を

とることとした 。  

 

（１）現経営者のケースにおける両利きの経営モデルとの適合分析  

 現経営者が、 当社に入社 以来行って きた第 二創業について 、O'Reilly, Charles 

III; Tushman, Michael L. (2016)による、ambidexterity（両利きの経営） の観点

で評価を行う。  

Ambidexterity は、Christensen (1997)による、イノベーショ ンのジレン マを

解決するための 方法論であ る。イノベ ーショ ンのジレンマと は、業界を リードす

るような大企業 が新規事業 を創出しよ うとす る際に、新規事 業の成立に より、既

存事業が破壊さ れることを 恐れて新規 事業の 成立を妨げてし まうという事象であ

る。なお、破壊 的技術とは 、次の 5 原 則をふ くむものである と提唱して いる

Christensen (1997,pp.301-302). 。  

 

１．企業は顧客 と投資家に 資源を依存 してい る。  

２．小規模な市 場では大企 業の成長ニ ーズを 解決できない。  

３．存在しない 市場は分析 できない。  

４．組織の能力 は無能力の 決定的要因 になる 。  

５．技術の供給 は市場の需 要と等しい とは限 らない。  
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 業界をリード する大企業 においては 、既存 製品を期待する顧客の要望 に応え、

成熟した組織を 維持しなけ ればならな いがゆ えに、破壊的技 術に直面し ても、優

良企業であるが 故に取り組 めないとい うジレ ンマを有し、ジ レンマを克 服するこ

とが出来ない。  

 Ambidexterity においては 、既存事業 におい ては知の深化(exploitation)を実施

している企業が 、同時に知 の探索(exploration)により、新事業を保 護育成する た

めの取組みを紹 介しており 、イノベー ション のジレンマに対 しての解決 法を提示

しているといえ る。  

 現経営者のケ ースにおい ては、現経 営者が 、既存事業であ る木型製造 業を行い

ながら携わって きた、非関 連型の新事 業展開 や新技術の導入 、海外展開 などの第

二創業を、知の 探索(exploration)であると位 置づけ、既存事 業を並立さ せながら

ambidexterity（両利きの経営 ）をいかよ うに 行ってきたかに ついて、分 析を行

う。最初に、Ambidexterity の成功条件 として は、探索事業が 、市場と組 織能力

のかけ合わせで ある、イノ ベーション ストリ ームにおける位 置づけを明 確にす

る。次に、ambidexterity に求められる 、4 つ のリーダーシッ プを踏まえ 、現経

営者が過去実施 してきた第 二創業のケ ースが 両利きの経営に合致するか の分析を

行う。4 つのリーダ ーシップは 次のとおり であ る O'Reilly＆Tushman (2016)。  

 

①  戦略意図  

②  経営陣の関 与と保護  

③  両利きのア ーキテクチ ャー  

④  共通のアイ デンティテ ィ  

               

「①  戦略意図 」において は、トップ が長期 的視点に基づき 説明責任を 果たすこ

とである。「②  経営 陣の関与と 保護」につ い ては、マネージ ャー任せに せず、

探索事業の保護 を経営陣自 らが行うこ とをさ す。「③  両利きのア ーキテクチ ャ

ー」については 、探索と深 化のユニッ トを分 割し、それぞれ 個別の対応 をするこ

とである。「④  共通 のアイデン ティティ」 は 、「③  両 利きのアー キテクチャ
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ー」で分割した ユニットが 共通のアイ デンテ ィティのもとつ ながるとい う行為で

ある。  

 本ケースを通 じて、両利 きの経営は 成熟し た大企業を対象 とした取り 組みであ

るとみなされて いるが、人 的資源をは じめ経 営資源に乏しい 小規模企業 において

も実現しうると いうことを 示したい。  

 

（２）後継者のケースにおける物語分析  

 後継者がケー ス企業へ入 社をするに 至る経 緯から、経営者 としての能 力形成を

進めるまでの一 連の出来事 を、田村(2016)にある、経営事例 の物語分析 により

考察する。経営 事例の物語 分析は、対 象者か ら語られる出来 事を、出来 事の因果

関係で系列化す ることによ り、経営知 識とし て解明する分析 手法である 。物語に

は、ダイナミク スが単純な 単純物語、 失敗・ 成功・安定(漸進)といった 筋書きが

平時と混在する 複雑物語が 存在する。  

通常の事例研究 では安定物 語が扱われ がちで あるが、物語分 析において は、平

時（パクス）や 失敗からの 成功などの 筋書き により、起伏に 富んだ物語 を示すこ

とを目指してい る。  

物語分析を用い 、単独の事 例をより深 く分析 することで、結 果発生のダ イナミ

ズムを追いかけ ることが可 能になる。 物語分 析においては、 物語という 名称通

り、始まりと終 わりを設定 している。 終わり とは、ある出来 事がなされ た状態を

さし、終わりか ら因果をた どり、因果 の始点 になる物語が、 始まりとな る。  

また、物語分析 においては 、経路依存 を明ら かにすることが 可能になる 。経路

依存とは、出来 事の生じた 時間的な順 序であ り、出来事の順 序の結果と して、あ

る点に到達する という考え 方である。 経営者 能力の形成にお いては、単 独の出来

事からの能力形 成だけでは なく、経路 依存に 注目する必要が ある。ある 行為によ

り形成された能 力を生かし て、次の能 力を獲 得するといった 連鎖により 、総合的

な経営者能力が 形成されて いるためで ある。 本ケースにおい ては、後継 者の経営
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能力形成を物語 の終点にお き、経営者 能力形 成における経路 依存を考察すること

で、後継者能力 の形成プロ セスを明ら かにし たい。  

 本研究におけ るケースご との研究手 法のま とめとして、(1)にて示したとお

り、現経営者に ついては、 複数の第二 創業行 為について、既 存事業を営 みなが

ら、新規の事業 推進を行う 両利きの経 営に該 当するため、両 利きのフレ ームにて

研究を行う。加 えて、事業 推進の中で 形成し た組織体制に注 目をするも のとす

る。(2)にて示した後継 者のケース について は 、後継者の経営 者能力形成 がいか

ような行動によ りなされた かを分析す るため に、田村(2016)の物語分析を用い

るものとする。  

 

4．本論文の構成  

 本研究は、序 章と終章を 含めた全９ 章で構 成される。序章 は本章であ り、問題

意識と研究内容 の概要、調 査手法を述 べてい る。体系は、図 0-2 のとおりであ

る。  

第 1 章は、本研究 の対象で ある中小企 業が、 企業、事業者の 中でもどの よう

な特性を持つ存 在であるか を、中小企 業政策 が中小企業をど のように認 識してい

るかの視点より 分析する。  

 第 2 章では、現 経営者が 後継者を決 定して 事業を引き継ぐ 、事業承継 につい

て、文献レビュ ーを行う。 事業承継の 類型は 、引き継ぎ先で ある後継者 の属性に

より異なる。自 然人への承 継において は、親 族に対する承継 か、非親族 に対する

承継かで対応が 異なる。ま た法人に対 する承 継では、M&A など、過去からあっ

たものの、近年 注目をされ ている手法 につい ても考察する。 多様な手法 を網羅的

に研究すること で、親族承 継の優位性 及び課 題を明らかにす る。  

第 3 章では、ファ ミリービ ジネスの概 念や、 イエの論理につ いて、文献 レビ

ューを行う。非 親族経営と 比較して、 親族経 営にはどのよう な優位性が あるかを

比較する。ファ ミリービジ ネスや、イ エにつ いて理解するこ とにより、 本研究が

扱う親族承継に おける、経 営者の持つ 価値観 を明らかにする 。さらに、 本研究が
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対象としている 中小企業の 経営革新行 動の必 要性とその課題 について明 らかにす

る。中小企業の 事業継続に 求められる 要素に ついて、考察を 行い、リサ ーチクエ

スチョンを提示 する。  

第 4 章では、プロ セス・コ ンサルテー ション を利用した研究 方法につい て、

事例企業への複 数年にわた る関与を通 じた考 察を行う。  

 第 5 章から 第 9 章までは、 事例研究を 行う 。製造業で従業 員数 20 人以下の小

規模でありなが ら、100 年経営を実 現してい る企業を対象に 、現経営と 後継者に

対して、綿密な インタビュ ーを行った 結果を 分析する。  

 第 5 章では、現 経営者が 、対象企業 に入社 をしてから次世 代への承継 を行う

までの 40 年超において 、行った 3 つ の経営革 新行動と、期間 中の組織形 成を対

象として事例研 究を行う。 大きな企業 と比較 すると経営資源 に乏しい小 規模企業

が、既存ビジネ スと並行し ながらビジ ネスモ デルの革新を行 っていくた めの条件

について、O'Reilly & Tushman(2016)にて提 唱される「ambidexterity（両利き

の経営）」のフ レームワー クへの適合 により 、考察を行う。  

 第 6 章では、後 継者が、 その生育か ら事業 承継準備を開始 するまでの 期間を

対象として、ど のように後 継者として の能力 を形成したかの 考察を行う 。低経済

成長下において 、後継者が 経営者とし ての成 功体験を得る場 として、海 外子会社

に注目し、特に 工業団地と いう環境の 特徴を 生かした能力形 成過程につ いて、考

察を行う。  

 第 7 章では、経 営者間の 価値の共有 を通じ て、事業承継時おける新規 ビジネ

ス創出を行った 事例として 、兵庫県豊 岡市の 鞄産業を例に考 察を行う。  

 第 8 章では、 第 5 章と第 6 章 の研究をも と に、現経営者か ら後継者へ 事業承

継を行っている 過程につい て、資料と インタ ビューによる分 析を行う。  

 第 9 章では、後 継者が、 事業承継時 におけ るイノベーショ ン志向をど のよう

に持つにいたる かの過程に ついて考察 する。  

終章では、経営 者の成長と 事業の革新 行動に ついて、分析し 、本研究の 理論及

び実践的なイン プリケーシ ョンについ て考察 を行う。ととも に、本研究 の限界

と、今後の研究 に向けての 展望を示す 。  
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図 0-2．本研究の 体系  

 
出所：筆者作成  
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― 両 利 き の 経 営 の 視 点 から ―  

結 論 、 今 後 の 課 題  

は じ め に  

第 4 章  
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第 1 章   中小企業における現状と課題についての理解  

―中小企業政策の視点から― 1 

 

１．はじめに  

中小企業には 、従業員 数 300 人超の製造 業か ら、従業員 を雇用しな い個人事業

主までおり、中 小企業とい うことばの なかに は広い範囲が含 まれている 。また、

日本における中 小企業の標 準イメージ は常に 一定ではなく、 時代ととも に大きく

変遷をしている 。その ため、本研究にお いて中 小企業の事業承 継を扱うと しても、

中小企業として どのような 規模や業種 の企業 を対象としてい るのかを明 確にしな

ければ、読み手 の理解が記 述の意図通 りにな されない恐れが ある。  

本章では、中小 企業という 言葉の定 義を、国 の定める中小企 業政策とそ の変遷

により把握する ことで、本 研究の対象 となる 中小企業像を明 らかにする ことを目

指す。  

中小企業政策と は、市場経 済の下に ある中小 企業群を国が描 く発展形態 をたど

るように支援し ていく政策 といえる。 中小企 業政策は、国が 持つ中小企 業像の認

識と想定により 変化してい る。中小企 業像の 理解について、 現実には、 多様な中

小企業を１つの 概念に集約 することは 困難で ある。そのため 、政策にお いて認識

される中小企業 は、日本に 存在する多 様な種 類の中小企業を モデル化し たもので

はなく、政策の 対象として 政策立案者 が想定 している限定的 な中小企業 像となる

傾向がある。こ の政策が想 定する中小 企業像 は、年代により 変化してい る。それ

では、これまで の日本の過 去の中小企 業政策 は、どのような 中小企業を 前提に議

論してきたので あろうか。 日本政府が どのよ うな中小企業を イメージし て政策を

実施してきてい るかを、中 小企業政策 とその 中での見られる 中小企業像 の変遷を

本稿の課題とし て明らかに していく。  

 
1 本 章は 、 瓶 内 栄 作 (2021 年 、「 中 小 企 業 政 策 に 見 る 中 小 企 業 像 の 認 識 の 変 遷に 関 す る 研
究」『 兵 庫 県 立 大 学 大 学 院  星 陵 台 論 集 』第 53 巻  第 2 号 pp.25-38.)を も と に 、 加 筆 修 正 を 行
っ た も の で あ る 。  
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この課題を明ら かにするた めに次のよ うな手 順で議論してい く。第 1 に 、中小

企業政策の役割 を示す。第 ２に、戦後 の中小 企業政策につい てのオーバ ービュー

を示していく。 第３に、旧 中小企業基 本法成 立以前の日本に おける中小 企業政策

における中小企 業像を明ら かにする。 第４に 、旧中小企業基 本法におけ る中小企

業像を明らかに する。第５ に新中小企 業基本 法における中小 企業像を説 明する。

第６に、新中小 企業基本法 以後、政策 にみら れる変化とそこ での中小企 業像を議

論する。そして 、最後に、 結びとして 、戦後 の中小企業政策 とそこでイ メージさ

れる中小企業像 の対応関係 を明らかに するこ とで結びとする 。  

 

２．中小企業政策の役割   

 まず、中小企 業政策の類 型を提示し 、中小 企業政策の役割 を考察する 。  

清成（2009,pp.14-15）によると、中小企 業政 策の類型は次の 通りとして いる。  

 

（a）市場補完政策   

 ①  創業支援 政策  

 ②  既存中小 企業支援政 策  

（b）調整政策  

（c）救済的保護 政策  

 

清成(2009,p.15)は、上記の(a)から(c)の各項目 について次のよ うに説明し ている 。 

 

（a）市場保護政策 における① については 新産 業の創出、雇 用の拡大 、イノベー

ションの促進を 目的として いる。②既存 中小企 業支援政策につ いては 、「既存中

小企業の抱える さまざまな 問題を解決 するた めに実施される 」としてい る。  

（b） 市 場 経 済 に ゆだ ね て お く と 短期 間 の う ち に 特定 の 産 業 に 大 きな 問 題 が 生

じ、社会問題化 する場合に 実施される  
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（c）長期的に 市場経済 の作動を抑 え、中小 企 業にいわば「 自然保護 地帯」を 設

定するという政 策としてお り、あわせ て参入 規制を伴うとし ている。  

 

清 成(2009)に お い て は 、 自 由 経 済の 中 で 存 在 し て い る 市場 や 中 小 企 業 に 対 し て 、

行政の考える方 向性を実現 させるため の補完 を目指す取り組 みを中小企 業政策で

あるとしている 。では、現 在成立して いる政 策は、どのよう に生起した ものであ

るか、寺岡(2003)より、考察する 。寺岡（2003,p.1）は「政策」概念 を次の 3 つ

の範疇と提示し ている。  

 

第一範疇  生起 した諸問題 へ個別導 入された 対応策が、後日 、そこに共 有な政

策論理が与えら れ、統一的 な体系に 組み入れ られることで成 立したもの 。つま

り、政策とは個 別対応型の 集合体とし ての政 策である。  

第二範疇  当初 から所期の 目的を達 成するた めに導入された 誘導的制度 の集合

体としての政策  

第三範疇  第一 範疇と第二 範疇の中間 領域に ある政策  

 

第二範疇の典型 事例として は、後発国 におい て先発国での自 生的経済発 展を早期

に 達 成 さ せ る た め に 導 入 さ れ た 経 済 政 策 な ど に 見 出 せ る と し て い る （ 寺

岡 ,2003,p.1）。  

 これら研究か ら中小企業 政策とは、 自由経 済の中で行政が 実現をした い政策方

向性に向けて、 補完的に働 きかける取 り組み であり、対象と しては、創 業、既存

企業、既存とい ったライフ ステージ毎 に存在 をしている。ま た、政策全 体の生起

経路として、個 別対応型と その後に集 合体と なった政策と、 目的に誘導 させるた

めに導入された 当初より集 合体であっ た政策 、またはその中 間といった 類型とな

ることがわかる 。個別中小 企業への直 接干渉 と、市場全体へ の広い干渉 を組み合

わせしていると いう点が、 中小企業政 策の特 性であるとみら れる。  
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３．第二次世界大戦後の中小企業政策  

現在の中小企業 政策は、第 二次世界 大戦後の 米国の影響も経 て新たに構 築され

たものである。 戦前戦中に 関しては、 その状 況の特殊性をも って現在の 政策との

連続性はないと 評価できる 。よって本 研究に おいては、戦後 の中小企業 政策を中

小企業政策研究 の端緒とし 、戦後中小 企業政 策の成立過程か ら中小企業 基本法成

立に至る前段階 までを本節 にて述べる ことと する。  

 

（１）独占禁止法から中小企業庁の設置  

1947 年独占禁止法が 制定され た  （国立国 会図 書館）。中小企 業庁は 、設置法が

1948 年法律第 83 号として 同年 7 月 2 日に公 布され  （国立国会図 書館）、8 月 1

日に商工省の外 局として発 足した 。清成（2009,p.19）による と、中 小企業庁設 置

法は GHQ の政策思想を反 映し、市場 経済を 前提としている 。当時の GHQ の政

策は、アメリカ における中 小企業政策 を反映 しており、アメ リカの中小 企業政策

は、中小企業を 、自由主義 経済体制に 必要な 位置づけとして 尊重してい た。アメ

リカの中小企業 政策にかか わる組織の 成立を 見ると次のよう になる（清 成 ,2009）。 

 

1932 年  復興金融公社（Reconstruction Finance Corporation：RFC）  

1942 年  中小軍事工業公 社（Small War Plants Corporation：SWPC）  

1946 年  商務省内の中小 企業部局（Office of Small Business）  

1953 年  中小企業政策機 関を整理統 合し、中小 企業庁  

（Small Business Administration：SBA）の設立  

 

 戦中・戦後の 日本経済は 軍事政権下 の統制 経済を形式とし ながら、ヤ ミ経済が

広がっている状 況であった 。ヤミ経済 化にお いて中小企業は 一時的に反 映するこ

ととなった。1947 年 2 月には「 中小企業振 興 対策要綱」が閣 議決定され た  。  

内容は経営刷新 の指導、商 工協同組合 による 組織化、金融が 盛り込まれ ていた。
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しかしほとんど 実施されな いまま同年 12 月に「中小企業対 策要綱」が 閣議設定

された  。その中に「 中小企業総 局」（ 仮称） なる中小企業庁 にいたる構 想が提起

されていた。1949 年 3 月 7 日ドッジ 公使の 声明を次のよう に要約して いる（清

成 ,2009,p.29）。  

 

「日本の経済は 、両足を地 につけてい ないで 竹馬にのってい るようなも のだ。竹

馬の片足はアメ リカの援助 、他方は国 内的な 補助金の機構で ある」。  

 

この文章からわ かるように ドッジ公使 は現状 が続くことでイ ンフレが進 むことを

懸念していた。 その後イン フレ終息の 対策と して財政圧縮お よび企業の 合理化を

行い、同時に輸 出振興を行 うため の 1 ドル＝360 円の単一レー ト設定を行 った。  

 以降企業援助 の在り方と して該当産 業部門 の全企業を重点 的に扱う「 傾斜生産

方式」から、能 率の良い優 秀企業へ資 金と資 材を集中的に投 入する「集 中生産方

式」へと移行 した（清成 ,2009,p.31）。産業合 理化の結果とし て生産性は 上昇した

が、反面中小企 業で存続で きなくなっ た企業 が生じ、事業整 理や人員解 雇をまね

いた。  

 1950 年 6 月、朝 鮮動乱が勃 発した。朝鮮動 乱による特需は デフレから インフレ

への変化をもた らした（ 清成、2009、p.36）。特需は、特に 繊維や機械 、金属 を中

心に急増し、その後鉄鋼 や機械など が活発化し た。1951 年にアメリカが戦略 物資

の買い付けを呈 したことを きっかけに 特需は 終息していった ものの 、1952 年補正

予算からは積極 政策が始ま り、消費、生産と も に上昇を示した（ 清成 ,2009,p.37）。

清成（2009,p.38）は、「昭和 27 年に戦後 過渡期 は終わりを告げ た」と述 べている。  
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（２）民間中小企業金融機関、政府機関の設立  

 ドッジ・ライ ンや課税強 化のあおり を受け て資金難に苦し む中小企業 は金融対

策を必要として いた。その ため政策で は中小 企業向けの金融 機関を整備 した。商

工中金については 1950 年に増資を 実施した （黒瀬 ,2006,p.90）。新たな中 小企業

専門金融機関と しては、1949 年に国民 金融公 庫法を制定し 、全額政府 出資による

小零細企業向け の国民金融 公庫を発足 させた（黒瀬 ,2006,p.90）。借り入 れ申し込

みは殺到したが 資金源が乏 しく、初年度は 申 込件数の 24%に応じただけであ った。

また 1949 年に中小企業等 協同組合法 に基づ く信用協同組合 制度を発足 、戦前の

信用組合は信用 協同組合に 改組された（ 黒瀬 ,2006,p.90）。だが改組 ではない新 規

の信用協同組合 設立は進ま なかった。 その他 動向として 1950 年に中小企業信用

保 険 制 度 が 発 足 し た 。 1951 年 に は 相 互 銀 行 法 ・ 信 用 金 庫 法 が 制 定 さ れ た （ 黒

瀬 ,2006,p.102）。1953 年には中小企 業金融公 庫が発足した 。1958 年中小企業信用

保険公庫が発足 した（黒瀬 ,2006,p.103）。  

 また市中銀行 を窓口とし た復興金融 金庫の 中小企業向け融 資、対日援 助見返り

資金の中小企業 向け融通等 、中小企業 向け特 殊資金が拡充さ れた。だが 資金量に

乏しく効果は微 々たるもの であった 。黒瀬（2006）では、これら成果 がすぐれ な

い一因として中 小企業庁の 政府内での 力が微 弱であったこと をあげてい る。  

 

（３）設備近代化の推進  

1958 年から日本経済 は高成長 の段階に入 った が、大企業・重化学工 業主体であ っ

たため、中小 企業の設備 近代化促進 が重視され た。1956 年に施工されていた 中小

企業振興資金助 成法に基づ いて設備近 代化補 助制度が実施さ れていたが 、1960 年

度には補助率 が 3 分の 1 から、2 分 の 1 へと 引き上げられた （清成 ,2009,p.81）。 

 業種ごとの近 代化推進と しては 1960 年 4 月に中小企業業 種別振興臨 時措置法

が制定され、国 際競争力を 強める必要 のある 業種、産業構造 の高度化に 資する業

種から選定がな された（清成 ,2009,p.82）。当時 は中小企業弱者 論が支配的 であり 、

大企業との格差 是正が必要 とされてい た。  
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（４）第二次世界大戦後の中小企業政策における中小企業像  

 旧中小企業基 本法成立以 前の日本に おける 中小企業政策に おける中小 企業像は 、

戦後のアメリカ 統治下にお いて、アメ リカの 考える自由主義 経済体制に 必要な存

在と評価されて いたが、多 くの保護を 要する 弱い存在であっ たと認識さ れる。脆

弱な存立基盤に おいて、政 策によって 資金面 や設備面での増 強が図られ るような

支援がなされて いった。  

 

４．旧中小企業基本法の成立  

この節について は清成（2009）の解釈に基づ き説明をする。  

 

（１）旧中小企業基本法の概要と考え方  

同法制定前の池 田内閣によ る国民所 得倍増計 画においても「 二重構造の 解消」

が提起されてい た（清成 ,2009,p.85）。高度経 済成長期に入っ たとはいえ 恩恵は重

化学工業独独走 型で、大 企業と中小 企業の格差 はますます広が っていた 。1963 年

中小企業基本法 が制定され た  。政策目標 とし ては中小企業の 近代化が掲 げられ 、

規模の適正化や 設備近代化 による生産 性の向 上を行うことで 、中小企業 を大企業

へ近づけること が目標とな っていた。 旧中小 企業基本法は次 の項目を内 容として

いた(清成 ,2009,p.89)。  

 

①設備の近代化  

②技術の共同化  

③経営管理の合 理化、  

④構造の高度化 （企業規模 の適正化 、事業の 共同化、工場・ 店舗の集団 化、事

業の転換及び小 売企業にお ける経営形 態の近 代化）、  

⑤過度の競争の 防止及び下 請け取引の 適正化 、  

⑥輸出の振興そ のほか需要 の増進、  
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⑦事業活動の機 会の適正な 確保、  

⑧労働関係の適 正化、従業 員の福祉の 向上及 び労働力の確保  

 

また中小企業お よび小規模 企業を定 義する要 件が規定された 。さらに中 小企業

白書の作成につ いても定め られた。中 小企業 基本法立案当時 、中小企業 庁の政策

思想とは、中小企 業は過小過 多  で過当競争 で あり、中小企業の 数を減らし、規模

を大きくするこ とで生産力 を高め、過 当競争 を解消し、価値 実現力も強 化される

ものとしている 。そのなか でもまず実 現する べきは適正規模 化であり、 実現方法

としては共同化 が有効であ るとしてい た。  

清成（2009,p.96）は 、自らが行 った「中 小企 業業種別カルテ 」作成 においての 疑

問について触れ 、「適正 規模は、技術・賃金の 水準などの予見 が異なれば 当然に異

なる」としてお り、合わせ て過小過多 につい ても検証がなさ れていない と批判し

ている。  

1963 年中小企業基本 法の実体 法である中 小企 業近代化促進法 が制定され た。経

済政策上近代化 をはかる必 要のある業 種を政 令で指定し、重 点的に近代 化を推進

することを目指 した法律で ある。その 後 1969 年、1973 年、1975 年に改定がな さ

れている。  

三井（2011,p.99）は、中小企業基本 法は戦後 日本の政策の理 念と目標を 代表す

るものと見て差 し支えなく 、「不 利」「 格差」 の是正が基本目 的であった が、その

実態法である中 小企業近代 化促進法で はその 目的が中小企業 の近代化と それによ

る国民経済の発 展にあると 限定されて おり、 理念法と具体的 施策の違い がありな

がらも、「以 後の政策 の重点はこ うした「近代 化」にあったので あるから、これは

軽視できない差 である」と 述べている 。さら に 1960 年度経済白書の記 載につい

ても触れ、生産 性の低い農 業や中小企 業の近 代化が経済成長 と経済の二 重構造の

解消に通じると いう記載を 引用してい る。  

1974 年、大型小売 店舗にお ける小売業 の事業 活動の調整に関 する法律（以下大

店法）が施行さ れた。中小 小売業、大 規模小 売店舗、消費者 の三者間の 利害を調

整するものとな った。1991 年に大幅改 正され 、調整対象面 積の引き 下げと第 2 種
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大規模小売店舗 の調整権限 の都道府県 への移 管を骨子として いる。  

1977 年、「中小 企業の事 業活動の機 会の確保 のための大企業 者の事業活 動の調

整に関する法律 」（通 称「分野調 整法」）が成 立した。特定の 分野への大 企業の進

出を制限する内 容であった 。  

清成（2009）は、「事業活動 調整法、大店 法、商調法などは、中 小企業の営 業の

自由を守るため に大企業の 営業の自由 を制限 するものである 。したがっ て、あく

までも中小企業 の営業の自 由を守ると すれば 、中小企業の参 入を活発に し、競争

を確保しておか なければな るまい」と し、中 小企業自身にと っても適切 な競争が

必要であると述 べている。  

 また飯田経夫 の提唱する 中小企業を 担い手 とする有能な「 裾野」によ り我が国

経済が発展した とする「低 頂上・高裾 野型」 日本経済と、滝 沢菊太郎の 指摘する

多くの中小企業 は劣弱であ り、少数の 優良中 小企業ばかりに 目を奪われ るべきで

はないという中 小企業「劣弱 」論の 2 つ の中小 企業論を対比し 、「低頂上・高裾野

型」を指示した うえで、中 小企業の体 質強化 のためには市場 機構を活用 する政策

を採用するべき であると述 べている。  

 

（２）旧中小企業基本法における中小企業  

旧中小企業基本 法における 中小企業 は、いま だ二重構造の下 層に位置す るとみ

られていた。旧 中小企業基 本法の内容 をひも 解くと、下層と 定義される 要因とし

ては次のとおり である。① 大企業と比 べ労働 装備率が低く、 技術や経営 管理面で

の遅れがある、 ②規模が適 正以下であ り、過 当競争にさらさ れている、 ③大企業

の下請け企業と して搾取さ れる、④労 働環境 がすぐれない。 これらのな かで旧中

小企業基本法に おける特徴 的な概念は 過小過 多が過当競争を 招くと言わ れていた

②である。解決 法としては 共同化によ り規模 の拡大をはかり 、中小企業 数を減少

させる という もので ある 。ただ し過 小過多 に は疑念 があり、（清成 ,2009,p92）に

おいても、当時 「過小過多 」の検証は なされ ておらず、一律 に適正規模 というも

のを特定するこ ともできな いとしてい る。  
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 過小過多、適 正規模の事 後評価とし ては中 小企業白書にあ る企業規模 の状況を

確認してみる。1963 年中小企業白 書によると 、中小企業数は 320 万社であり、全

企業における構 成比は 99.4%、また就業 者数 は 1,720 万人で民営・ 非一次産業 合

計に占める比率 は 66%である。2018 年中小企業白書によると 中小企業数 381 万

社、全企業にお ける構成比は 99.7%、従業者 数は 3,361 万人と民営 ・非一次産 業

の 7 割となってい る。中小 企業数並び に就業 者数とも比率は 大きく変わ っていな

い。ただし中小 企業者数 は 20％増であるのに 対し、就業者数 は倍増して いるとい

うことから、1 社あたり の平均就業 者数は 65%増となっており、 規模の改善 は見

られ、かつ企業 数は増加し ていると言 う評価 になる。  

他方①、③ 、④に ついてはそ の後の中小 企業政 策でも取り上げ られる概念 であり、

「二重構造」の 要因は①、 ③、④にあ るので はないかと推測 される。  

  

（３）まとめ  

戦後から一貫し て、中小企 業は大企 業と比較 して弱者である という「中 小企業

弱者論」に基づ く政策展開 がなされて いる。 戦後間もなくか ら旧中小企 業基本法

成立までの中小 企業像と、そ れ以降の差 とし ては、「過少 過多」につい ての認識が

ある。旧中小企 業基本法成 立までの中 小企業 像においては、 弱者ではあ ったもの

の、アメリカの 影響下で個 別企業の競 争促進 的かつ産業組織 政策的な影 響を受け

（有田 ,1990,p.15）、育成対象とし ての認識 で あった。旧中小企業 基本法下に おい

ては、「過少 過多」解消 の考えのも と、集合化 により中小企業 の数を減ら し、適正

規模化をはかる ことで近代 化が成立す るとい う考えにもとづ き、多くの 中小企業

は淘汰される対 象としてみ なされてい る。  
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５．中小企業基本法改定   

（１）新中小企業基本法の概要  

1999 年、中小企業基 本法の全 面改正が行 われ た。  

1963 年の中小企業基 本法制定 時より中小 企業 を取り巻く環境 変化として 、地場 産

業の衰退や商店 街の衰退に も関連する 廃業の 増加による中小 企業数の減 少があげ

られる。さらに 中小企業に 要求される 経営資 源は高度化して おり、新た な企業間

格差が拡大して いるとみら れる。  

 政策基本理念 の変化とし ては「企業間 にお ける生産性等の「 諸格差の是 正」」か

ら「独立した中 小企業の多 様で活力あ る成長 発展」へと変化 した。新し い基本理

念において中小 企業に期待 される役割 として は、新たな産業 の創出、市 場競争の

促進、就業機会 の増大、地 域経済活性 化があ げられる。また 可能な限り 市場経済

を活用し、合わ せてセイフ ティーネッ トの整 備を求めている 。  

 三井（2011,p.113）では、中小企 業基本法の 転換において注 目を受けた のは「弱

者保護」に代わる 、「創業支 援、ベンチャ ー支援 」であるとしてい る。条文中に「ベ

ンチャー」な る語は出ず 、第二条に て「「創造 的な事業活動 」とは、経 営の革新又

は創業の対象と なる事業活 動のうち、 著しい 新規性を有する 技術又は著 しく創造

的な経営管理方 法を活用し たものをい う。」と 記載されている が、「 ベンチャー 支

援」と「創業支 援」のが区 別されるよ うにな ったのが一つの 特徴である と述べて

いる。  

 

（２）中小企業近代化促進法の廃止と中小企業経営革新支援法の制定  

1999 年 に 中小 企 業 近代 化 促 進 法が 廃 止 され 、 同時 に 中 小企 業 経 営革 新 支 援 法

（経営革新法） が制定され た。従来、 中小企 業近代化促進法 では業種集 団での支

援であり、国に より策定さ れる計画に 従うこ とも求められな かった。経 営革新法

では中小企業の 経営革新（ 新たな事業 活動の 展開）全体を対 象として、 企業が自

ら策定する計画 に基づき事 業活動を行 うこと を支援すること となった。  
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（３）中小企業支援三法の統合  

（中小企業経営 革新支援法 の中小企業 新事業 活動促進法への 改題）  

2005 年に中小企業新 事業活動 促進法が制 定さ れた。旧来あ った経営革 新法、中

小企業創造活動 促進法、新 事業創出促 進法を 統合したうえに 、異分野連 携新事業

分野開拓として 異分野事業 者が有機的 に連携 し経営資源を組 み合わせて 事業活動

を実施する「新 連携」が加 えられた。  

 

（４）新中小企業基本法における中小企業像  

 新中小企業基 本法におい ては中小企 業と大 企業間の格差は 認めながら も、差の

程度は個別中小 企業により 異なるとし ている 。1999 年中小企業白書 では次の よう

に述べ大企業と 同等もしく はそれ以上 の存在 として一部中小 企業を認識 している 。 

 

「 企 業 に 比 べ 中 小 企 業 の 業 績 は 平 均 的 に は 低 い 傾 向 が あ る も の の ,中 小 企 業 に お

ける個別企業の 業績のばら つきは大き く ,上位 10%の企業に着目した場 合 ,中小企

業においても大 企業と同等 以上の業績 を挙げ ている企業が少 なからず存 在するこ

とが確認できた 。」  

 

基本方針の最初 に「経営の 革新及び創 業の促 進を図ること」 とあり、旧 法では過

小過多の解消を 共同化（高 度化）に依 ったも のが、新法にお いては市場 に任せ個

企業の経営革新 または創業 により実現 させよ うという姿勢が 見える。ま た、中小

企業間のばらつ きを「生産 性」「 収益性 」「成 長性」といった 特徴で捉え 、それを

「多様性」と表 している。  

 あわせて、地 域経済の活 性化につい ても触 れられており、 地域経済と 地域に属

する中小企業は 疲弊し支援 されるべき 対象で あるとの認識さ れている。  
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６．中小企業基本法改定以降の変化  

（１）中小企業をめぐる新しい動き  

 1999 年の中小企業 基本法改 定以降、自立し て多様化した中 小企業の支 援を行っ

ていくために、 中小企業政 策について も変化 がみられている 。政府系中 小企業金

融機関の統合・ 民営化や、 担い手の多 様化に 応えるような支 援の多様化 などが行

われた。  

①  政府系中小企業金 融機関の統 合、民営化  

2007 年株式会社日本 政策金融公 庫法が公 布さ れ  、2008 年に国民生活金 融公庫 、

中小企業金融公 庫、農林漁 業金融公庫 、国際 協力銀行の一部 を統合し日 本政策金

融公庫が株式会 社として発 足した。2007 年に は株式会社商工 中金法  が成立し 、

2008 年に商工組合中 央金庫も 株式会社に 転換 した。  

 

②  中小企業等経営強 化法の改正  

2016 年 に 中小 企 業 等新 事 業 活動 促 進 法は 中 小企 業 等 経営 強 化 法へ と 名 称変 更 さ

れた  。中小企業経営力 強化支援法 が施行さ れ 、支援事業の担い 手多様化・活 性化

として経営革新 等支援機関 の認定制度 や海外 展開に伴う資金 調達の支援 制度が始

まった。  

 

③  その他  

ものづくり高度 化支援法、 中小企業承 継円滑 化法、まちづく り三法（改 正都市計

画法、大店立地 法、中心市 街地活性化 法）の 改定、地域商店 街活性化法 、下請代

金支払遅延防止 法、地域資 源活用化促 進法、 農商工連携促進 法、地域ブ ランド制

度、経営力向上 計画  

 

（２）新しい動 きの中での 中小企業像  

 2010 年代の中小企 業像につ いて、実 現しよ うとしていた政 策とその主 用度合い
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の変遷をもとに 考察をする 。  

考察に際しては 、各年中小 企業白書に おける 、これから生じ る中小企業 政策とい

う章に注目した 。当該の章 に記載の項 目名変 遷を表にし、そ の掲載順序 の早い政

策はより主要と みられる政 策と仮定し た。  

新中小企業基本 法制定時に は、活力ある 中小企 業に対しての支 援政策とし て、「新

規起業」、「貸し渋り 対策」、「経営基 盤強化」と いった取り組み が主要であ ったが、

近年では、「 既存企業の 基盤維持や 経営力強化 」、並びに「災害からの 復旧」など、

既存企業に対す る支援が中 心になり 、「新規 起 業」については、新 陳代謝とい う点

で章の一部に扱 われるよう になったな ど、既 存企業を偏重す る姿勢が見 て取れる

ようになった。  

 

表 1-１  『中小企業 白書』にみ る中小企業 政 策の変化  

  
出所：『中 小企業白書 （2010 年度版から 2018 年度版）』 を参考に  

筆者が中小企業 政策の中心 的な内容を 抽出す る形で作成した もの  

 

表現は変わるも のの、複数 年度にわた り同様 の政策が、順序 を変えなが ら記載さ

れていることが わかる。2011 年には東 日本大 震災があったた め、以降 の年度は東

日本大震災の記 載が続く、 年を経るご とに掲 載順序は下がっ ていくが、 その後熊
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本地震など全国 各地で災害 が続いたこ とから 、災害という記 載に代わり 2018 年

においても記載 が続いてい る。 地域や下 請に 対応する政策も 根強く続い ている 。

また近年主要政 策になって いるのが、 経営力 強化と新陳代謝 の促進であ る。この

背景としては人 口減少問題 があるので はない かと推察される 。  

 2010 年代の中小企 業像とし ては、人 口減少 局面で、現状 の労働装備 率では生産

性低下が免れな い中小企業 や、経営者 の高齢 化により、経営 革新や設備 投資を阻

害されている中 小企業とい った認識が なされ ている。  

 前者について は、2018 年中小企業白 書によ ると、人口減 少局面にお ける人材不

足への対応方法 として生産 性向上策を とるこ とが推奨されて いる。旧中 小企業基

本法制定時より 労働装備率 の向上は大 きな狙 いの一つであっ たが、近年 は補助金

拡充や経営力向 上計画、先 端設備等導 入計画 など目に見えや すい形での 設備投資

支援策が継続さ れており、 当該問題に 強く取 り組んでいる姿 勢が見える 。  

 後者について は、2018 年中小企業白 書にお いて、社歴の 浅い企業の ほうが社歴

の長い企業と比 べて規模の 拡大傾向が あるこ とや、経営者の 高齢化が進 んでいる

こと、親族外承 継や M&A により事業 承継の 担い手が多様化 されたこと に触れて

おり、中小企業 がその規模 のまま存立 するこ とを認め、生産 性や経営者 能力面で

より質の高い中 小企業に対 して手厚く 支援を したい姿勢が見 える。関連す る 2018

年の政策として は事業承継 税制の大幅 改正が ある。  
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７．むすび  

戦後の中小企業 政策におけ る中小企業 像の変 遷は次のように 表すことが できる。  

 

表 1-２  中小企業政 策の変遷  

  
政 策 の 対 象 と な る 中 小
企 業 像 

ト ピ ッ
ク 

中 小 企
業 認 識 

政 策 の 方
向 性 

支 援 単 位 

戦 後 の 中 小 企
業 政 策 （GHQ

の 影 響 下 

→ 日 本 独 自 の
政 策 へ ） 

○ 単 独 で は 存 立 が 危 う
い 、 大 企 業 と 比 べ る と
劣 る 中 小 企 業 

（ 育 成 対 象 と し て の 中
小 企 業 ） 

独 占 禁
止 法 

中 小 企
業 庁 

金 融 支
援 

二 重 構
造 

弱 者 保
護 

規 模 を
拡 大 さ
せ る べ
き 存 在 

傾 斜 生 産
（ 産 業 集
中 ） か ら 

集 中 生 産
（ 優 秀 企
業 集 中 ）
へ 

業 種 

（ 旧 ） 中 小 企
業 基 本 法 

企 業 間 に お け
る 生 産 性 等 の
「 諸 格 差 の 是
正 」 

○ 単 独 で は 存 立 が 危 う
い 、 大 企 業 と 比 べ る と 劣
る 中 小 企 業 

（ 育 成 対 象 で も あ る が 、
淘 汰 対 象 で も あ る 中 小 企
業 ） 

近 代 化 

共 同 化 

（ 高 度
化 ） 

近 代 化 

過 小 過 多 

→ 成 長 と
淘 汰 

 、 保 護
的 

業 種 

・ 組 合 

（ 新 ） 中 小 企
業 基 本 法 

独 立 し た 中 小
企 業 の 多 様 で
活 力 あ る 成 長
発 展 

○ 業 種 を 問 わ ず 、 市 場
経 済 の 中 で 活 躍 し う る
個 別 の 中 小 企 業 

経 営 革
新 

適 正 規
模 で の
存 在 が
許 容 、
市 場 の
担 い 手 

市 場 環 境
下 で の 

成 長 促 進 

自 由 

個 別 

企 業 

中 小 企 業 基 本
法 改 定 

以 降 の 変 化 

○ 人 口 減 少 局 面 で 、 現
状 の 労 働 装 備 率 で は 生
産 性 低 下 が 免 れ な い 中
小 企 業 

○ 経 営 者 の 高 齢 化 に よ
り 、 経 営 革 新 や 設 備 投
資 を 阻 害 さ れ て い る 中
小 企 業 

経 営 力
向 上 計
画 

経 営 基 盤
の 強 化 

出所：この表は 、この論文 での検討結 果を筆 者が要約したも のである。  

 

戦後の中小企業 政策におけ る中小企 業像とし ては、単独では 存立が危う い、大

企業と比べると 劣る中小企 業（育成対 象とし ての中小企業） がある。中 小企業像
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として、大企業 と比較して 設備投資が 立ち遅 れており労働生 産性が低い 、後進的

な存在として認 識されてい た。そのた め独占 禁止法や金融支 援などによ る支援が

行われた。  

旧中小企業基本 法における 中小企業 像として は、単独では存 立が危うい 、大企

業と比べると劣 る中小企業 （育成対象 でもあ るが、淘汰対象 でもある中 小企業）

がある。  

 なお労働生産 性指標は人 数で除する ため、 近年の人口減少 局面におい て、生産

性の指標として 労働生産性 のみを扱い 過去と 比較をすること は適切では ないとみ

られる。そのた め有形固定 資産あたり の創出 付加価値額であ る資本生産 性が取り

扱われるように なった。同 指標におい ても、 大企業と比較し て劣ること を指摘さ

れている（中小 企業庁 ,2018）。  

新中小企業基本 法における 中小企業 像として は、業種を問わ ず、市場経 済の中

で活躍しうる個 別の中小企 業がある。 業種を 問わず、市場経 済の中で活 躍しうる

個別の中小企業 として、中 小企業と大 企業の 格差を認めなが らも、一部 には大企

業と同等の業績 を挙げうる 存在として 認める ようになった。 政策として は経営革

新および創業の 推進をおこ なった。  

中小企業基本法 改定以降の 中小企業 像として は、人口減少局 面で、現状 の労働

装備率では生産 性低下が免 れない中小 企業や 経営者の高齢化 により、経 営革新や

設備投資を阻害 されている 点がある。 中小企 業の付加価値向 上に向けて 量的充実

策としての設備 投資増加政 策は補助金 ・減税 の両面でなお手 厚い状況で あり、戦

後中小企業政策 において一 貫した姿勢 の取り 組みであるとい える。また 、企業年

齢と呼称される 企業設立以 降の経過年 数に注 目をし、若齢企 業と高齢企 業に分け

た企業支援の方 向性が示唆 されている 。若齢 企業について 、（Haltiwanger, Jarmin 

and Miranda,2013）によると、雇用創 出効果 が高いとあり、 稼ぐ力をつ けさせ成

長を促すことに より雇用を 創出するこ とを期 待できる。政策 としては創 業支援策

や小規模企業政 策が合致す る。高齢企 業につ いては、成長は見込めない ものの、

付加価値の創出 には高齢企 業の貢献が 大きい とされており（中小企 業白書 2018）、

必要な存在とし ては認知さ れている。 設備更 新を促し生産性 を向上させ 、その経
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営基盤を維持さ せるような 経営力強化 ・生産 性向上政策や事 業承継政策 が合致す

る。高齢企業の その後につ いては、親 族や第 三者への事業承 継、事業譲 渡、廃業

と多様化してい る。高齢企 業が多くは 存在し なかった戦後や 、高齢企業 のその後

への選択肢が少 なかった新 中小企業基 本法施 行時とくらべて 環境変化が あり、近

年は企業年齢に 応じた政策 が増加して いる背 景といえる。  

 中小企業像の 変遷として 、戦後にあ った弱 者としての中小 企業像から 、新中小

企業基本法にお ける強い中 小企業像を 認識し た後に、現在は 経営者の高 齢化と社

会環境により成 長を阻害さ れている中 小企業 として、再び救 済対象とし ての存在

を注目されてい る。しかし 救済対象で ある中 小企業は中小企 業全体にお ける大半

であるわけでは なく、寺岡（2003,p．1）にお ける第 1 範疇の方 向にて 、政策が中

小企業における 高齢企業問 題主体に向 けられ ると、活力ある 中小企業の 成長支援

に向けた取り組 みが希薄に なるのでは ないか という懸念があ る。高齢企 業問題は

言い換えると、 事業承継問 題であると いえ、 経営人材という 人的資源の 不足問題

であるといえる 。限られた 経営人材を 有効活 用するための方 法としては 、高齢企

業の高付加価値 を事業承継 で維持しつ つ、若 齢企業の持つ成 長・雇用創 出効果を

発揮するための 第二創業の 実現が求め られる 。かつて、後継 経営者は親 族承継に

よってなされて いたが、経 営者の平均 年齢が 上昇し、伴いそ の子息も優 に就業年

齢であることを 踏まえると 、現在承継 を志し ていない経営者 子息を経営 者として

志させることは 容易ではな い。  

 これらから、2021 年現在の中 小企業政 策か ら見る中小企業 像とは、1999 年の

中小企業基本法 改正を経て 、市場 経済のな かで 活躍しうる存在 にはなった ものの 、

創業より年数を 経過した結 果、経営者 が高齢 化し、事業承継 や、経営革 新に課題

を有している存 在であると いえる。以 降の章 においては、定 義された中 小企業像

を主な対象とし て、中小企 業像を中心 とした 中小企業全般に ついて研究 の対象と

するものとする 。次の章で は、明確に なった 中小企業像にお いて、喫緊 かつ重要

課題である事業 承継につい て、文献レ ビュー を中心に考察を 行う。  
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第 2 章  事業承継における現状と課題  

―事業承継とイノベーションの両立－  

 

１．はじめに  

 第 1 章では、 中小企業政 策の視点か ら、2021 年現在の中小企業 像を定義し た。

中小企業政策の 変遷から見 ると、戦後 当時の 中小企業とは、 過少過多で 、発展す

べき弱者の存在 であった 。その後高 度経済成長 を経て、1999 年中小企業基本 法改

正時には、中小 企業とは、 市場経済に おいて 大企業とは異な る存在意義 を持ち、

自律して多様な 存在へと変 化を遂げた 。そし て 2021 年現在に至っては 、中小企

業基本法改正時 の認識に変 化はないも のの、 創業より年数が 経過し、経 営者が高

齢化し、事業承 継や、経営 革新に課題 を有し ている存在であ るといえる 。本章に

おいては、企業 年齢並びに 経営者年齢 の上昇 に伴い、不可避 かつ大きな 問題とな

った、事業承継 について理 解を深める 研究を 、文献レビュー 中心に行う ものとす

る。  

まず日本の現状 であるが、少子高齢化 が進ん でいる。人口は、2008 年の約 1 億

2,808 万人をピー クに、2021 年 9 月推計は 1 億 2,521 万人まで減少してい る 2。

平均年齢も、年々 上昇して おり、2021 年は 47.4 歳と、2000 年の 41.4 歳に比べ、

6 歳増加してい る 3。平均年齢 の高齢化に 従い 、経営者の年齢 も高齢化を してい

 
2 総 務省 統 計 局  人 口 調 査  https://www.stat.go.jp/data/jinsui/index.html （2021 年 10 月 5
日 参 照 ）  
3 国 立社 会 保 障 ・ 人 口 問 題 研 究 所 日 本 の 将 来 推 計 人 口
http://www.ipss .go.jp/syoushika/tohkei/Mokuj i/1_Japan/J_Detai l_14.asp?fname=1_1chu/1-1-
5.htm&title1=%82P%81%7C%82P%81D%90%84%8Cv%8C%8B%89%CA%95%5C%81%7C%92%86
%88%CA%90%84%8Cv&title2=%95%5C%82P%81%7C%82P%81%7C%82T%81D%90l%8C%FB%82
%CC%95%BD%8B%CF%94N%97%EE%2C%92%86%88%CA%90%94%94N%97%EE%82%A8%82%E
6%82%D1%94N%97%EE%8D%5C%91%A2%8Ew%90%94%81F%92%86%88%CA%90%84%8Cv
（2021 年 10 月 5 日 参 照 ）  
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る。  

中小企業庁(2019,p.76)によると、最 も多い経 営者の年齢は 、1995 年の 47 歳か

ら、2018 年には 69 歳となっており、 経営者 の年齢は日本の 平均年齢上 昇よりも

高齢化が激しく 進んでいる といえる。  

村上(2017)によると 、経営者 の年齢が上 昇す るに従い、廃業予定の 割合は増加

し、廃業の理由 としては 、「自分 の代でや めよ うと思っていた 」や、「事業に将 来

性がない」に続 き、後継者 難による廃 業を述 べる企業が多い としている 。経営者

の高齢化は、す なわち企業 存続の危機 に結び 付くということ である。企 業の存続

が危ぶまれると いう事態は 、単なる私 企業の 浮沈のみの問題 ではない。雇用され

る従業員及びそ の家族の生 活基盤の毀 損や、 納税主体の減少 による税収 減、はた

また商・サービ ス事業者の 減少による 地域の 魅力低下、雇用 の消滅や地 域の魅力

低下に伴う人口 流出など、 影響ははか りしれ ない。  

 経営者の高齢 化のともな う廃業に対 して、 取りうる対抗手 段としては 、経営者

の交代となり、 事業承継の 推進は、わ が国の 産業基盤を存続 させるため の重要課

題の一つと言え る。  

 事業承継は、 誰が引き継 ぐかにより 、下図 のように体系化 される。  

 

図 2-1.経営者参入(事業承継)の概 念図  

 

出所：中小企業 庁(2019,p.162)を参照に筆者作 成  

 

  

既存の事業を
継続させる

親族内承継

親族外承継

役員・従業員
承継

内部昇格

MBO/EBO

第三者からの
引継ぎ

外部招聘

M＆A等
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代表的な事業承 継方法とし ては、経 営者の子 息や兄弟をはじ めとした親 族が承

継する親族内承 継がある。 親族承継が 他の承 継先に比べ優位 な点として は、所有

の承継がしやす いことがあ げられる。 事業承 継には、株式や 事業用資産 などの所

有の承継と、代 表取締役の 権限をはじ めとす る経営の承継が 含まれる。所有の承

継について、親 族承継のな かでも実施 や配偶 者による承継に おいては、 相続を伴

い資産移転がし やすいこと がある。他 方親族 外承継において は承継者が 、株や事

業用資産を買い 取る必要が あり、資産 面での 問題が発生する ことがある 。  

親族外承継にお ける身近な 手法とし て、役員 ・従業員承継の 割合も高ま ってい

る。経営の移転 においては 、役員や従 業員が 経営者に昇格す る内部昇格があげら

れる。所有の移 転面におい て、従業員 ・役員 が株式や資産を 買い取り、 所有者と

しても交代する 行為が、役 員による買 い取り の MBO(Management Buyout)、従

業員による買い 取りの EBO(Employee Buyout)である。従業員や役 員において 、

買い取りのため の資力が不 足している 場合に は、事業承継円 滑化法にお ける金融

支援策としての 日本政策金 融公庫によ る融資 制度を活用する ことができ る 4。  

さらに、親族内 や役員・従 業員に適 切な担い 手がいなかった 企業をはじ めとす

る第三の承継手 法として、 外部招聘 や M&A が普及しつつあ る。外部招 聘は、経

営者となる人材 を外部から 招き入れ、 経営の 承継を行う手法 である。招 聘相手と

しては、他社で 企業経営経 験のある経 営者や 、自社の業務プ ロセスを理 解してい

る取引先企業の 従業員など 、多様であ る。所 有の承継を、株 式や事業用 資産の買

い取りにより実 現させるの が M&A(Mergers and Acquisitions)である。他の承 継

手段と異なる点 として 、実施主 体が個人に 限 定されないとい うことがあ る。M&A

の多くは他企業 が事業承継 の対象とな る企業 を買い取り、そ のまま経営 もしくは

合併をする。そ のため、代 表者を第三 者個人 に移転すること を狭義の承 継とする

と、承継には該 当しないが 、企業経営 を引き 継ぐ手段として は当てはま るため、

 
4 日 本政 策 金 融 公 庫  事 業 承 継 ・集 約 ・ 活 性 化 支 援 資 金  
https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/jigyoukeisyou_t.html 2021 年 12 月 10 日 閲 覧  

https://www.jfc.go.jp/n/finance/search/jigyoukeisyou_t.html
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M&A も承継手段の一つ として、公 的にも認知 されている 5。  

事業承継は、そ の件数の増 加に伴い 、手法の 多様化が進んで いるといえ る。経

営者が誰に経営 を引き継い だかの割合 として 、中小企業庁(2019,p.80)においては、

全体のなかで 、男性の 子供に引き 継いだ割合 が 42.8%となっており 、いま だ多く

あるものの、役 員・従業員 承継と、社 外への承 継を合計した割 合も、35.5%と 3 割

を超えており、 親族外承継 も有力な承 継手段 であることが示 されている 。  

 

図 2-2.事業承継した経 営者と後継 者との関係  

 
出所：中小企業 庁(2019,p.80) 

 

 手法として多 様化した事 業承継であ るが 、実 施においては複 数の障壁が 存在し 、

事業承継が円滑 に進まない 原因となっ ている 。事業承継の推 進における 障壁は 3

点ある。1 点目は、承継候 補者がいな い、も しくは、候補者 がいても適 任ではな

いという問題で ある。2 点目は候補者 がいて も、心理的障壁 により、承 継が容易

ではないという 点である。3 点目は候 補者が 決意をしても、 経営者に集 中した資

産を、親族外へ 移転するこ とが困難と いう点 である。  

  

 
5 公 的に 認 知 さ れ て い る 根 拠 と し て 、 中 小 企 業 庁 (2019,p.162)に お い て 、 事 業 承 継 の 体 系の
な か に M&A が 含 ま れ て いる 。  
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1 点目の承継候 補者不足 については 、少子化 により実子がい ない、また は親族

がいても他社へ 就職してし まい自社へ は帰っ てこない、とい った問題で ある。対

応策としては、親族 外承継の推 進と、M&A の普及がある。M&A の一般化で、制

度利用について の心理的抵 抗感が薄れ るとと もに、民間での 専門業者の 台頭や、

公的支援機関で の後押しも あり、親族 承継以 外にも多様な事 業承継の手 段が確立

されるようにな った。事業 承継を取り 巻く環 境が、社会背景 により多様 な方向へ

変化をしている ということ になる。  

2 点目の心理的 障壁につ いては、経 営者が企 業の債務に対し て個人で連 帯保証

を行う、いわゆる個 人保証が該 当する。柿沼(2020)では、事業承継 において経 営

者保証の存在は 問題であり 、事業承継 円滑化 においては、経営者保証の 見直しが

有効であると指 摘している。経営者保証 見直し の動きとして 、「経営者 保証ガイド

ライン」に おいて 、相応の所 有と経営の 分離そ の他要件を満た した企業に 対して、

借入金における 経営者保証 の排除をも とめる 動きが進んだ。結果として 、事業承

継への心理的負 担が軽減す ることとな った。  

3 点目は、日本 の中小企 業において は、所有 と経営の分離が 進んでおら ず、事

業承継を行う際 には、現経 営者がもつ 資本の 移転を、経営の 移転と並行 して求め

られていること である。直 系親族であ れば相 続の仕組みによ り承継が進 めやすい

が、第三者では 換金性のな い株式を多 額の資 金で買い取る必 要があるこ とから、

親族以外での承 継は多くな かった。当 該問題 に関しても、税 制や融資制 度などに

より、解決の方 向に向かっ ている。  

旧来、事業承継 において課 題とされ ていた点 は、解決の方向 に向かって おり、

事業承継の推進 における障 壁は解決さ れつつ あるといえる。  

 事業承継を取 り巻く環境 変化に合わ せて 、事 業承継の研究に ついても 、近年様 々

おこなわれてい る。方向性 としては、 経営者 に注目をした研 究や、承継 前後での

企業の変化に注 目をした研 究などがあ る。  

本章においては 、まず事業 承継の概 要を理解 するために、国 の提唱する 事業承

継の姿について 、中小企業 庁や中小企 業基盤 整備機構などが 作成してい る資料を

もって整理する 。次に、事 業承継のな かでも 親族承継におけ る行為者で ある、現
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経営者と後継者 に関する先 行文献のレ ビュー を行う。次に、 事業承継の 結果とし

て、企業にはど のような影 響があるか 、先行 文献のレビュー を行う。次 に、事業

承継を行うプロ セスについ ての先行文 献レビ ューを行う 。さいごに まとめとし て、

事業承継という 、多くの企 業では十数 年に一 度の取組みをい かに、中小 企業の存

立基盤確立につ なげること ができるか につい て、文献からわ かることの 考察を行

う。  

 

２．国のとらえる事業承継についての分析  

 国のとらえる 事業承継に ついては、 事業承 継にかかる考え 方を示した 「事業承

継ガイドライン 」および、 法制度であ る「中 小企業における 経営の承継 の円滑化

に関する法律」 が主要な資 料である。 両者に ついて、分析を 行う。  

 

2.1 事業承継ガイドライン  

国の認識する事 業承継の指 針につい ては、中 小企業経営者の 高齢化の進 展等を

踏まえ、円滑な 事業承継の 促進を通じ た中小 企業の事業活性 化を図るた めに、中

小企業庁により 策定された「事 業承継ガイ ド ライン」が基準とな っている。2006

年に制定されて 以降、2016 年に大幅改定 され た。  

山本(2018)は新旧事業 承継ガイド ラインの違 いとして、事業承 継類型の方 法が

異なることと、 類型の方法 が異なるに 至った 理由は 2015 年に「事業引 継ぎガイ

ドライン」が作 成されたた めであると 指摘し ている。旧事業 承継ガイド ラインに

おいては、親族 承継が中心 であった時 代背景 から、親族承内 承継と、従 業員承継

が個別で扱われ ており、従業 員承継のな かに、「従業員等への承 継または外 部から

の雇い入れ」と いう分類が 存在してい る。対 して、新事業承 継ガイドラ インにお

いては、親族承 継と従業員 承継は同様 に社内 での承継として おり、外部 からの雇

い入れと M&A を同様に、社外 への引継ぎ とし てあつかってい る。M&A の普及に

つれ、事業承継 ガイドライ ンが変化し たとい うことを示して いる。  
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以降 2016 年改訂「事業 承継ガイド ライン」 にて述べられて いる事業承 継の考

え方について分 析する。  

 事業承継の類 型として、中小企業庁(2016a,p.15)によると、➀親 族内承継、➁役

員・従業員承継 、③社外へ の引継ぎ（ Ｍ＆Ａ 等）としている 。  

➀親族内承継に ついては、 現経営者 の子をは じめとした親族 に承継させ る方法

である。引継ぎ 対象者が経 営者の子で ある場 合、資産の引継 ぎを相続と 連携させ

て進めることも 可能なこと や、周 囲から後 継者 であると公式化 しやすいこ とから 、

所有と経営の一 体的な承継 を期待する ことが できる。  

➁役員・従業員 承継につい ては、親 族以外の 役員・従業員に 承継する方 法をさ

す。能力を見極 めた人選や 、業務従事 経験が あるものについ ては、経営 方針の一

貫性を保ちやす いというこ とがある。 従来は 、株式等所有の 移転が課題 であった

が事業承継税制 や様々なス キームの登 場によ り、実施のしや すい環境と なった。  

③社外への引継 ぎ（Ｍ＆Ａ 等）につ いては、 株式や事業の譲 渡により承 継を行

う方法をさす。 ➀、➁の方 法による承 継が困 難な場合でも、 広く候補者 を求める

ことができるの と、現経営 者は売却益 を得ら れることもある 。民間仲介 業者も増

え、近年増えた 方法である 。引き継ぎ を成功 させるためには 、本業の強 化や内部

統制体制の構築 などにより 、企業価値 を高め ておく必要があ る。また、 マッチン

グ候補を見つけ るまでに数 年を要する 場合も あり、相応 の準備期間 は求められ る。 

次に、事業承継の 構成要素は、中小企業庁(2016a,p.17)によると、「人（経営 ）」、

「資産」、「知的 資産」の  3 要素に大別され る としている。  

 

図 2-1．事業承継 の構成要素  

 
出所  中小企業庁（2016a,p.17）  
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 人（経営）の 承継とは、 経営権の承 継をさ しており、経営 権とは、代 表取締役

の職位や、個人 事業主であ れば、事業 主とし ての開業などが 該当する。 権利の移

転行為について は、代表取 締役として の登記 や、税務署への 開業届の提 出ならび

に、現経営者の 廃業届の提 出により完 了する 行為であり、行 動そのもの はさして

困難ではない。  

 次に、資産の 承継につい ては、株式 や事業 用資産を引き継 がせる行為 である。

売却や相続、贈 与など、承 継させる相 手によ り取りうる行動 が異なる。 資産の承

継には、いくつ かの留意す べき点があ る。1 点 目は、資産には 債務も含ま れてお

り、プラスだけ ではない、 マイナスの 引継ぎ を行う必要があ る点である 。2 点目

は、相続や贈与 により、資 産を受け取 った側 は、資産増加に かかる相続 税や贈与

税が発生する可 能性がある ということ である 。事業用の資産 のなかには 、事業用

土地など、その ものでのイ ンカムゲイ ンは発 生せず、だが事 業の継続に おいて持

ち続けないとい けないもの がある。イ ンカム ゲインが生じな い資産を譲 渡された

場合、資産から の実入りが ないにもか かわら ず、譲渡もしく は相続税と してキャ

ッシュの拠出が 必要になる こともあり 、後継 者の負担が大き い。  

 最後に知的資 産の承継で ある。知的 資産に ついてが、どれ が価値を有 するかわ

からず、また、 信用やノウ ハウはじめ 、多く のものは無形で あるがゆえ に、明確

な引継ぎの方法 が存在せず 、引継ぎが 困難で あり、引継ぎ期 間が長期化 する原因

となる。このよ うに、事業 承継ですべ き行動 は多岐にわたる ため、計画 を策定し

て、長期的に取 り組むこと が必要にな る。  

 この事業承継 にかかる計 画は事業承 継計画 と呼ばれており 、会社 の 10 年後を

見据え、いつ、 どのように 、何を、誰 に承継 するのかを記載 する（中小 企業庁

(2016,p28)）。  

 独立行政法人 中小企業基 盤整備機構 が提供 する事業承継計 画表の書式 を参考に

示す。当該書式 は、中小企 業庁(2016a)にて提 示されているも ので、人（ 経営）

の承継と、資産 の承継に注 目をするも のであ る。株式の移転 と、後継者 教育、職

位の変更が事業 承継計画表 の主体であ る。  
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 経営者向けの 簡易なガイ ドブックで ある、 中小企業庁(2017a,pp.10-17) にお

ける事業承継計 画書式につ いても、中 小企業 庁(2016a)と同様の書式であ り、計

画書において、 知的資産の 継承を記載 する項 目はない。事業 承継ガイド ライン策

定当時において は、狙いと しての知的 資産継 承は掲げられる ものの、具 体的に承

継計画に組み込 む方法につ いては未確 立であ ったといえる。  

知的資産の承継 を考慮した 動きとして 、中小 企業事業承継円 滑化支援事 業（個

別助言業務）に おける「事 業承継計画 書（骨 子）」が存 在する 。「事業承 継計画書

（骨子）」 は、現状の 棚卸として 沿革、受賞 歴 、自社の強み・ 弱み・機会 ・脅威

について記載す るとともに 、課題の整 理や円 滑な事業承継へ の骨子を策 定する。

記載事項のうち 、「沿 革、受賞歴 、自社の強 み 」については、 知的資産の 基盤と

なる情報であり 、知的資産 の承継を行 うため の情報整理であ ると考えられる。  

事業承継計画書 （骨子）と 書式の一部 を共有 するものとして 、「事 業価値を高

める経営レポー ト」が存在 する。本レ ポート は、知的資産経 営報告書を 1 枚の

用紙で表現でき るように簡 易化したも のであ る。  

 

図 2-2． 事 業 承 継 計 画 書 (骨 子 ) 

 
出 所 ： 中 小 企 業 基 盤 整 備機 構 WEB サ イ ト  

（https://www.smrj.go.jp/tool/supporter/succession1/index.html,2021 年 10 月 5 日 閲 覧 ) 
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図 2-3．事業承継 計画表の記 入例  

 
出 所 ： 中 小 企 業 庁 (2016a)p.94 
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事業 承継 ガイ ド ライ ン策 定 後の 動き とし て 、 中小 企業 庁(2017b,p.1)による と 、

2017 年から、2021 年までは、事 業承継に向 け た集中的な取組 を行う 、「事業 承継

5 か年計画」が定めら れた。事業 承継 5 か年 計画においては 、地域支援 体制の確

立、早期事業承 継へのイン センティブ 付け、 小規模 M&A マーケットの 育成、サ

プライチェーン ・地域にお ける事業統 合支援 、経営人材の活 用などが進 められて

いる。事業承継 は、従来フ ァミリービ ジネス に近い、親族承 継を主体と していた

が、その後従 業員によ る MBO などが進み 、承 継手法の多様化 がみられた(中小 企

業庁 ,2014,p253)。「事業承 継 5 か年計画」で は、新たな手段 として小規 模企業の

M&A 推進を目指してい るのが、特徴といえ る 。M&A は、対象と なる企業の 規模

と手数料収入が 比例関係に ある。M&A 実施に際しては、査定 や契約など、様々な

プロセスを経る 必要がある が、最低限 必要な 業務内容は企業 規模の大小 にかかわ

らず存在してい る。小規模 企業を対象 とした 場合、受け取る 手数料が、 業務負荷

と比較して釣り 合わないこ ともあり、 小規模 企業向けの M&A については、従来

仲介業者があま り存在して いなかった 。民間 事業者が、積極 的に参入し ていない

事業領域ではあ るものの、 小規模企業 こそ、 社内に経営人材 が不足して おり深刻

な後継者難にあ るというこ とで、行政 が当該 領域に、事業引 継ぎ支援セ ンターを

設けることで、 小規模企業 の M&A を推進す ることとした。  

 

図 2-4．企業規模 別、M&A 市場の状況と方向 性  

 
出所：中小企業 庁(2017,p.8) 
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2.2 中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律  

 国のとらえる 事業承継の 骨子として 、2008 年に、中小企 業における 経営の承継

の円滑化に関す る法律（通 称：経営承 継円滑 化法）が施行さ れた 6。施行当初の

経営承継円滑化 法では、➀ 事業承継税 制、➁ 民法の特例、③ 金融支援に より構成

されており、財 産移転に伴 う負担の軽 減を主 目的としている。  

2008 年の施行後、2021 年現在に至 るまで、11 回改正されている 。改正のな か

では、法の対象 である事業 承継が親族 承継の みであったもの を、親族外 承継も対

象にするよう 、変更 されている 。2021 年の改 定においては 、所在 不明株主に 関す

る会社法の特例 として、相 続により、 分散し 、かつての従業 員の親族な どの、会

社経営には関与 せず、交流 もないが、 株式を 保有している者 の保有する 株式に関

する買い取りに 要する期間 を短縮する ことが 可能となった。 その他親族 承継以外

の第三者承継の 増加など現 状に対応す るため の改正がなされ ている。以 降は主要

な施策である、 事業承継税 制について 詳しく 述べる。また、主要施策で ある事業

承継税制におい て、相続税 の猶予割合 を拡大 、対象を個人に も拡充した 。  

 

表 2-1．事業承継 税制の内容 と主な改正 経緯  

 2009 年  2013 年改正  2018 年改正  2019 年改正  

対象事業者  法 人 の み  法 人 、 個 人 事 業 主  

猶予割合  贈 与 税 100% 相 続 税 80% 贈 与 税 100% 相 続 税 100% 

対象株式  総 株 式 数 の  
最 大 2/3 ま で  

総 株 式 数 の
100% 

個 人 事 業 主 は 、 多
様 な 事 業 用 資 産  

雇用確保  承 継 後 5 年 間  
毎 年 8 割 の  
雇 用 を 維 持  

承 継 後 5 年 間  
平 均 8 割 の  
雇 用 を 維 持  

未 達 成 で も  

猶 予 継 続 可 能  

 

出所：経済産業 省(2021,p.17)をもとに著 者改 変  

 

 
6 e-GOV 法 令 検 索  平 成 二 十 年 法 律 第 三 十 三 号  中 小 企 業 に お け る 経 営 の 承 継の 円 滑 化 に 関

す る 法 律  (https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=420AC0000000033 ; 
2021 年 10 月 30 日 参 照 ) 
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事業承継税制に ついて、田 中(2019)は、いくつかの課題を提 示している 。  

まず、経営の承 継と財産権 の承継は 、一定の 場合に対立する としている 。相続

税が過大になる 場合に、事 業用資産が 売却さ れ、後継者の事 業継続から 雇用維持

まで影響が出る 懸念に対し 、事業承継 税制は 相続税猶予によ り、懸念を 解消する

取り組みである 。反面、事 業承継税制 が富者 の財産の保護に 資するもの とみなさ

れ、公平確保の 面での問題 が生じるこ とを指 摘している。  

また、事業承継 税制の手法 として、 納税猶予 が行われること に対して、 納税猶

予と評価減のい ずれが適切 かは一概に はいえ ないとしており 、合理的な 事業継続

要件をなすべき だとしてい る。  

 事業承継税制 は、財産の 分散なき継 承と、 相続における富 の集中防止 という、

相反する目的に 対して、税 の免除では なく、 財産を引き継い だ後継者が 死亡する

まで納税猶予す るという方 策をとるこ とで、 税の公平性を担 保する方法 である。

猶予を継続する ためには、 制定当時は 厳しい 雇用維持が求め られていた ことによ

り、税制の活用 には容易で はなかった が、要 件緩和と適用対 象及び範囲 の拡充に

より、現実に即 して活用の しやすい形 態へと 変遷したと評価 できる。  

 

2.3 国のとらえる事業承継についてのまとめ  

国のとらえる事 業承継につ いて、以降 まとめ をしたい。国の とらえる事 業承継

については、事 業承継にか かる考え方 を示し た「事業承継ガ イドライン 」およ

び、法制度であ る「中小企 業における 経営の 承継の円滑化に 関する法律 」が主要

な資料である。  

「事業承継ガイ ドライン」 は、2006 年に策定 されたものが、2016 年におい て

大幅改定されて いる。資産 だけではな い、経 営や知的資産の 承継につい て、計画

を策定して取り 組むように 方針が変換 した。 ただし、事業承 継ガイドラ イン策定

当時においては 、知的資産 の承継につ いて計 画書として明確 に落とし込 む動きで

はなかった。そ の後知的資 産経営の高 まりを 受け、知的資産 経営報告書 や、その

簡易版ともいえ る「事業価 値を高める 経営レ ポート」の普及 とともに 、「事業 価
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値を高める経営 レポート」 の一部を承 継計画 策定時に作成し て、知的資 産の承継

を計画に掲出す るという取 り組みにつ ながっ たといえる。  

「中小企業にお ける経営の 承継の円滑 化に関 する法律」は、2008 年の経営 承

継円滑化法策定 当時、事業 承継税制と して、 親族承継におけ る株式含む 資産の移

転について、負 担軽減を図 る施策を実 施した 。その後、事業 承継税制は 、親族外

承継や個人事業 主への適応 など制度拡 充を行 い、実用性を高 めてきた。 課題とし

ては、富の集中 にもつなが る制度にお いて、 いかに税負担の 公平性を確 保するか

ということがあ る。  

これらを図にま とめると次 のとおりで ある。  

 

図 2-5．国のとら える事業承 継について 変遷  

人（経営）  資産の承継  知的資産の承継  

   

出所：筆者作成  

  

経 営 承 継  
円 滑 化 法 (2008) 

事 業 承 継 ガ イ ド ラ イ ン改定 当 時 の 事 業 承 継 計 画  

事業価値を高める経
営レポート  

(2012) 

事 業 承 継 ガ イ ド ラ イ ンをふ ま え 、  
事 業 価 値 を 高 め る 経 営 レポ ー トの 一 部 を 含 む 事 業 承 継 計 画  

事 業 承 継 ガ イ ド ラ イ ン 策定 (2006) 

事 業 承 継 ガ イ ド ラ イ ン 改定 (2016) 



 

44 
 

３．事業承継に関する研究  

事業承継の主な 行為者は、 事業を譲り 渡す現 経営者と、事業 を譲り受け る後継

者である。後継 者について 、対象者は 自然人 だけではなく、 法人も含ま れる。法

人における事業 承継と は M&A ということ に なる。本稿にお いては、主 に人対人

の承継における 文献を調査 するものと する。  

3.1 現経営者についての研究  

事業承継におい て、現経営 者の行うべ きこと は多く、後継者 選定から始 まり、

承継に向けた計 画策定と準 備、そして 承継後 の見守りと多岐 にわたる。  

取組の内容が多 いがゆえに 、事業承継 におけ る現経営者の影 響は大きい 。三井

(2002)は、経営層は事 業承継とと もに変わる ものであるとし て、現経営 体制全

体が後継者の経 営活動に対 しての障壁 になり うると指摘して いる。久保 田

（2011b）では、事業承 継の際に 、前経営者 の 影響が強く、改 革に支障が 生じた

事例を示してい る。小野瀬 （2014）において は、前経営者の 影響力を指 摘しな

がら、前経営者 と現経営者 のコミュニ ケーシ ョンがイノベー ションには 有効に作

用すると示して いる。落合(2014a)では、事業 承継における現 経営者の課 題とし

て、創業経営者 は起業家的 側面の強さ から、 自分の影響力を 維持できる 承継候補

者を選びがちで あり、権限 移譲には課 題があ るとしている。  

では、現経営者 は後継者に 会社を継が せたい と思っていない のであろう か。安

田(2020)は、創業経営 者と、事業 承継を受け た経営者、給与 所得者に対 して、

幸福度及び 、「子供に 自分と同じ 仕事に就か せ たいか否か」に ついて、ア ンケー

ト調査を実施し た。経営者 は総じて自 らの現 状について幸福 感を感じて いるもの

の、事業を継が せたいとい う意識につ いては 、事業承継を受 けた経営者は相応に

高いが、創業経 営者につい ては承継さ せたい という意向はそ う当て嵌ま らないと

いうことを明ら かにした。 自ら会社を 継いだ 経験のある経営 者は自らの 体験を背

景に、会社を継 がせたいと 考えるが、 創業者 においては、給 与所得者が 子供に同

じ職業へ従事さ せたいと思 う程度の承 継意向 しかないという 結果であっ た。  
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以上のことから 、現経営者 は事業承継 におい て様々な役割を 担う重要な 存在で

あると同時に、 事業承継と 企業継続の 障壁に もなりうる存在 であり、事 業承継時

の立ち振る舞い が重要であ る。また、 自らが 事業承継を経験 していない 創業経営

者と事業承継を 受けた経営 者には、事 業承継 の考え方に差異 があるので はないか

ということが分 かった。  

 

3.2 後継者についての研究  

後継者について は、素養と 能力形成に ついて の研究がなされ ている。  

まず素養につい て、Lentz= Laband（1990）は、第二世代の 経営者は、 第一世

代の経営者が働 く姿に接触 する機会が あり、 その他定型的な 経営者教育 以外の教

育効果としてえ ることが可 能であり、 第二世 代の経営者の知 識となる結 果、第一

世代よりも事業 を拡大させ る可能性が 高いと している。この 、教育効果 を含め、

managerial human capital（人的経営資本 ）の 早期形成が、physical capital（物

的資本）より、 有用である としている 。González（2006）は、Lentz= Laband

（1990）と異なり、親 族承継を行 った企業は 、非親族企業と 比較してパ フォー

マンスが低いの ではないか と示してい る。安 田(2005)では、親族承 継におい

て、高等教育を 受けたか否 か、他社経 験(いわ ゆる武者修行)、とい った要素は パ

フォーマンスに 影響せず、 事業承継の 準備期 間はパフォーマ ンスに影響 するとし

ており、素養や 事前の状況 よりも、事 業承継 にどれだけ期間 をとれるか どうかの

ほうが重要であ ると分析し ている。  

次に能力形成に ついて、三 井(2002)では、後継者の実施する 社内での創 業に

類推する行為を 「第二創業 」としてい るが、 第二創業におい ては、外部 にある能

力養成機械や学 習環境を活 用すること を指摘 している。また 、久保田(2011a)で

は、社外経験と 社内でのプ ロジェクト 遂行が 後継者の能力形 成に有効で あるとし

ている。これら からは、事 業承継の成 否やそ の後の企業の成 長を分ける 要因とし

ては、後継者の 素養よりも 、事業承継 期間を 十分にとり、期 間中にプロ ジェクト

経験などを通し て能力形成 をはかるこ とが有 効であるとわか った。  
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４．まとめ  

中小企業におけ る事業承継 について は、従来 は家業を前提と した親族承 継を主

としており、親 族承継にお ける資産移 転とい った側面での事 業承継支援 がなされ

てきた。その後 、親族での 後継者が不 足する 中で、社内での 昇格や M&A の推進

といった方法が 注目される ようになり 、親族 外承継における 資産移転で の税制優

遇や、本来私企 業の取り組 みであっ た M&A の推進に対して 、国が支援 をするス

キームの導入な ど、新しい 手法が導入 される ようになった。 一方親族承 継におい

ても、ただ単に 承継を行う だけではな く、承 継を行った後に 企業を持続 的成長に

導くために、後 継者の素養 や育成につ いての 調査がなされる ようになっ た。  

親族承継におい ては、後継 者に高学 歴を積ま せることや、経 営者として の学び

の場に出ること 、他社での 就業を経験 するこ となど、様々な 能力形成が なされて

おり、そのパフ ォーマンス についても 評価が 行われている。 他社での就 業経験に

ついては、その有無で 有効な差異 がみられな い、安田(2005)という調査が ある反

面、小野瀬(2014)においては 、他社で の勤続 年数は事業多角 化度の変化 率に有用

な影響があると 評価してお り、明快な 結論は 導き出されてい ない。従来 の事業承

継研究は親族承 継が主体で あり、承継 の類型 として、第三者 承継や M&A が存在

していたが、事 業承継の手 法としての 第三者 承継や M&A についても、 今後は研

究が進むとみら れる。  

事業承継にて引 き継ぐ内容 について も、資産 の承継に加え、 経営の承継 につい

て行うべきとさ れていたも のが、国の 承継支 援施策の変化か らも、新た に、知的

資産の承継を行 うことを推 奨されるよ うにな った。ただし知 的資産の承 継につい

ては、手法の作 成途上であ る。知的資 産経営 の研究と普及に つれ、成果 が事業承

継プロセスのな かにも取り 込まれるこ とで、 知的資産の承継 についての 手法開発

と普及が進むと 考えられる 。  

  



 

47 
 

事業承継研究は 現在大きく 展開途上 であり、 研究成果を活用 した政策立 案につ

いても、年々変 遷している ことが分か った。 また、承継のな かで引き継 ぐ対象に

ついては、従来 よりも増え ており、財 産の承 継だけではない 、多くの視 点が求め

られることにな る。なお、 事業の引継 ぎ先で ある後継者につ いては、親 族外への

承継も増えてい るものの、 まだ親族内 の承継 割合が高い状況 である。本 研究にお

いては、親族承 継を対象と している。 親族承 継においては、親族の関係 性を理解

した事業遂行、 すなわち、 家の関係性 やファ ミリービジネス についての 理解を進

める必要がある 。次の章に ついては、 親族承 継を理解するた めに必要な 家の関係

性やファミリー ビジネスに ついて、文 献レビ ューを行うもの とする。  
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第 3 章  親族承継を理解するための、  

ファミリービジネスとイエの研究  

 

１．はじめに  

第 2 章においては 、中小 企業の事 業承継につ いて、先行 研究ならび に、政 策の

変遷から理解を 進めた。そ のなかで、 本研究 の対象である、 親族承継に ついて、

さらに理解を進 めるために は、親族に よる事 業の受け渡しが 連続して行 われてい

る状態、つまり ファミリー ビジネスや 、日本 の家父長制の根 幹であるイ エの研究

について、知る 必要がある 。以降につ いては 、ファミリービ ジネスや、 日本の家

父長制の根幹で あるイエの 研究につい て、こ れらに注目をし た背景から 解説し、

考察を行う。  

中小企業庁(2021)によると、事 業承継の形 態で 最も多いのは同 族承継であ る(構

成比 34.2%)。2018 年の 42.7%から減少してい るものの、いま だ高い水準 にある。  

 

図 3-1．近年事業 承継をした 経営者の就 任経緯  

 
出所：中小企業 庁(2021,pp.Ⅱ-317) 
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同族承 継(以降は 親族 承継と 呼称す る)を考 え るには 、血族 を中心 とし て企業 経

営を行うファミ リービジネ スについて 理解す る必要がある。 ファミリー ビジネス

は、日本のみな らず、世界 各国におい て、企 業の統治形態と して存在し ている。

研究についても 、海外を中 心に、古く からな されているが、 ファミリー ビジネス

の優位性につい ては論じら れながらも 、ファ ミリービジネス の定義およ び、ファ

ミリーの範囲は 定まってい ない。また 、既存 のファミリービ ジネス研究 において

は、同族による 所有または 支配を行う 、株式 市場上場企業に 類する、規 模の大き

い企業を対象と していると みられる。 企業規 模の大小にて、ファミリー ビジネス

特性の差異は存 在しないと 仮定すれば 、ファ ミリービジネス において論 じられて

いる経営者の特 性は、創業 者血族経営 の小規 模企業経営者の 特性と同様 のものと

して認識できる のではない であろうか 。  

 日本企業にお けるファミ リービジネ スにつ いて、加護 野(2008)では、日本のフ

ァミリービジネ スについて 、諸外国よ り開放 的な「イエ」と いうオープ ンな制度

に 注 目 し 、「 西 洋 のフ ァ ミ リ ー よ り 大 き な 広が り あ る い は抽 象 性 を 持 っ て い る と

考えたほうが良 いかもしれ ない」とし ている 。所有と経営の 背景にある 家とイエ

の概念を理解し 、ファミリ ービジネス との違 いを理解するこ とで、日本 における

事業承継を理解 できるので はないか。  

 これらを、国 内外の文献 レビューを もとに あきらかにして いく。  

 次のような手 順で議論を していく 。第 1 に 、先行研究 から、ファミリー ビジネ

スの形態につい て、オ ーバービュ ーを示して いく。第 2 に、ファ ミリービジ ネス

の優位性につい て、非 ファミリー ビジネスと の比較で示す 。第 3 に 、日本的 経営

におけるイエに ついて、議論を行う 。第 4 に 中小企業におけ るファミリ ービジネ

スの概念との適 合について 、論じる。 さらに ファミリービジ ネスの視座 からの、

同族経営小規模 企業像につ いてしめす 。  

さいごに、事業 承継・イエ の論理・フ ァミリ ービジネスとい った先行研 究から導

き出される、親 族承継にお ける課題を 考察す ることで結びと する。  
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２．ファミリービジネスの形態  

 まず、ファミ リービジネ スの形態に ついて 、先行研究を整 理する。  

 フ ァミ リー ビ ジネ スの 形 態を 示し てい る 一 つと して 、Tagiuri & Davis (1982)

は、スリー・サ ークル・モ デルを示し た。同 モデルにおいて は、ファミ リービジ

ネスの構成要素 として、Ownership、Family、Business の 3 要素とその 組み合わ

せについて指し 示している 。  

 

図 3-2．ファミリ ービジネス のスリー・ サーク ル・モデル  

 

 出所：Tagiuri & Davis (1992) 

 

各当事者につい ては、それ ぞれに求め る目的 が異なるが、オ ーナー経営 者はその

すべてに所属し 、それぞれ の要望に対 応する ことを求められ ているとし ている。

さらに Tagiuri & Davis (1992)では、ファミ リ ービジネスの目 標について 、Harvard 

Business School の行った、 the Smaller Company Management Program (SCMP)

の参加者 100 人以上に対して、アンケート を 行い、「利 益」、「顧客 のための高 品質

な製品やサービ ス」、「従業 員のための 良い職 場環境」を求め ていること を明確に

した。  

Saito(2008)は、1990 年に日本の上場企 業 1818 社のデータをもと に、創業 家の企

Ownership 

Family Business 
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業への関与を分 析している 。分析結果 として 、創業家が筆頭 株主を占め る割合は

25％、経営者 である割合 は 36％であるとして いる。その なかで 、創業者 またはそ

の子息が社長ま たは会長を 務めている 企業を 同族経営と定義 している。  

入山・山野井(2014)では、Saito(2008)の行っ た 1990 年の調査を発展させ 、2011

年における日本 の上場企 業 392 社に対して 、調査分析を行っ た。対象 企業中、創

業家の株式保有 が 5％を超える企業 100 社を母集団とした結 果として、 創業家の

出資比率が 5%～20%の、「 低レベル同 族所有 企業」が 100 社中 63 社を占めると

しており、過去調 査と同様の 高い数値を 示し ているとした。あ わせて、「低レベル

同族所有企業」63 社におい て、実に 41 社が創 業家から社長が 送り込まれ ており、

日本企業の同族 所有への関 与は低いが 、同族 経営への関与は 高い状況を 示してい

る。  

ファミリービジ ネスとは、スリ ー・サークル ・モデルの 3 要素につ いて、すべ

てを満たしてい るが、すべ てが高次に 維持で きているわけで はなく、年 月の経る

につれ、Ownersip は弱まるものの 、Business の部分につい ては、Ownership の

高低によらず掌 握できてい るというこ とであ る。  

 

３．ファミリービジネスの優位性について  

 奥 村(2015)は 、 ファ ミ リ ー ビ ジネ ス 研 究 に つ い て、 資 源 ベ ー ス理 論 (resource-

based view)と、エージェ ンシー理論(agency theory)、社会情緒的 資産理論(socio-

emotional wealth)に分別をして整理し た。資 源ベース理論に 基づくファ ミリービ

ジネスの優位性 としては 、「ファ ミリー名 」、 家訓、地域との 関係資産、 ファミリ

ー間での人的ネ ットワーク などの社会 的資産 であるとしてい る。エージ ェンシー

理論に基づく優 位性として は、ファミ リー企 業と非ファミリ ー企業を比 較した際

に、ファミ リー企業に おいては 、経営者 の在任 期間が長いこと に注目をし ている。

在任期間が長く なるという ことは、当 該企業 に対する特有の 知識を獲得 すること

につながり、フ ァミリー企 業経営者は プロ経 営者と比較して もすぐれた 経営者で

はないかと指摘 をしている 。また、短 期での 利益獲得を目指 す非ファミ リー企業
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のプロ経営者と 比較をする と、ファミ リー企 業の経営者は利 益の獲得よ りも、家

の存続を優先す るため、長 期的視点で の経営 を行うとしてい る。社会情 緒的資産

理論として、フ ァミリービ ジネスにお いては 、社会的認知や 家族融和、 情緒的動

機による意思決 定などの「 非財務的効 用」を 経済的合理性よ りも優先し ていると

している。そのな かで、「 企業への強 い感情的 な結び付き 」、「事 業によるフ ァミリ

ーの永続」、「フ ァミリー内 での利他主 義」に ついてふれ、非 ファミリー 企業とは

対極をなす特徴 であると述 べている。奥村(2015)から、家が保有 している、継続

性と継続性を志 向する価値 観が、企業経営 にお いて優位に作用 していると いえる 。 

 茶 木  (2008)は、 ファ ミリ ー企 業の 収益 性に つい て、1995～2004 年にお いて 、

東証一部上場企 業のうち 、ファミ リー企業に 該当するであろ う 274 社、そのうち

創業者がトップ を務める創 業者企 業 97 社を対象に、一般企業と の ROA を比較し

た。結果として 、建設や鉄 鋼といった 社歴の 長い業種ではフ ァミリーと 非ファミ

リーで際は認め られないが 、金属・輸 送用機 器・化学・電気 ・機械とい った業種

においては、ファ ミリー企業 が優位を示 し、「 ファミリー企業 の収益性は 一般企業

の収益性より高 い」として いる。また 、市場 価値分析として 、株式の市 場評価が

高まったかどう かを、「simple q＝（期末時価 総額＋期末有利 子負債簿価 ）÷期末

総資産簿価 」を用 いて分析 し、建 設業を除 き 全業種(食料品 、化学 、意訳、 鉄鋼 、

金属製品、機械、電気、輸送用、卸売、小 売)でファミリー企 業が優位に あるとし

ている。ただし 、結果のみ をもってフ ァミリ ー企業は経済的 合理性をも 有してい

るとは結論付け ておらず、 ファミリー 企業の うち、経済的合 理性のある 企業のみ

が生き残った結 果なのでは ないかと指 摘して いる。茶木  (2008)からは、数値尺度

上においてもフ ァミリー企 業の優位性 が示さ れていることが わかる。  
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４．日本的経営におけるイエについて  

「家」と「イエ 」を表記と して異な るものと している理由と して、家と いう用

語には様々な解 釈が存在し 、場所や時 代によ り解釈が変遷し ており、定 義が定ま

らないことがあ る。一般に 想起しうる 家と異 なる、概念とし て「イエ」 という表

記を用いること で、定義の定ま らない家と の 使い分けをして いる 。なお 、2020 年

の日本において 想像しやす い「家」と は、生 活を共同する家 族の構成単 位や、そ

の居住する家屋 をさすもの とみられる 。  

平成以降の家の 概念につい て、大き く変化は していないと推 測するが、 生活共

同体の構成人数 については 、年を経る ごとに 減少しており、 いわゆる核 家族化や

少子化の影響で 家の構成人 数は減少し ている 。過去に振り返 り、例えば 昭和時代

の山間部農家で あれば、母 屋のなかに 、親子 複数世帯が同居 していた。 商家であ

れば、旦那、大 旦那、若旦 那といった 、経営 者の血縁で構成 される複数 世帯と、

使用人が文字通 り同じ屋根 で同居し、 同じ釜 の飯を食べると いった生活 が存在し

ていた。親族と 親族ではな いものが、 同じ家 屋や生活単位を 形成してい ることを

拡大的な「家」と 解釈して おり、この場 合の「 家」が、「イ エ」と表記 される。生

活共同体である ということ は、生活水 準の浮 沈も「イエ」全 体で連動す ることに

なり、一体となっ たもので構 成される 。「イエ 」の運営権は直系 家族の間か ら家長

が継承をする 。「イ エ」の 特長である が、阿部(2014)によると、家 長の継承順 位は、

血縁関係を最優 先とするの ではなく、 家長候 補者の能力有無 が最優先で あり、実

子に能力がない 場合は養子 をとること も容易 に行われ、「 イエ」は「疑似 家族シス

テム」であると している。  

対して、ファミ リービジネ スにおけ るファミ リーの定義につ いて、定説 は存在

しておらず 、「創 業者とその 子息や親族 」と いっ たように、解釈はあい まいである 。

入山、山野井(2014)では、同族を定義 する際 に、「創業者・あるいはそ の一族」と

して詳細にはふ れていない 。  
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ただし、「 同族経営 」「同族 所有」とい う概念 に分類をして考 察する中で、同族と

それ以外を明確 に区別して おり、同側 に属さ ない従業員につ いては、生 活共同体

に内包されない とみなされ る。  

三戸(1991,pp.161)では、 家の 定義 を、「血 縁 的な家 族を 中心 的な 構成員 とし な

がらも、非血縁 をも含む家 族の生活集 団であ る」として、現 代にある血 族で構成

される、世帯単位 は、家の中の一 部に過ぎな いとしている。以 降、三戸(1991)の

解釈においては 、家とは、 血族を中心 とした 生活集団をさす ものとして 扱う。本

論文においては 、家と企業 という、一 見異な る存在について 、酷似する 部分が多

いとして、敗戦 前に存在を していた家  と、 日 本企業との比較 を行ってい る。  

敗戦前に存在を していた 家 7と、日本企 業との 差異性として、 家について は、

家長のもとに各 構成員は全 人格的に所 属して いるのに対し、企業につい ては、成

員は契約によっ て存在して いる労働者 であり 全面的服従はし ていないと している 。

また家は消費を 前提として いるので余 剰価値 を生産せず、対 して企業は 余剰価値

生産を行うとし ている。そ の他、家父 長制と 官僚制、ゲマイ ンシャフト とゲゼル

シャフトといっ た点が、家 と企業の違 いであ ると述べている 。  

 対して敗戦前 に存在をし ていた家と 、日本 企業との共通性 としては、 双方とも

に経営体の目的 が、維持繁 栄であると してい る。営利は維持 繁栄の手段 であり、

維持繁栄こそが 優先さるべ きとしてお り、結 果として、企業 と家族が類 似してい

き、企業の構成 員である従 業員が、一 生をそ の会社で過ごそ うというよ うな存在

になる。次の共 通点として は、親子の 服従関 係があるとして いる。次に 、家族関

係が企業内にお いても存在 していると 指摘し ている。本来契 約で結ばれ ている企

業と従業員が、 契約範囲を 得た従属関 係を発 揮している点が 、日本の企 業におけ

る特徴であると している。  

 あわせて本来 企業と従業 員において 存在し ない、実在的・ 自然的な意 思である

本質意思にもと づく有機的 結合体であ るゲマ インシャフトが、本来存在 していな

 
7 三 戸は 、 現 在 の 家 は 、敗 戦 に 伴 う 占 領 軍 の 諸 施 策 に よ り さ ま ざ ま な 法 律 が 制定 さ れ た 結
果 、 解 体 さ れ て い る と して い る 。  
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いはずの企業内 において、 家よりも強 固なも のとして存在し ているとし ており、

家よりもより、家ら しい存在が 日本企業で ある としている。そのほ か、滅私奉公、

嫡系を頂点とす る階統 制 8 、能力主義、家督 相続、家風、本家 と分家・別 家、で

あるとしている 。このよう に、家の論 理にお けるイエとは、 日本企業の 特徴とし

て、血族によっ て企業が構 成されてい なくと も、戦前に存在 していた家 の特徴と

多くを類似する イエを構成 していると いうこ とを示している 。  

ファミリービジ ネスを考察 する際に は、血族 であるファミリ ーをその対 象とし

ていることが多 く、日本の イエ、戦前 の家族 とはその範囲が 異なるとい う点を認

識する必要があ る。  

 

５．中小企業におけるファミリービジネスの概念との適合  

 平成 28 年経済センサス活動 調査集計 9 によると、全国 の企業数は 358.9 万者、

うち、中小 企業・小規模事業者 は 357.8 万者、うち、小規模事業 者数は 304 万者

とある。個人事 業者数は 197.8 万者であるた め、雇用者を有 し、組織を 形成する

中小企業は 160.0 万者になる。個人事 業者に ついては、共同 体の構成員 が存在し

ないため、組織 を形成しう る中小企 業 160.0 万者が本研究の 対象となる 。  

 では、中小企 業のうち、 ファミリー ビジネ スとして継続を している割 合はどの

程 度 で あ ろう か 、 中 小 企 業 庁(2021)に よ る と 、 中 小 企 業に お い て 、 創 業 者 及 び 、

先代 経営 者か ら承 継を した 割合 は、70.9%で ある 。入 山、 山野 井(2014)でいう と

ころの「同族経 営」と近い 分類であり 、中小 企業における「 同族経営」 の割合は

70%程度であるといえる 。  

 

  

 
8 た だし 、 企 業 に お け る 嫡 系 と は、 学 歴 お よ び 新 規 学 卒 採 用 の こ と を さ し て いる 。  
9 「中 小 企 業庁 WEB サ イ ト 」  

(https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/chousa/chu_kigyocnt/2018/181130chuk
igyocnt.html; 2021 年 6 月 23 日 閲 覧 ) 
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図 3-3．現経営者 の就任経緯  

  

出所：中小企業 庁(2021,p.471) 

 

中小企業の事業 承継におい ては、現親 族経営 者とそのファミ リーである 次世代経

営者の年齢差が あり、現親 族経営者が 経営者 として引退をす る際に、次 世代経営

者がまだ十分な 経営者能力 を形成して いない ため、中継ぎの 役割として 、内部昇

格や外部招聘で 経営者を依 頼する場合 がある 。当該ケースに おいては、一時的に

「同族経営」か ら切り離さ れるものの 、将来 的には再び同族 経営になる という状

況もあるため、 実際の同族 経営は 70%より多 いのではないか と推測され る。  

 「同族所有」につ いては、どう であろうか 。入山、山野井(2014)における「同

族所有」とは、 創業家の出 資比率の高 低によ る評価である。 同様の基準 にて中小

企業の同族所有 を調査しよ うとした場 合、中 小企業の株式に ついては公 表されて

いる情報が少な く、上場企 業と同様に 把握す ることは困難で ある。中小 企業にお

ける、同族保有 を示すには 、法人税法 で定め られている留保 金課税の適 用対象判

別基準に用いら れる、同族 会社および 特定同 族会社という定 義がある。 法人税法

の同族会社とは 、株主等の ３人以下と これら の株主等と特殊 の関係にあ る個人及

び 法 人が そ の 会 社 の株 式 の 総 数 又は 出 資 金 額 の 合 計額 の 50％超 を 保 有 し てい る
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会社をさす。このうち 、株主 1 人の 考え方と して、次に掲 出する 1 か ら 5 までに

該当するものを すべて合算 し 1 株主グ ループ の持ち株として 扱う。  

 

①  株 主 等 の 親 族 （ 配 偶 者 及 び 六 親 等 以 内 の 血 族 と三 親 等 以 内 の 姻 族 ）  

②  株 主 等 と 婚 姻 の 届 出 を し て い な い が 事 実 上 婚 姻関 係 と 同 様 の 事 情 に あ る 者  

③  株 主 等 （ 個 人 で あ る 株 主 等 に 限 る 。 次 号 に お いて 同 じ。） の 使 用 人 10  

④  前 三 号 に 掲 げ る 者 以 外 の 者 で 株 主 等 か ら 受 け る金 銭 そ の 他 の 資 産 に よ つ て  

生 計 を 維 持 し て い る も の  

⑤  前 三 号 に 掲 げ る 者 と 生 計 を 一 に す る こ れ ら の 者の 親 族  

 

同族会社におい ては、3 株主グルー プの合計 が 50%を超えた際に、同族 会社と

して判定される 。  

特定同族会社と は、同族会 社のうち、1 株 主グ ループにおける 持ち株割合 が 50%

を超えている会 社をさす。 株主グルー プの理 解は同族会社と 同様である 。国税庁

(2021,pp.168)によると、単体法 人数 274.4 万社のうち、同族 会社は 264.3 万社(構

成比 96.3%)、特定同族会社は 0.4 万社(構成 比 0.1%)、非同族会社 は 9.7 万社(構

成比 3.5%)となっている。  

資本金階級別で みた場合、 資本金 5,000 万円超区分では、同 族会社の構 成比が

92.3%であるのに対し 、1 億円超区分 では、同 族会社の構成比 が 56.9%になる。以

降資本金階級が 上昇するに 従い、非同 族会社 の割合が高くな る。資本金 要件にお

ける中小企業の 定義は業種 により異な り、製 造業のみ資本 金 3 億円以上 かつ従業

員数 300 人以上と資本 金が 1 億円を超えて も中小企業とみ なされるこ とがある

が、資本金 1 億 円未満の企 業のうち多 くは中 小企業であると 想定される 。中小企

業が多い階級に おいては 、おおよ そ 90%程度 は同族会社また は、特 定同族会社 で

あるといえる。  

 

 
10 株 主等 の 使 用 人 と は 、株 主 等 個 人 の 使 用 人 で あ り 、会 社 自 体 の 使 用 人 は 含 まれ な い 。  
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表 3-1 ．単体法 人における  法人数の 内訳  

 

 
出所：国税庁(2021) 

 

以上のことから、中小企業に おいては、70%が「同族経営」であり、90%超が「同

族所有」で あると推測 される 。ただし 、法人 税法上の同族所 有の 1 株主 グループ

においては、主 たる株主と その家族お よび家 族と生計をとも にする親族、主たる

株主の直接の使 用人など、フ ァミリーよ りも 、「イエ」の概念に近 い定義がな され

ている点に注目 をし、日本 における同 族会社 の定義は直系血 族のみによ るもので

はなく、「 イエ」にも とづくもの であると解 釈 される。  
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６．ファミリービジネスの視座からの、同族経営小規模企業像  

中小企業におけ る親族承継 の背景にあ る、親族 による事業継続 を理解する ため、

ファミリービジ ネスとイエ およびイエ を企業 に対応させた家 の論理に基 づく日本

企業について考 察を行った 。  

構成員を表にま とめると次 のように なる。フ ァミリービジネ スにおいて は、生

活共同体構成員 である血族 と、契約に より雇 用され働いてい る従業員で 構成され

ている。従業員 については ファミリー ビジネ スと非ファミリ ービジネス の差異は

ないが、生活共 同体構成員 たる創業者 血族が 長期にわたり経 営に関与し、長期の

関係構築を持つ ことにより 、非ファミ リービ ジネスと比較し て、有意に 作用して

いるというのが ファミリー ビジネスの 基本的 な考え方である 。  

対して、家の論 理に基づく 日本企業 の特徴と しては、血族で はないもの の、生

活共同体構成員 の意識を持 つ従業員の みで構 成されており、企業全体が 家のよう

に機能をしてい るというこ とである。 血縁有 無に関わらず、構成員全体 がイエ＝

企業の長期的存 続という共 通価値観を 持ち、 長期的視点で行 動をするこ とで、競

争優位を構築す るという考 え方である 。本来 のイエと異なる 点として、血縁を核

として構成する 組織とは限 らないため 、規模 の拡大について も柔軟に対 応ができ

るという特徴が ある。  

 

表 3-2．ファミリ ービジネス 、イエ、家 の論理 に基づく日本企 業の概念  
 生 活 共 同 体  

構 成 員 (1) 
生 活 共 同 体  
構 成 員 (2) 

生 活 共 同 体  
構 成 員 (3) 

生 活 共 同 体  
非 構 成 員  

フ ァ ミ リ ー  
ビ ジ ネ ス  

· 創 業 者 血 族  －  －  従 業 員  

イ エ  · 家 長 嫡 系 血
族  

· 傍 系 血 族  · 非 血 族 家 業
構 成 員  

· 同 居 奉 公 人  

－  

家 の 論 理 に 基 づ
く 日 本 企 業  

· 新 卒 入 社 者
か つ  学 閥
校 卒  

· 新 卒 入 社 者
か つ  学 閥
校 卒 以 外  

· 中 途 入 社 者
従 業 員  

－  

出所：筆者作成  
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 ファミリービ ジネスは定 義が定まっ てはい ないものの、フ ァミリー＝ 家族とい

う単語から想起 しうる血族 を経営の主 体とし て、契約により 就労する従 業員との

集合で構成され ている。対 して、イエ および イエを企業に対 応させた家 の論理に

基づく日本企業 については 、ファミリ ーの概 念について、血 族のほかに 、ファミ

リーを拡大的に 取り扱った 傍系血族や 同居奉 公人およびそれ らに類する ものも含

めて、疑似的フ ァミリーに よる企業経 営が行 われている。日 本企業にお いてはフ

ァミリーの概念 が広いこと により、働 く人の 帰属意識、いい かえると自 己と会社

を融合したもの として考え るオーナー シップ が成立しやすい 環境にある といえる 。 

 反面、終身雇 用制崩壊な ど、就労環 境の変 化に起因する、 働く人々の 価値観変

化・多様化によ り、従来日 本企業には なかっ たであろう、生 活共同体構 成員では

なく、契約によ り会社に帰 属をしてい る従業 員が増えている のではない かと想定

される。生活共 同体構成員 と、非構成 員が混 在する組織の場 合、従来は 機能をし

ていた、家の理 論による企 業統治が機 能せず 、過去形成した 組織形態や 指示形態

が機能不全に陥 る恐れもあ る。中小企 業にと っては、就労者 の環境変化 に適合す

る新たな統治形 態が求めら れる。  

 戦後の経済成 長と企業の 規模拡大に 伴い、 家の理論に基づ く企業は減 少してい

るかもしれない 。ただし、 企業の規模 別にみ て、小規模企業 については 、企業の

構成員数の少な さから、い まだに生活 共同体 構成員のみで構 成されてい る会社が

存在している可 能性がある 。  

 組織の規模か ら、経営者 による直接 統制が しやすく、血族 及び生活共 同体に属

する使用人で構 成された、 家の理論に 基づく 小規模企業は、 今の時代に おいてな

お、日本的経営 の優位性を 発揮し、競 争優位 へと転換するこ とができる 。  
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7．まとめ  

 本章において は、ファミ リービジネ スや、 日本の家父長制 の根幹であ るイエの

研究について、 これらに注 目をした背 景から 解説し、考察を 行ってきた。第 1

章にてのべたよ うに、日本 における中 小企業 は、戦前戦後に 創業された 際の、大

企業と中小企業 の間で、生 産性や労働 装備率 従業員の給与な ど明確な差 異が存在

する二重構造の 状況から、 異質多元性 を有し 、優良な企業も 含む多様な 存在へと

変遷した。企業 の成熟に従 い、事業継 続に疑 義の生じる状況 も存在して いる。そ

の一つが、 第 2 章の事業承 継に関する 研究で のべた、企業経 営者の高齢 化であ

る。成長する市 場環境に合 わせて、成 長型の ビジネスモデル を構築して きた中小

企業にとって、 低成長下で の事業継続 の実現 には、ビジネス モデルの転 換という

課題が求められ る。対して 、ビジネス モデル 構築、企業経営 の担い手で ある組織

の状況について の問題もあ る。  

ビジネスモデル 構築の問題 について、 野中・ 徳岡(2012,pp.60-61)では、既存

のビジネスモデ ルは創業当 初の思いに おいて 、顧客提供価値命題を定め たもので

あり、ビジネス が成熟し環 境が変化す るなか で、価値命題の 陳腐化や矮 小化が発

生するとしてお り、ビジネ スの成熟期 におけ る、事業創生に おける価値 命題の刷

新の必要性を指 摘している 。  

つぎに価値命題 の刷新の担 い手である 組織の 状況についての べる。三井

(2002)では、経営者は 自ら構成し た組織によ って企業運営を するのが最 適解と

している。しか し成熟した 中小企業に おいて は、組織の構成 員も経営者 同様に高

齢化しており、 野中・徳岡(2012,pp.60-61)の指摘する価値命 題の刷新を 従来な

がらの経営・組 織体制にて 遂行しうる のかと いう疑問が存在 する。  

 事業承継期に おける中小 企業は、ビ ジネス モデルと組織に おいて成熟 したがゆ

えの問題を有し ており、事 業承継と同 時期に 価値命題の陳腐 化や矮小化 、組織の

高齢化について の解消が必 要になる。 事業承 継期においては 、単なる所 有と経営

の移転だけでは なく、既存 事業の最適 化をは かりながら、新 規事業の創 出と成長

をはかっていく 必要がある といえる。  



 

62 
 

既存事業の最適 化をはかり ながら、新 規事業 の創出と成長を はかってい く取り

組みは、O'Reilly & Tushman (2016)の述べる ambidexterity（両利きの経営 ）に

相当する。ambidexterity（両利きの経営 ）は 、確立されたビ ジネスモデ ルと、

ビジネスモデル の遂行に最 適な組織を 有する 企業が、イノベ ーションの ジレンマ

に対応するため の組織およ びリーダー につい ての理論である 。両利きの 経営実現

に際しては、深 化と探索の 両組織が分 離され た環境下で共通 のアイデン ティティ

のもと、個別の 目標に向か う必要があ るため 、マネジメント 、組織、拠 点、あら

ゆる面で、多く の経営資源 を必要とす る。  

 大企業と比較 して経営資 源に乏しい 中小企 業が、事業承継 を行いなが ら、価値

命題の刷新を実 現させるた めには、ど のよう な課題があるの であろうか 。以降

に、3 点の疑問を示 す。  

 1 点目は、中小企 業経営者が 、両利きの 経営 を行うに必要な ケイパビリ ティを

形成するために 必要な要素 はなにか、 という ことである。既 存事業をな りたたせ

ながら、新規事 業を成立さ せるには、 ビジョ ンを示し、矛盾 する 2 つの 目的を

持った組織をマ ネジメント するという 高度な 経営者能力が必 要になる。 事業承継

期において、経 営者として は発展途上 であろ う後継者が、両 利きの経営 に求めら

れる経営者能力 を形成する ためには、 どのよ うな環境や要素 が求められ るのであ

ろうか。  

 2 点目は、後継者 のマネジメ ント及びア ント レプレナー経験 が、経営者 能力形

成においてどの ように貢献 するのかの 要素検 討である。後継 者のマネジ メント及

びアントレプレ ナー経験過 程を物語と して分 析することで経 営者能力形 成につい

ての分析を行う 。  

 3 点目は、中小企 業における ビジネスモ デル の革新と事業承 継、経営者 の成長

はどのように関 係している のかという ことで ある。それぞれ について、 ビジネス

モデルの革新を 行うなかで 、事業承継 を行い 、並行して経営 者能力が形 成されて

いるが、これら には、経路 依存が存在 し、経 路依存に従うこ とで、事業 成果がよ

り創出されやす くなるので はないかと いうこ とである。  
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3 点の疑問をリサー チクエスチ ョンとして 整理 すると次のよう になる。  

 

表 3-3．リサーチ クエスチョ ン一覧  

# リサーチクエス チョン  対応する章  

１  中小企業経営者 が、両利き の経営を行 うに必 要なケイパビ

リティを形成す るために必 要な要素は なにか  

5 章  

２  後継者のマネジ メント及び アントレプ レナー 経験が、経営

者能力形成にお いてどのよ うに貢献す るのか  

6 章  

３  中小企業におけ るビジネス モデルの革 新と事 業承継、経営

者の成長の経路 依存は存在 するのか  

8 章  

出所：筆者作成  

 

以降の章におい ては、リサ ーチクエス チョン をもとに、事業 承継期の中 小企業

において行われ てきた行動 について、 課題探 索型のケース分 析を行い、 インプリ

ケーションをし めすものと する。  

課題探索型ケー ス分析の方 向性として 、第 5 章においては、 現経営者が 事業

承継を受けて後 継経営者と して、どの ように 第二創業に取り 組み、なお かつ組織

を形成していっ たかのケー スについて 分析す る。第 6 章におい ては、後 継者に

よる海外事業展 開のケース について分 析する 。第 8 章において は、第 5 章 と第 6

章のケースで触 れた現経営 者と後継者 という 両経営者の成長 に注目して ケース分

析を行う。  
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第 4 章  プロセス・コンサルテーションを利用した研究方法  

 

1.はじめに  

本研究では、筆 者が事業承 継の支援 者として プロセス・コン サルテーシ ョンに

て関与した 1 企業 の事例を 中心に取り 扱って いる。事例企 業における交渉プロセ

スやその経過に ついて、本 章で補足を 行うこ とにより、プロ セス・コン サルテー

シ ョ ン の 実 施 内 容 を し め す も の と す る 。 プ ロ セ ス ・ コ ン サ ル テ ー シ ョ ン は 、

Schein(2012)で提唱され るクライ アントに 対 しての支援手 法である 。研究者 から

の働きかけが活 動の契機と なるエスノ グラフ ィーに比べ、ク ライアント の望みに

より関与が始ま ることから 、研究者と クライ アントの双方に 深い関係性 が構築で

きる。コンサル タントによ るクライア ントへ の支援の手法と しては、① 具体的な

知識やサービス を提供する 、②クライ アント の診断を実施し 処方箋を提 供する、

③クライアント が自ら問題 を解決でき るよう プロセスを援助 する、とい った方法

があげられる。 プロセス・ コンサルテ ーショ ンにおける③の 実践におい ては、ク

ラインとの業界 知識等は必 要とせず、 相手の 持つ答えをいか に引き出す かという

ことに提供価値 が存在して いる。  

筆者は対象企業 に対して、 プロセス ・コンサ ルテーションを 行い、調査 対象と

より深く長く関 与すること により、表 層的な ヒアリングのみ では明確に しがたい

部分について、 明らかにす ることを目 指すこ ととした。対象 企業とは、 本研究に

おいては、神戸 市兵庫区に 所在する株 式会社 昭和製作所とい う製造業で ある。筆

者が事例企業と 接していた 経緯として 、公的 支援機関におけ る事業承継 アドバイ

ザーとしての関 与をしてい たことがあ る。公 的支援機関にお ける個別は 通常 1 回

から 3 回程度が多く、 昭和製作所 についても 、3 回の相談であった 。3 回の相談

終了後に継続し ての関与を 期待され、 公的支 援機関の経営支 援専門家派 遣制度を

使用して、年間 単位での訪 問を行うよ うにな った。以後個別 に事業承継 や事業計

画の策定、従 業員教育 等の相談を 受けるよう に なった。2019 年 8 月から訪問 を開

始しており 、2021 年 12 月に至るま で、平 均す ると月 1 回程度の 面談を行 い、様 々
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な方針立案につ いてもディ スカッショ ンをし ながら、結果の 分析もあわ せて行っ

てきた。本章で は、筆者が 中小企業経 営支援 の専門家として 事業承継支 援を行っ

た経過と考察を 記述するこ とで、プロ セス・ コンサルテーシ ョンの概要 を示すこ

ととする。なお 、対象企業 は現在もな お事業 継続中であり、 相談事項の なかには

機密情報が多く 含まれてい るため、公 開可能 な範囲の情報に 限定し、企 業の代表

者から公開の許 諾が得られ た事柄のみ を紹介 している。  

 

2．現経営者から後継者への事業承継の計画立案と推進プロセスの観察  

2.1 専門家支援を活用した事業計画の策定  

関与当初は、事 業承継計画 を策定す ることを 主目的として、 現状のヒア リング

を行っていた。 事業承継計 画の策定に おいて は、主には現経 営者の移行 が尊重さ

れることが多い 。後継者の 意向がいか ほど反 映されるかにつ いては、企 業によっ

て異なる。当社 の状況とし て、現状社 内にい る親族は、相談 当時は長男 たる雄大

氏のみであり、 従業員数 20 人に満たない当 社の状況からす ると、実質 的に後継

候補者は雄大氏 であるとみ なされる状 況であ った。当該事情 であれば、 多くのケ

ースでは、後継 者の意見も 多く反映し た計画 を作成すること になる。  

ただし、現経営 者たる社長 の意向と しては、 実子であるから 安易に後継 者であ

ると認めている わけではな く、その証拠 とし て、他の社員に対 しても 、「努力して

その気になれば 、経営者に なることも 可能か もしれない」と 語っていた 。この発

言は社員に対す るリップサ ービスでは なく、 会社とは実力の あるものが トップに

立つべき、との 社長の考え に基づいた もので ある。当時、社 長の雄大氏 に対する

評価は定まって おらず、経 営者スキル のなか でも、主に管理 者面におい て、社長

の求める要素を 雄大氏が満 たしていな いとい う、社長の認識 であった。  

事業承継計画の 策定に際し ては、一 時帰国を していた雄大氏 にもヒアリ ングを

行い、雄大氏の 現状認識や ビジョンを 確認し 、承継計画へ落 とし込みと ともに、

他の承継候補者 がいればど のような承 継計画 になるかという 、複数のプ ランを検
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討した。事業承 継計画の策 定において は、通 常 1 件の計画書が 作成される が、1

件に確定される 前段階とし て、複数の 方向性 を検討すること がある。例 えば親族

承継と並行して 、第三者承 継や M&A の可能 性を想定した事 業計画とす るといっ

たことである。  

図 4-1 は当社の内容では ないが、他 社での実 態に即した複数 事業承継計 画を並

行して立案する 例である 。親族承継 候補者が 2 名いるが、社内で の承継候補 者と

しての公式化は なされてお らず、年齢 と経験 上不安もあるの で、親族外 で工場長

を務める人間を 第 3 の承継 候補者とす る。さ らに事業の展開 状況と親族 並びに工

場長の承継意図 によっては 事業を M&A も考 慮する計画とす る。  

親族承継時には 、所有と経 営の承継 を考慮し 、株式の移転、 役職の付与 、内外

での教育などの 計画を事業 承継計画に 落とし 込む。事例企業 ではなかっ たことだ

が、複数の年代 の近い経営 者子息が取 締役と して経営に参画 している企 業におい

て、複数の子息 のうち、い ずれかを代 表取締 役にするという ケースがあ る。親族

が複数社内にい る場合は、 議決権の行 使を想 定して、親族間 の株式構成 を計画す

る。可能であれ ば、代表者 に集中させ ること が望ましい。  

中小企業庁(2014,p.252)によると 、後継者の 育 成期間は、最も多い のが、5 年 以

上 10 年未満(中規模企業で は 47.4%)であり、 次いで 3 年以 上 5 年未満(中規模 企

業では 24.5%)と続く。それゆ え、事業承継 ガ イドラインでは 事業承継の 期間を 5

年から 10 年としている 。  

従業員への承継 計画も、対 象者が入 社済みで 内部昇格である 場合は親族 と大差

ないが、所有の 移転におい て、株式や 事業用 買い取り資産が 高額になる ことが多

い為、資金確保 の方策とし て、制度融 資の活 用を想定するこ とや、暦年 で贈与を

受けるなど 、年数を活 用した取り 組みを加え る。M&A については、3 年以 内に完

了することが多 いが、マッ チング先を 開拓す る前に、財務改 善など会社 の磨き上

げが必要なケー スが多く、 親族や社内 の承継 とは異なる手法 がとられる 。  
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図 4-1．事業承継 計画の素案 作成パター ン（例 ）  

 

出所：筆者作成  

 

 承継計画の策 定と並行し て進めたの が、ロー カルベンチマー ク並びに 、「事業価

値を高める経営 レポート」 の作成であ る。こ れら資料の作成 には二つの 狙いがあ

る。一つは、承 継計画の推 進とともに 当社の 目指すべき姿を 、明文化し て残すと

いうことである 。二つ目は 、資料作成 や情報 検討について、リーダー人 材を中心

としたメンバー に対して行 うことで、 社内で の意思統一をは かることで ある。ワ

ークショップを 複数回開催 して、内閣 府の提 唱する「事業価 値を高める 経営レポ

ート」と、レポ ートに連結 するアクシ ョンプ ランを作成した 。  

本支援について は、社内の メンバー をどれだ け巻き込むかが 重要であっ た。経

営者が崇高な経 営理念と優 れた事業計 画を作 成し、数値管理 ができてい る場合で

も、従業員に聞 き込みをす ると、中間 管理職 以下への理念や 計画類の落 とし込み

ができていない 企業は存在 する。実行 力ある 計画を策定する ためには、 支援者が

作成するものと 同様の内容 であっても 、企業 の構成員が自ら 作成するこ とに大変

意義がある。日 頃、自分た ちが非言語 状態・ 暗黙知で認識し ているもの を明文化

して、再認識を するとい う SECI モデルの実践 にも作用する取 組みである 。  

 

親族 A への  
承継計画  

親族 A への  
承継計画  

親族 B への  
承継計画  

従業員への  
承継計画  素案  

1 次評価  

並行展開  

最終計画
確定  

× 親族 A への  
承継計画  

親族 B への  
承継計画  

M&A 計画  

親族 A への  
承継計画  

親族 B への  
承継計画  

M&A 計画  

× 

× 

×は計画策定の中止  
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図 4-2．SECI モデル  

 

出所：野中(1999)をもとに筆者作 成  

  

 事業承継計画 は、現経営 者が立案し 、展開 するものである が、取組み の一体感

を出すためにも 、従業員を 巻き込む手 法とし て、事業価値を 高める経営 レポート

を使用する。事例企業の 経営理念の 一つに 、「 顧客満足度 200％の製品作り」と い

うものがあるが、リ ーダー人材 とは、本項目 を テーマに、顧客の期 待は何かな ど、

考えながら、業 務の流れの 整理、SWOT 分析、ビジョンと取 り組みの策 定、知的

資産（ 人的 資産 、構造 資産 、関 係資 産） の整 理なら びに 、KGI の作成を 行っ た。 

 

2.2 伴走型での事業承継支援  

 専門家派遣を 使用した事 業承継計画 の実施 後、計画実施お よび精緻化 に際し

て、代表取締役 より、継続 関与を求め られた 。中小企業庁(2019,p.140)による

と、経営者引退 に向けて相 談した専門 機関・ 専門家の第一位 は公認会計 士・税理

士であり、企業 経営者が経 営相談をす る相手 としては、顧問 の税理士、 取引金融

機関と日常の接 点がある先 が多いため 、引退 に向けた相談も 類似するこ ととな

➀共同化  

（Socialization）  

②表出化  

（Externalization）  

④内面化  

（ Internalization）  

③連結化  

（Combination）  

暗黙知  

形式知 

暗黙知  

形式知  

形
式
知 

形
式
知 

暗
黙
知 

暗
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る。専門相談先 としては、 事業承継系 の事業 窓口も、商工会 議所・商工 会、事業

引継ぎ支援セン ター、よろ ず支援拠点 など存 在しており、今 回の相談事 例は後者

の事業承継系の 事業窓口に 該当する。  

 

図 4-3．経営者引 退に向けて 相談した相 談機関 ・専門家  

 

出所：中小企業 庁(2019,p.140) 

 

 事業承継計画 の実施にお いては、事 業の承 継者である後継 者の取組が 重要であ

る。後継者が納 得をしなが ら事業承継 準備が 進められるよう に、計画策 定から実

現に至るまで、 経営者と後 継者の間に 立ち、 両者の相互理解 に向けてデ ィスカッ

ションの実施し ていった。 また、株式 の移転 など、当初計画 とずれが生 じること

もあり、事業承 継計画につ いても随時 修正し ながら関与した 。  

 複数年での経 営関与にお いて注目す る必要 があるのは、決 算書並びに 試算表の

対計画差異であ る。事業承 継計画にお いては 、年単位で目標 とする売上 高を記載

する。事業承継 計画策定支 援であれば 、計画 値を作成すれば 終了である が、伴走

型での関与をし ていると、 年数が進む ため、 当初立てた計画 と実績の対 比を行う

必要が生じる。 特に 2020 年においては コロナ 禍であったこと もあり、受 注状況

の変化で業績も 想定から大 幅に変化し た。数 値が変化した場 合は、計画 の見直し
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を行うとともに 、実際値に 対しての実 務的対 応も考慮する必 要がある。 具体的に

は、数値が変動 した経緯や 今後の動向 を、金 融機関等利害関 係者に開示 する動き

を計画した。そ の他試算表 の作成方法 、設備 投資計画と減価 償却など、 相談内容

は多様であった が、可能な 範囲ですべ て応え るようにした。  

後継者はインド ネシアの責 任者として 海外赴 任しており、日 本へは時折 一時帰

国するのみであ るが、一時 帰国時には 経営者 交え面談を行い っていた。 また、そ

れ以外でもコロ ナ禍以降に ついては、WEB 会 議システムを用 いてオンラ イン面

談を行っていた 。  

当初は経営者と 後継者のみ であったが 、他の 取締役（経営者 親族）も交 えて会

議を行うことが 増え、実質 的には臨時 に開催 される取締役会 場で、目下 の経営課

題解決をはかり ながら、事 業承継計画 の推進 を進める立場と なった。支 援の対象

としても、後継 者だけでな く、他取締 役に対 して、会計や財 務分析手法 について

講習を行うなど 、従来代表 者が 1 人で 経営管 理を行っていた 体制から、 取締役

全体で数値と課 題を共有す る統治体制 へと、 変遷した。筆者 が、取締役 全員がい

る場で経営課題 について話 し合う機会 という のは複数回行っ た。いずれ も、通常

の業務と離れた 環境で、経 営について 取締役 が話し合う場の 創出に貢献 している

といえる。なお 、場の創出 とはいって も、会 議を開催してい るのは日中 の社内会

議室である。場 所や時間が 重要なので はなく 、業務と隔離し た環境をい かに創出

するかの、トリ ガーとして も、伴走型 支援者 の存在は機能し ているとい える。  

そして事業承継 計画を策定 して 2 年経 過した 時点で、承継候 補者として は、

社長子息である 奥野雄大氏 と定まり、 様々な 事業課題に取り 組むことと なった。  

 伴走型の支援 では、当初 の対象であ る事業 承継支援に加え 、関連する 分野での

相談を持ち掛け られること が多い。本 事例に ついても、事業 計画の進捗 管理だけ

でなく、組織掌 握や、決算 数値の分析 による 年次行動方針の 策定など、 事業承継

を契機として、 企業活動の 多くの部分 に関与 することとなっ た。  
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3．事業承継の実施における障壁  

事業承継支援に おいては、 いくつか の課題に 直面することが ある。中小 企業庁

(2021,p.Ⅱ-334)によると、事業承 継の課題と しては、「事業 の将来性 」、「後 継者の

経営力育成 」、「後継 者を補佐す る人材の確 保」、「従業員との関係維 持」などある。  

 

図 4-4．事業承継 の課題  

 

中小企業庁(2021,p.Ⅱ-334) 

 

本事例において も、同様の 課題に対 応をする こととなったた め、以下に その対

応内容を示し、 考察する。  

 

3.1 後継者による既存組織の掌握  

中小 企 業庁(2021,p.Ⅱ-334)に おい て は、「 後 継者 を 補佐 す る 人材 の 確保」、「従

業員との関係維 持」に該 当する課題 である。 後継者が経営者 親族であ る場合、後

継者より社歴の 長い、い わゆる古参 の従業員 が存在する。古 参社員に ついては、
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後継者よりも会 社のことを よく理解し ている ため、よきアドバイ ザーになる 反面、

改革を行う際に は、抵抗勢 力になりう る存在 である。  

事例企業につい ては、後 継者視点で は三世代 の社員層が存在 している 。第一世

代に、現経営者 の先代が 採用をした 手作業を 中心とするベテ ラン職人 層である。

第二世代に、現 経営者が 採用をした 、現在の 基軸事業をにな うベテラ ン職人層で

ある。年齢的に は後継者 は第二層に 属する。 第三世代として は後継者 よりも社歴

が若い、これか ら技術を習 得する層で ある。  

 

 採用者  職種  統制の難しさ  

第一世代  現経営者の先代  手作業  
現 経 営 者 に よ る 統 制 が 機 能 し づ
らい  

第二世代  現経営者  機械加工  
後継者と年齢が 近く、現経営者に
よる統制が機能 しやすい  

第三世代  現経営者  
機械加工  
(習得中) 

現経営者、後継 者とも統制 可能  

出所：筆者作成  

表 4-1．事例企業 における採 用世代別の 従業員 の特長  

 

第一層に属する 職人の表 現をネガテ ィブに解 釈すると、頑固 で自分の やり方を

変えないという ことにな る。現状に おいて、 後継者は海外法 人の責任 者であり、

本社の統治には 関与して いないため 、直接の 軋轢は存在して いない。 ただし将来

的に改革の障壁 になる恐 れはある。 現経営者 の先代が採用し たという ことで、現

経営者において も、自分 より古参の 社員と向 き合うこととな っており 、リーダー

シップの発揮上 で大きな 問題となっ ている。 特に、年齢が自 己と同様 または年上

の古参社員や、 かつて現 経営者が同 僚として はたりていた社 員につい ては、現経

営者が職層的に 上位に立 ち、経営者 になった 際にも素直に言 うことを 聞かず、リ

ーダーシップを 発揮でき ないケース がある。 数十年も同様の 働き方を してきた従

業員に変節を期 待するこ とは困難で ある。現 実的な対応とし ては、高 齢の古参社

員については、 定年退職 により、自 然減する ことを期待する こととな る。以降必
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要な人材につい ては、こ れからの経 営者が自 ら、今後を担う 人材を採 用育成して

おくことである 。人材の 新陳代謝を すること により、自らが 管理統制 をしやすい

組織を作ること が出来る のは、事業 承継時に 行いやすい組織 形成の方 法であると

いえる。久保田（2010）は、承継者特有の リー ダーシップとし て、「開 かれた経営 」

という解釈をし ている。 経営情報の 数値化と 開示、意思決定 を会議体 で行うこと

など、意思決定 含み組織 的な経営へ の取り組 みを行うことで ある。開 かれた経営

の実践において は、経営 者と志を共 有する社 員とともに行う 必要があ るため、経

営者自らの経営 思想に合致 する人材採 用が求 められることに なる。  

 

3.2 ビジネスモデルの将来性についての不安  

中小 企 業 庁(2021,p.Ⅱ-334)に お いて は 、「 事 業の 将 来 性」 に 該 当す る 課 題で あ

る。事業承継時 には、自社 を支えてい るビジ ネスモデルへの 不安を感じ ることが

ある。  

既存事業のビジ ネスモデル が、Christensen(1997)の破壊的イ ノベーシ ョンによ

り、駆逐される 。または、 対象市場の 縮小に より、購買層が 消滅すると いった状

況が存在する。 市場成長期 に創業した 企業に おいては、ビジ ネスモデル の衰退期

と、事業承継時 期が重なる ことがある 。  

事例企業は、木 型製造業と して創業 し、現在 では設計データ をもとにウ レタン

部材を切削する 企業として 存立してい る。主 力の材料が木に 加え、ウレ タンが増

えたとはいえ、 部材を削っ て製品を製 作する 事業は、技術革 新や市場縮 小などに

より、維持が困 難になるの ではないか という ことである。経 営者とビジ ネスモデ

ルについてディ スカッショ ンをしてい ると、 自身の経営者と しての活動 年齢をビ

ジネスモデルの 対象期間と して、対象 期間中 にビジネスモデ ルの衰退が 起こるか

否かを基準に将 来性不安を 感じている 。つま り、自身の任期 中にビジネ スモデル

が陳腐化し、収 益構造が崩 壊するか否 かに関 心を高くしてし まう傾向が ある。  
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図 4-5.ビジネスモデル の寿命(売上推移)と経 営者任期の概念 図  

 

出所：筆者作成  

 

図のように、A か ら C まで の 3 件のビジネ ス モデルが存在し ており、主 力 2 事

業について、事 業承継後に 大きな売上 減があ る場合、現経営 者は当該事 実を理解

しているものの 、関心とし ては、A 事業の衰 退をどう抑止す るかに関心 が向く。

対して後継者に ついては、A 事 業の衰退は 事 実として認識し ながら、C 事業 を成

立させ、自己の 就任後の経 営基盤をど のよう に確立させるか に関心が向 く。この

ように、経営者 と後継者は 将来構想を する際 でも、どこに主 たる視点を 置いてい

るかに相違があ り、相違が 経営者と後 継者に おける意見の相 違につなが ることが

ある。「将 来を考えて 、新事業を 検討して いか ないといけない 」といった ときに 、

将来とは、A 事業が縮退し 始めた時点 を見て いるのか、事業 がほぼ消滅 した時点

を見ているのか など、将来 という言葉 の定義 だけでは、視点 が定まらな いという

ことになる。将 来をどこま で見据える かにつ いて、多くの状 況では自分 の任期を

主体にとらえる が、例外が 生じること もある 。例外が生じる 要素として は、後継

者ついて、manager（管理者）として の能力を 形成して、entrepreneur（企業家）

とし ての 能力 形成 が途 上 であ る状 況で ある 。entrepreneur（企 業家 ）と し ての能

力が定まってい ないと 、後継者と はいえ 、現業 の管理者である という視点 になり、

将 来 事 業 よ り も 短 中 期 的 な 事 業 安 定 を 考 え る Myopia の 状 態 に な る 。 後 継 者 が

Myopia になっている際には 、現経営者 が事業 構想における将 来点につい て、意図

事 業 B（ 衰 退 す る が
一 定 残 る ）  

事 業 C（ 可 能 性 あ る
が 現 在 売 上 が な い ）  

事 業 A（ 現 在 主 力 だ
が 衰 退 す る ）  

現 経 営 者 の 任 期  

後 継 者 の 任 期  

見 守 り  
期 間  
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して自分の任期 を超えた時 点に置きな おして 考えるなどの手 法が必要に なる。事

例企業について も、ある時 点では Myopia に陥っており、現 状の経営課 題解決を

行いつつも将来 を見据える 取り組みを 行って いく必要がある 。  

後継者の将来構 想における Myopia は、経営 者能力の獲得段 階において 生じえ

る現象と考えら れる。管理 者能力の形 成がな された結果、現 実志向が強 まると考

慮すると、経営 者教育を行 いながらの 事業承 継が順調に進ん でいるゆえ の事象で

ある。その後の 企業家能力 の形成を促 してい くように経過を 観察すると いう取り

組みにつながっ ていく。  

 

4．事業承継プロセスを通じた現経営者と後継者間理解の促進  

 事業承継プロ セスを始め た際、現経 営者（ 社長）と後継者 は、お互い が相手の

考えていること に同意がで きないとい う状況 であった。時に は意見の衝 突もあっ

た。いくつかあ る相違点の ひとつは、 経営理 念についての理 解であった 。社長

は、経営理念の 策定と理念 に基づいた ビジョ ン及び事業計画 策定につい て重要で

あると認識して おり、理念 を策定する ことで 、従業員の管理 や営業など 経営面で

の取り組みに一 貫性を持た せたいと考 えてい た。それに対し 、後継者は 、理念の

策定自体に否定 はないが、 対顧客の方 策や数 値計画など、戦 術面での充 実をする

ことが優先では ないかとの 理解であっ たと推 測される。  

 双方とも、相 手の言うこ とは否定し ていな いが、重視する ポイントに は差異が

あり、差異につ いて、自分 の考え側に 寄り添 うべきだという 主張がある がゆえ

に、すれ違いが 発生してい るという状 況であ った。すれ違い の解消には 充実した

コミュニケーシ ョンが重要 である。村 尾・那 須(2019)も、多くの経 営者へのア

ンケート調査に おいて、円 滑にコミュ ニケー ションがなされ るケースに おいて

は、「先代 と経営者の 間のコミュ ニケーショ ン の確保」、「親族 間の遠慮が ない

（心理的距離が 近い関係性 ）」、「 先代と後継 者 が双方ともお互 いに伝わっ ている

と認識している こと」、「後 継者が先代 への尊 敬の念と素直な 姿勢を追っ ているこ
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と」があるとし ており、事 業承継プロ セスを 始めた段階では 多くが不足 している

状況であった。  

 コミュニケー ション不足 の最大の理 由は、 社長と後継者の 勤務地が、 神戸とイ

ンドネシアであ り、かなり 離れている という ことがある。離 れている場 合でも、

以前にコミュニ ケーション を密にとっ ていれ ば、円滑なコミ ュニケーシ ョンが取

れることもある 。ただし、 後継者は、 当社に 入社して数週間 後にはイン ドネシア

法人へ赴任して おり、実際 に一緒の建 屋で連 続して就業して いた経験は 数か月も

ないため、入社 から 5 年た っても、ま とまっ たコミュニケー ション機会 はとり

にくかったとい うことがあ る。社長が 後継者 の駐在するイン ドネシアへ 来訪する

機会は、多いと きは毎月あ り、その他 にも日 常的に業務のや り取り は IP 電話を

利用するなど、 距離は離れ ているがコ ミュニ ケーションの機 会は存在し ていた。

だが、事業承継 におけるコ ミュニケー ション は日常の業務と はまた別の 空間を用

いて行うことが 多く、単に 顔を合わせ 、会話 をする機会があ っただけで は、事業

承継にかかるコ ミュニケー ションは進 まない ということであ る。  

 筆者が関与し た事業承継 プロセスに おいて は、毎回 2 時間程 度は、事 業承継

を表題とした話 し合いの時 間が設定さ れてお り、実際に会話 をする場所 は、社内

のいつもの会議 スペースで あったが、 支援専 門家が立ち会っ て、他の業 務を遮断

して話し合いの 場を持つこ とで、経営 者とし ての相互理解は 進んだとい える。  

事業承継プロセ スを進め て 2 年ほどた ち、社 長曰く、「 あいつの考 えているこ

とが理解できる ようになっ た」という 発言を 聞くようになっ た。同様の 意見は後

継者からも寄せ られるよう になり、相 互理解 が進んでいるこ とがわかる 。  

ただし、あくま で理解であ って、それ ぞれ自 分の考えを変え ているわけ ではな

い。理解におい て、何が理 解できたか という ことだが、おそ らくは時代 背景の異

なる経営者とし て、お互い 何を考えて いるか わからなかった のだが、仕 事を通じ

て、相手も同じ ような志向 をしている という ことが分かった ということ であろ

う。つまりは 、「自分 と相手の考 えは違うが 、 それでも会社の ためになる ことで

よい」という理 解が進んだ ということ になる 。これは事業承 継における 合意形成
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であり、上下、 前後関係で ロイヤリテ ィ、家 督を引き継がせ るという行 為のなか

には、上意下達 では無い、 認め合いが ある。  

 

時系列  現経営者から後継

者への思い  

後継者の能力形成  後継者から現経営

者への思い  

入社前・直後  

後 継 者 に 対 し て 、

現 実 的 に 実 行 力 は

期待していない  

前 職 で 形 成 し た 能

力の発揮  

将 来 構 想 あ り 、 す

ぐできるかも  

（ や り た い こ と を

考える）  一緒に働き始めて  
現 実 認 識 を 深 め て

ほしい  
マ ネ ー ジ ャ ー と し

ての実務遂行期  

後継者による  

管理者能力の形成  

現 実 を 見 る 、 管 理

者的に実践をする  

相互理解の推進  

 

経 営 者 と し て の 素

養を認める  
 

現 経 営 者 の 言 っ て

い る こ と も わ か る

ようになった  

事 業 承 継 を 契 機 と

した第二創業構想  

第 二 創 業 し て ほ し

い  

 現 実 掌 握 し て か ら

やる（構想はある） 

第二創業の実践  経 営 者 と し て 認 め

る  

後継者による  

企業家能力の形成  

 

出所：筆者作成  

表 4-2．経営者と 後継者の相 互理解の推 移～支 援者の視点から  

 

 村尾・那須(2019)によると、事 業承継にお ける先代と後継 者間でのコ ミュニ

ケーションにつ いて、言語 化されてい ない内 容の伝達には、 ノイズや文 脈による

コミュニケーシ ョンエラー が存在する として いる。また、村 尾・那須(2019)

は、世代間のコ ミュニケー ションエラ ーを解 消する役割とし て、社内に いる親族

や番頭などの第 三者の存在 が有効に作 用する としている。株 式会社昭和 製作所の
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事例においては 、筆者がコ ミュニケー ション エラーの要因に なる非言語 部分の解

析と伝達を一部 担当してお り、世代間 を介在 する役割を果た していたと いえる。  

 

5．まとめ  

 筆者は株式会 社昭和製作 所に対して 、事 業承 継支援の専門家 として関与 し始め 、

複数年接し続け ている。ほぼ毎月行 われる平 均 2 時間程度の面 談のなか で、常時

事業承継につい て話し合い をしている わけで はなく、決算数 値の分析や 、製造品

質、コミュニケ ーションな ど、様々な テーマ を扱うようにな った。  

一見すると雑多 なテーマの 様に見える が、重視 した点は、「 なんらかの テーマ設定

をしながら、社 長と後継者 が経営につ いて話 し合う場を設け た」という ことであ

る 。 Schein(2012) の 「 Process Consulting 」 な ら び に 、 Schein(2016) 「 Humble 

Consulting」で論じ られ てい る内 容と して、 コンサ ルタ ント は、ク ライ アン トと

の関係性を構築 し、クライ アントに気 づいて もらい、アクシ ョンを促す ことであ

る。経営課題が 複雑化し、 また、解が 明らか でも、行動に踏 み切ること が最も難

しい状況におい ては、対話 の中で、気 づいて 、行動に移すこ とを見守る 必要があ

る。諸所の経営 課題の解決 は、課題解 決に寄 与するという意 味と、課題 解決プロ

セスを通じて、 社長と経営 者の対話時 間を設 けることに成功 したといえ る。場を

作って、対話を 促し、結果 的に成果創 出迄導 くという方式は 大変時間の かかるも

のであり、初見で信頼 関係を構築 することを 目指す Humble Consulting よりは手

間のかかる方法 であるが 、事業承継 計画の実 施期間が 5 年を超 えること を考慮す

ると、対話に数 年かける計 画というの はそう 非効率的な取組 とも言い切 れないと

考えられる。  
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第 5 章  中小企業の事業承継時の組織形成についてのケース分析  

－両利きの経営の視点から－ 11 

 

１．はじめに  

本章では第 3 章で 定義した「中小企業 経営者 が、両利きの 経営を行う に必要な

ケイパビリティ を形成する ために必要 な要素 はなにか」とい う疑問に対 して、両

利きの経営を実 現した中小 企業での事 例研究 をもって、考察 を行う。  

1999 年改定の中小企 業基本法 では、経 営革新 の促進として 、第二創業 によるイ

ノベーションの 実現が提唱 されていた 。近年 ではベンチャー 型事業承継 という名

称で、イノベー ションを併 用した事業 承継の 概念も提唱され るようにな った。  

イノベーション においては 、イノベ ーション のジレンマに対 する解決手 段とし

て、両利きの経 営が提唱さ れ、探索と 深化を 実現することで イノベーシ ョンの実

現が可能である とされてい る。両利き の実現 においては、探 索組織いわ ゆるイノ

ベーション事業 と、深化組 織いわゆる 既存事 業の、つかず離 れずの観点 での組織

環境構築が要求 されている 。大企業で あれば 、経営者が優秀 なマネージ ャーを従

え横断型組織を 形成して、 かつオフィ ススペ ースを分離した りすること により隔

離と統合実現が できる 。しかし 、従業者 数が限 られている小規 模企業にお いては、

組織を形成する こと自体が 困難であり 、両利 きの経営に求め られる隔離 と実現は

容易ではない。 ただし、小 規模企業に おいて も、事業承継準 備を行って いる環境

下においては、 組織形成を 進めること ができ 、探索と深化に 機能を分離 させ、両

利きの経営を実 現させるこ とが可能で あると 考えられる。本 研究では、小規模企

業では避けられ ない、限ら れた経営資 源とい う制約を乗り越 え、探索と 深化の組

織を両立させた 事例を考察 し、実現へ のロー ルモデルを示す こととした い。  

 
11 本 章は 、 瓶 内 栄 作 (2021 年 、「 小 規 模 企 業 で の 両 利 き の 経 営 実 現 に お け る 組織 形 成 に つ い
て の 一 考 察」『 日 本 中 小 企 業 学 会 論 集 』第 40 号 pp.111-124. 査 読 受 理 )を も と に 、 加 筆修 正
を 行 っ た も の で あ る 。  
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２．先行研究の整理  

2.1 小規模企業  

中小企業者の定 義は幅広く 、従業員 数を雇用 していない個人 事業主から 、従業

員が数百人を超 える企業ま で該当する 。中小 企業研究を行う 際に、これ ら多くの

中小企業から適 切なイメー ジを想定す るため には、研究の対 象とする中 小企業像

を特定し、その 特性を正し く理解する 必要が ある。本論文で は、中小企 業のなか

でも規模の小さ い小規模企 業について 、その 定義を再確認し た後、特性 を先行研

究より明確化す るとともに 、政策によ る関与 についても整理 をすること で、日本

における小規模 企業の位置 づけについ て理解 を深める。  

 

表 5-1 中小企業 者、小規模 企業者、小 企業者 の定義  
業 種  中 小 企 業 基 本 法 の 定 義  小 規 模 企 業 振 興 基 本 法 の 定 義  

中 小 企 業 者  う ち 、  
小 規 模 企 業 者  

小 規 模 企 業 者  小 企 業 者  

資 本 金 又 は 常 時 雇 用 す る 従 業
員  

常 時 雇 用 す る
従 業 員  

常 時 雇 用 す
る 従 業 員  

常 時 雇 用 す
る 従 業 員  

①   製 造 業 、 建 設
業 、運 輸 業 、そ の 他 の
業 種（ ② ～ ④ を 除 く ）※  

3 億 円 以 下  300 人 以 下  20 人 以 下  20 人 以 下  5 人 以 下  

②   卸 売 業  1 億 円 以 下  100 人 以 下  5 人 以 下  5 人 以 下  5 人 以 下  
③   サ ー ビ ス 業  

※  
5 千 万 円 以 下  100 人 以 下  5 人 以 下  5 人 以 下  5 人 以 下  

④   小 売 業  5 千 万 円 以 下  50 人 以 下  5 人 以 下  5 人 以 下  5 人 以 下  
※ 右 記 の 業 種 に つ い

て は 、中 小 企 業 関 連 立 法
に お け る 政 令 に 基 づ き 、
右 記 の と お り 定 め て い
る 。（ 政 令 特 例 業 種 ）  

【 中 小 企 業 者 】  
① 製 造 業  
  ・ ゴ ム 製 品 製 造 業 ： 資 本 金 3 億 円 以 下 又 は 常 時 雇 用 す る 従 業 員 900 人 以 下  
③ サ ー ビ ス 業  
  ・ ソ フ ト ウ ェ ア 業 ・ 情 報 処 理 サ ー ビ ス 業 ： 資 本 金 3 億 円 以 下 又 は 常 時 雇 用 す る 従  
    業 員 300 人 以 下  
  ・ 旅 館 業 ： 資 本 金 5 千 万 円 以 下 又 は 常 時 雇 用 す る 従 業 員 200 人 以 下  
【 小 規 模 企 業 者 】  
③ サ ー ビ ス 業  
  ・ 宿 泊 業 及 び 娯 楽 業 ： 常 時 雇 用 す る 従 業 員 20 人 以 下  

出所：中小企業 庁(2015)  
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中小企業基本法 及び小規模 企業基本法 による と、小規模事業者 とは、「 おおむね

常時使用する従 業員の数 が 20 人（商業 又はサ ービス業は 5 人）以下 の事業者」

とされている。 いずれの法 律に基づい ても、 従業者数の少な い事業者を 特定して

小規模もしくは 小と呼称し ており、人 数以外 の資本金や売り 上げなどに よる定義

は存在していな い。  

 従来、人数の 少ない事業 者は、零 細という 表現がなされて いた。零細 とは、

「きわめて細か いさま。数量 や規模のき わめ て小さいさま 。」である。日本におけ

る中小企業研究 を年代別に 総括してい る中小 企業事業団・中小 企業研究所(1985)

においては、各 論的研究と して、中堅 企業、 ベンチャー企業 といった記 載ととも

に、零細企業という 記述がある。同(p.413)において三井逸友 は、零細企業を 、「中

小企業一般と賃 労働との境 界に近いと ころに 位置し、中小企 業一般のう ちに基本

的には包含され るべきもの」としている。あ わせて、1940 年代においては、5 人

未満規模零細経 営が統計上 把握困難な 存在で あったものが、山 中(1944)の調査に

より存在が明ら かになった 。戦後しば らくの 中小企業研究に おいて、零 細企業と

は、中小企業ま たはそれ以 上の存在へ 発展を していく過渡的 存在もしく は淘汰さ

れる存在である として位置 づけられ、 生業の 延長線としての 存在である とみなさ

れていた。  

中小企業事業団・中 小企業研究 所(1992)においては、零細企業を、中 小企業と

は異なる視点で 研究すべき 対象として とらえ 、「家族経営」として の側面や、経 済

発展に伴う経営 環境の変化 についても 述べて いる。  

中小企業総合研 究機構(2003)においては 、零 細企業・小規模企業と いう表記に

改められた。同(p.534)において、岡室 博之は、中小企業論で議 論されるテ ーマが、

小零細企業にお いても同様 に存在して おり、 中小企業同様に 異質多元的 であると

している。なか では、問題 性論におい て論じ られる、工業集 積における 活力低下

への考察と今後 の視差や、 零細小売業 の存立 条件としての環 境変化への 積極的な

対応の必要性、 自営業者の 生活実態を 雇用者 のそれと比較し た研究につ いてふれ

ている。  

中小企業総合研 究機構(2013)においては、小 企業という表記 に変遷をし ている 。
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高橋徳行は、同(p.503)において 、小企業の 特 性を、「 中小企業の るつぼ（Melting 

Pot）」であると し、過去は 生業から発 展する 過渡期に存在す るのが小企 業である

と位置していた のに加え、 成長停滞や 廃業直 前にいあってい る企業も小 企業に該

当 す る と し て い る 。 ま た 、 小 企 業 の 形 態 と し て の SOHO(Small Office Home 

Office)について触 れ、情報 技術と通信 技術の 発展により留守 番の事務員 が必要な

くなり、また就 業場所の制 限が緩和さ れたこ とによってもたらされた新 経営形態

であるとしてい る。  

 小規模企業の 発展形態と しては、 個人が対 価を得て財やサ ービスを提 供する

活動を行う、生 業的な側面 から発生し 、従業 員の雇用を経て 企業へと発 展をして

いく過程がある 。他方、従 業員を雇用 せず、 もしくは雇用を してもごく 小規模に

とどまり従事者 人数増によ る規模拡大 をはか らない事業者も 存在してい る。加え

て、従事者人数 増による規 模拡大を目 指した ものの、現状と しては拡大 せず、も

しくは縮小に至 った結果小 規模企業と して存 在をしている事 業者もある 。表で示

すと以下のよう になる。以 降は表 4-2 にした がい、先行研究 を行う。  

 

発生  成長  成熟・衰退  

生業  規模拡大し企業 へ  拡大した規模を 維持  

ベンチャー・ビ ジ

ネス  

規模縮小して  

再度小規模へ  

SOHO 小規模を  

適正規模として 存立  

拡大した規模を 維持  

出所：著者作成  

表 5-2 小規模企 業の発生か ら成長、成 熟・衰 退までの過程  

 

まず、 発生 形態 につ いて整 理す る。 生業 につ いて、 末松(1957,pp.114)は、「生

業性と企業性」 として生業 について、 過剰人 口のはけ口であ り、経済的 意義が希

薄で、家計と営 業が混同さ れているも のとし ており、生業と 企業とは異 なるもの

と認識している 。  
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生業があくまで 企業の成立 から成長 発展にお ける過渡的存在 であるのに 対し、

ベンチャー・ビ ジネスにつ いては、創 業者の 保有する知識や 技術的背景 をもとに

成立しているも のである。清 成(1970)は、ア メリカより、研究 開発型・知識集 約

型の小規模企業 が成立して いることを 次のよ うに述べている。  

 

もはやそれらは「セル フエンプ ロイメント 」ではなく、「テク ノストラ クチュ

ア・ マネ ジメ ント 」型 企業 群の 登場 であ り、「 二重 構造 」解 消の 所産 であ る、

とされるのであ る  

 

末松(1957)の述べてい る生業が 、多くは 生活 を成り立たせる 手段として 、選択

肢ではなく必然 的に行われ る行為であ ったの に対し、ベンチ ャー・ビジ ネスの創

業は、多くは企 業勤務者が 所属企業を ドロッ プアウトし、新 たに企業を 創業する

手段として成立 している点 で違いがあ る。当 時は企業等で経 験を積んだ ものが創

業をするという 理解であっ たが、現在 では、 就学時に情報技 術を習得し 、在学中

や就職を経由せ ず創業する ケースもあ り、多 様化している。  

成長過程につい て、雇用を 開始した 後は、相 当の規模へ拡大 をしていく か、も

しくは小規模事 業者のまま とどまるか につい ては、企業の「 適正規模」 の議論に

あらわされる。  

2015 年に初めて刊行 された小 規模企業白 書に おいて、小 規模事業者 の実態を分

析しており、小規 模事業者は 事業者数 の 86.5%、従業者数の 25.8%を占めている

が、売上高 としては 10.3%にとどまってい ると ある。組織 形成を行う に際しては 、

従業者の存在は 不可欠であ るが、常用雇用 者 がいない小規模 事業者 は 334 万者中

の 151 万者であり、 半数弱であ る。  

和田(2016)は、小規模企業 振興法の制 定過程 について、1999 年中小企業基本法

改定時において、その政策 理念が「大企 業との 格差是正」から、「独立 した中小企

業の多様で活力 ある発展」 に変化した 結果、 後退をした小規 模企業への 支援に対

して、小規模企 業を重視し なおす位置 づけで あったと指摘し ている。  
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2.2 事業承継  

小規模企業白書(2015)によると、事 業承継に ついては、小規模 事業者の 44.6%

が「創業者 であり、事業承継の 経験はない 」としており 、49.1%が、「 親から事業

承継をした」とあ る。事業承 継のきっか けにつ いては、「先 代経営者 の経営・事業

から の引 退」が 57.1%であ る。 現経 営者 が 先 代経 営者 から 事業 承継 を する 際に 、

重要と考える引 き継ぎ項目 としては 、「事業 に 必要な専門知識・技術の習得 」、「経

営知識一般（財 務・会計を含 む）」、「販売先・仕入先・支援機 関等との人 脈」など

が上位を占めて いる。組織に関連 する質問 項目 は「従業員 との人間関 係について 」

のみであり、回 答もわずか である。こ れらの ことから、小規 模企業にお いては、

従業者数で 20 人以下と定 義があるも のの、 個人事業では組 織が存在し ていない

か、従業者がい る場合でも 事業承継に ついて 、組織形成は重 視されてい ないとい

うことが考えら れる。  

 

表 5-3 現経営者 が先代経営 者から事業 承継を する際に、  

重要と考える引 き継ぎ項目  

  引 き 継 ぎ 前 に 引 継 を

受 け て お い て よ か っ

た 項 目 (n=3,256) 

引 き 継 ぎ 前 に 引 継 を

受 け て お き た か っ た

項 目 (n=3,256) 

事 業 に 必 要 な 専 門 知 識 ・技 術 の 習 得  33.8  6.5  

経 営 知 識 一 般 （ 財 務 ・ 会計 を 含 む ）  15.8  19.0  

販 売 先・仕 入先・支 援 機 関 等 と の 人 脈  24.1  4.1  

資 金 調 達 の ノ ウ ハ ウ  2.0  9.0  

事 業 の 実 態（会 社 の 売 上・利 益 の 金 額

や 推 移 、 事 業 の 好 不 調 等）  

3.0  7.1  

業 界 慣 行  4.4  4.3  

市 場 や 顧 客 の ニ ー ズ の 把握 の 仕 方  1.6  5.4  

会 社 の 借 入 金 や 資 産 の 金額  1.2  4.9  
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先 代 経 営 者 の 個 人 資 産・借 り 入 れ の 内

訳 ・ 金 額  

1.1  4.1  

従 業 員 と の 人 間 関 係  2.9  2.1  

各 種 手 続 き の 対 応 の 仕 方  0.7  4.0  

そ の 他  1.0  1.9  

特 に な い  8.4  27.6  

資 料 ： 中 小 企 業 庁 委 託 「 小 規 模 事 業 者 の 事 業 活 動 の 実 態 把 握 調 査 」 (2015 年 1 月 、 (株 )日 本 ア プ ラ イ ド リ サ ー チ 研 究 所 )  

(注 )本 設 問 は 複 数 回 答 で あ る が 、本 図 で は「 引 き 継 ぎ 前 に 引 継 を 受 け て お い て よ か っ た 項 目 」、「 引 き 継 ぎ 前 に 引 継 を 受 け て

お き た か っ た 項 目 」 と も 回 答 の 上 位 1 位 を 集 計 し て い る 。  

出所：中小企業 庁(2015) 

 

2.2 第二創業  

 「第二創業」 については 、現在事業 を営ん でいる事業者が 、新たな成 長を目指

し、取り組む事 業活動であ ると認識さ れてい る。  

 村上=古泉(2010)では、小企業にお いて、事 業を承継した経 営者の 9 割が経営

革新 (注 12)に取り組んで おり、事業 承継直前の 業 績や後継者の年 齢、他社で の勤務

経験の有無、先 代経営者の 承継後の経 営への 関与状況などの 諸条件によ り、経営

革新への取組み の有無が左 右されると してい る。  

 

  

 
12 村 上 ＝ 古 泉 (2010)で 述 べ ら れ て い る 経 営 革 新 は 、中 小 企 業 等 経 営 強 化 法 で 定義 さ れ て い る
取 組 み よ り も 広 義 に 解 釈さ れ て い る 。 具 体 的 に は、1 新 た な 事 業 分 野 へ の 進 出 、2 新 商 品 ・
新 サ ー ビ ス の 開 発 ・ 販 売、 3 新 た な 顧 客 層 の 開 拓 、4 取 引 先 の 選 別 、5 製 品 ・ サー ビ ス の 新
し い 生 産 方 法 や 新 し い 提供 方 法の 開 発 、6 新 た な 経 営 理 念 の 確 立、7 従 業 員 の 経 営 参 加 や 権
限 委 譲 、8 店 舗・ 工 場 ・ 事 務 所 な ど の 増 設 ・ 拡 張 、9 新 部 門 や 子 会 社 な ど の 立ち 上 げ、10 不
採 算 部 門 な ど の 整 理 、11 経 営 幹 部 の 交 代 、12 社 内 の 情 報 化 の 促 進 、13 そ の 他 で あ る 。  
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2.3 両利きの経営  

 March(1991)は、 組織学 習に おけ る探 索と 深化に つい て指 摘し てい るが 、知の

探索と知の深化 について両 方のバラン スをと り、イノベーシ ョンのジレ ンマを解

消する方法 として、 多くの企 業事例を 研究し 、ambidexterity(両利きの経営)を提

唱したのが 、O'Reilly ＆Tushman (2016)であ る。O'Reilly & Tushman (2016)は、

破壊的イノベー ションに直 面をした企 業が、 イノベーション のジレンマ を克服す

るため の方法 として 、知 の探索(exploration)により 、新結 合を実 現さ せ、知 の深

化(exploitation)により、収益 化を目指す、両 利きの経営(ambidexterity)について

提唱している。 両利きの経 営において は、イ ノベーションを 、技術と組 織能力の

マトリクスで表 現する 、イノベー ションス トリ ームという概念 が用いられ ている 。

両利きの実現に 際しては、 ①明確な戦 略意図 、②経営陣の保 護や支援、 ③対象を

絞って統合され た適切な組 織アーキテ クチャ ー、④共通の組 織アイデン ティティ

を必要とすると している。事 例の中で は USA トゥデイや、チバ ビジョン、フ レク

ストロニクスな ど複数社が いかにして 両利き の経営を実現で きる組織を 形成した

かについて解説 している 。知の探 索(exploration)と知の深化(exploitation)を合わ

せて行いうる組 織を形成す ることが成 功につ ながるとしてい る。  

 事業承継環境 下の中小企 業において も経営 革新は行われて いるものの、経営者

個人の能力に依 存した取り 組みに限定 される ことが多く、両 利きの経営 で述べら

れるような組織 的な取り組 み状況につ いては 不明瞭である。いざ組織的 な取り組

みを行おうとす る場合にも 、両利きの 経営に 求められるよう な、リーダ ーおよび

マネージャー人 材について 、中小企業 の人的 資源は不足して いるとみら れる。他

方少ない人的資 源のなかで 、両利きの 経営が 目指している新 規事業の探 索と深化

の取組みを実現 できている 企業は存在 してい る。以降につい ては小規模 企業なが

ら探索と深化を 実現させた 企業につい て、ケ ース・スタディ を行い、成 功の背景

を考察するもの とする。  
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３．事例研究  

3.1 研究手法  

 小規模企業と 定義をして も、雇用の 有無や 業種形態、小企 業者か否か など、多

様な分類が存在 する。小規 模企業の特 性につ いてモデル化す るためには、広範囲

なアンケート調 査の実施と その分析が 適当で あると考える。 しかし、多 様な小規

模企業に対して 、最適なア ンケートの 質問項 目の設定が可能 なのであろ うか。本

研究は、小規模 企業の第二 創業におい て、両 利きの経営が「 どのように 」実現可

能かを考察して いく取り組 みである。  

リサーチ問題が 何に焦点を 当てるか 、「何 が」 について、探索 的とするな らば、

探索的サーベイ 、探索的実 験、探索的 ケース ・スタディのよ うにいずれ を用いて

もよい。「何が」が 、「 どれほど」に関わる探 索 形態であり 、「ある 特定の経営 組織

の再編がもたら した結果は なんであっ たか」 といった識別に は、サーベ イ戦略や

資料戦略がのぞ ましい。こ れらの点か ら、本 研究においては ケース・ス タディを

用いることとし た。  

 

表 5-4 異なった リサーチ戦 略の関連状 況  

リ サ ー チ 戦 略  リ サ ー チ 問 題 の 形

態  

行 動 事 象 に 対 す る

制 御 の 必 要 性  

現 在 事 象 へ の 焦 点  

実 験  ど の よ う に ,な ぜ  あ り  あ り  

サ ー ベ イ  誰 が ,何 が , 

ど こ で ,ど れ ほ ど  

な し  あ り  

資 料 分 析  誰 が ,何 が , 

ど こ で ,ど れ ほ ど  

な し  あ り/な し  

歴 史  ど の よ う に ,な ぜ  な し  な し  

ケ ー ス・ス タ デ ィ  ど の よ う に ,な ぜ  な し  あ り  

出所：18. Yin, Robert K.（2011）より筆者作 成  
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対象企業の選定 に際しては 、組織形 成を調査 するという観点 から、現状 では組

織が形成されて おり、その 組織自体は 、現経 営者が主導で行 った企業を 対象とし

た。対象企業に ついては、 複数回の第 二創業 を試みており、 シングルケ ースであ

るが、3 回の第二創業事例 を比較評価 するこ とができるため、調査対象 としては

適切であると判 断した。情 報収集の方 法とし て、ケース・ス タディプロ トコルを

作成、数回のヒアリ ングを行 う 13とともに、取り 組み年度や組織 経緯につい ては 、

工業調 査票 や登 記簿 謄本 、 ISO9001:2015 で定義さ れて いる 書類 資料 など を参照

して、信頼性を 獲得するよ うに努めた 。  

 

3.2 企業概要 14 

株式会社昭和製 作所は神戸 市で 1919 年に創業した、船舶の ディーゼル エンジ

ン鋳造用木型や 発電所のポ ンプ部品木 型、自 動車のウレタン シートモデ ルおよび

関連する検査治 具などの軟 材加工を中 心とす る製造業である 。初代 は三菱重工 か、

周辺の仕事をし ており、後 に当社を創 業した 。創業当初は家 内工業に近 く、母親

は長男(のちの 2 代目)を背負 って 、足回しし な がら、初 代が旋盤を 操作してい た。

戦後の主な仕事 としては、 ドッグに入 構した 船に対して、部 品を現物合 わせで製

造するという仕 事があり、 ドッグへ直 接的に 仕事を受注しに 行き、ディ ーゼルエ

ンジン部品鋳造 用木型を製 作、近隣の 鋳物屋 へ依頼をして、 鋳物にして 収めると

いう仕事をして いた。長田 区近隣には 作業を 協力しあえる工 場が密接し ていると

いう強みがあっ た。  

工業調 査票(原本 消失)に よると 創業 当時は 奥 野木型 製作所 と称し てい たが、 昭

和製作所の鉄工 部（現社長 の叔父が経 営）と 木工部（現在の 昭和製作所 ）という

 
13 訪 問の 記 録 （ す べ て 2020 年 ）  

5 月 21 日 (木 )13:00～14:00 代 表 取 締 役 奥 野 成 雄 氏 、 取 締 役 奥 野 雄 大 氏  
6 月 17 日 (水 )13:00～15:00 代 表 取 締 役 奥 野 成 雄 氏 、 取 締 役 奥 野 雄 大 氏  
7 月 9 日 (木 )11:00～12:00 代 表 取 締 役 奥 野 成 雄 氏  
9 月 7 日 (月 )13:00～15:00 代 表 取 締 役 奥 野 成 雄 氏 、 取 締 役 奥 野 雄 大 氏  

14 本 稿は 、 奥 野 成 雄 氏 へ の ヒ ア リ ン グ を も と に 構 成 し て お り 、 旧 社 名 の 情 報 など に つ い て
は 、 社 内 に 蓄 積 さ れ て いる 写 真 資 料 な ど で 確 認 を 行 っ た 。  
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体制となった。 木型の製作 会社は近隣 にもあ り、木型製作所 を言う名称 を付ける

事業所が多かっ たが、当社 は鉄工も行 ってい た経緯から、昭 和製作所と いう名称

となった。なお 鉄工部は有 限会社昭和 機工製 作所となり、隣 地に存在し ている。  

創業地は、当所 近隣であり 、  3 回ほど移転の のち現在の所在 となった。  

現社長は 4 代目で あり、5 代目 の承継を行 って いる最中である 。従業員 は 15 人

ほどであり 、数年前か ら急増した 。現況 として は自動車の海外 生産化が進 む中で、

シート部分も現 地調達が進 んでおり、 日本の 中での仕事量は 減少傾向で ある。船

舶関連の木型製 造は減少 、原発関 係の木型 製造 はほぼなくなっ たとのこと である 。

そのため海外で の受注を確 保するべく 、数年 前にインドネシ アへ進出し た。  

 歴史ある企業 であるが、 先代以前は 町工場 的であり、企業 らしい状況 ではなか

ったが、現社長 就任後は色 々と制度整 備を進 めた。  

 資料について 、戦前の記 録は焼失し ており 多く残ってはい ない。社長 入社以前

の資料について は前社長並 びに前社長 の弟の 記憶や、多少残 っていた資 料を基に

再構成をした。昭 和 30 年以降の記録に 関して は、木型の写真や、旅行 の写真など

はあった。工業調 査票以外の 多くの資料 につい て処分してしま っていた。創 業 100

年を迎え資料の 重要性に気 付いたため 、今後 残していきたい と考えてい る。  

 以降について 、現社長で ある奥野成 雄氏が 行った三件の第 二創業につ いて取り

上げ、その際の 組織につい て考察を行 う。  

 

3.3 手工業実施期―建築工事業への進出  

現社長は 1981 年に入社以降、しばらく作 業者 として従事して いた。1980 年代

は好景気なこと もあり、自 動車シート のモデ ルが忙しく (注 15)、創業事業であっ た

船のエンジン用 木型製造は やめようか と検討 したくらいであ った。なお 検討はし

たが、先代社長 の意思のも と木型事業 につい ても継続するこ ととなり、現在も当

 
15 当 時は 自 動 車 1 車 型 当 た り の グ レー ド 数 が 多 く、 普 及 価 格 の 乗 用 車 で も、 グレ ー ド が 数
十 種 類 あ り 、シ ー ト 型 でも 100 弱 ほ ど あ っ た 。 な お 自 動 車 の シ ー ト は モ デ ルチ ェ ン ジ 期 に 多
く 受 注 が あ り、 世 間 の 好況 不 況 と 時 期 ず れ が あ る 。  
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社の主要事業の 一つとなっ ている。1992 年頃、世間でバブ ル経済によ る好況が終

わったあとでも 当社は好況 であった。 その後 、世の中が不況 になるに従 い、当社

の受注も落ち着 いたため、 減少した自 動車シ ートモデル事業 の穴を埋め る新規事

業の探索をして いた。1995 年で、社長 が 32 歳のころ、阪神・淡路大震 災があり、

当社の建物も建 て替えを余 儀なくされ 、建て 替え中は加工設 備が使えな いことか

ら、別の業務で 食い扶持を 確保する必 要があ った。震災後の 街を見て、建築需要

が増えると見越 した奥野氏 は、いとこ が建築 関係の業務に従 事しており 、また自

らも建築に興味 があったこ ともあり、 内装工 事業を開業する こととなっ た。開業

に際しての設備 投資も 100 万円以下と低廉 な こともあり、事業展開 について 、当

時の社長からは 見守りの姿 勢を示され た。作 業としては、軽 天と呼ばれ る軽量鉄

骨下地や内装ボ ードの施工 を行ってい た。店舗 の建築などに関 与したもの の、1 年

ほどで工事事業 から撤退し た。当該 事業で雇 用をした人員の うち 1 名が 、工事業

撤退後も当社に 残留してお り、当社に おける 奥野氏初めての 部下になっ た A 氏で

あった。工事業 撤退後は木 型等モデル 製作事 業に注力するこ ととなった 。  

 

図  5-1 組織図Ⅰ（1981 年～2001 年）  

 
出所：ヒアリン グをもとに 筆者作成  

 

代表取締役
（社長の叔父）

主に経理

専務取締役
（社長の父）

主に工事、現場

奥野成雄氏
（現代表取締役） 職人 職人 職人 ・・・

※ 1 1989 年 に 社 長 交 代 が あ り 、 上 手 の 代 表 取 締 役 が 会 長 、 専 務 取 締 役 が 社 長 に 就 任
し て い る 。  
※ 2 奥 野 成 雄 氏 は 、 当 初 は 一 作 業 者 で あ っ た が 、 1995 年 頃 か ら 、 見 積 や 請 求 も 担 当
し て い る 。  
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3.4CAD/CAM による生産方式への変更期  

自動車のシート モデル製作 について 、当初は 手作業で製作を していた。 その後

2002 年に CAD/CAM 導入、2004 年に 3 軸加 工ルーター、以 降設備導入 を重ね 、

現在では３DCAD でデータを製作 、5 軸加工 機で加工を行う という状況 になって

いる。機械化を した現状に おいても、 材料の 特性を見極めた 設計や、仕 上げ工程

における刃物を 使った仕上 げなど、手 作業の ノウハウが生か されており 、デジタ

ルとアナログの 融合が当社 の強みであ る。  

設備導入の経緯 について以 下に整理を する。  

2002 年の CAD/CAM については、 顧客から 図面情報をデー タにて受け 取る必

要があったので 導入をした 。当初の使 用方法 としては CAD ソフト上で 図面情報

を見て、作業を するか、外 注出しをし ていた 。表層的なソフ ト利用だけ では主要

顧客からの評価 が得られず 、2004 年に CAD/CAM から加工データを流 し込むこ

とができ る 3 軸加工ルー ターを、 約 3,000 万円で導入した。 自動車のシ ートモデ

ル製作を行う企 業のなかで は遅めの導 入であ ったが、顧客か ら、設備導 入をしな

ければ今後の発 注は期待で きないと言 われ決 断した。造船や ポンプ用の 木型製造

のみであれば、300 万円程度の木工加 工設備 でよかったが、 当社として は創業来

最高額の設備投 資へ踏み切 った。投資 に踏み 切れた理由とし ては、当時 優秀な職

人が複数おり、 船舶のディ ーゼルエン ジン部 品鋳造木型製作 で十分な利 益を獲得

できていたこと がある（受 注 1 件に対して、500 万円ほどの売り上 げがあり大 半

が粗利である ）。高 額な設備投 資にも拘ら ず、先代（当時会 長）は、指 摘をする こ

ともなく許容し 、見守って くれた。  

2002 年の CAD/CAM 導入当時に、 社内にて 、奥野成雄氏が 直接指示を 出せて

やり取りができ たのは 、前項で 工事事業を し ていた A 氏と 、のち に入社をし た B

氏のみであった 。ソフト導 入は対外的 要因で あったが、加工 機導入は社 長の自発

的な行動であっ たため、思 い入れも深 かった 。2004 年当時、奥野成雄 氏は 41 歳

であったが、A 氏と B 氏 の両名を呼 び出し次 のように語った 「CAD もうまく使

いこなせるよう になり、加 工機も導入 してい きたいと考えて いるので一 緒にやろ
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う、うまくいけば みんなで楽 しく過ごせ るよ うになる」。社長にとっ て、初めてで

当時は 2 名だけであっ た腹心の部 下とともに 始めた CAD/CAM を用いた生 産方

式への移行であ るが、立ち 上げ半年は 仕事が あまりなかった 。A 氏は、工場の一

角に作った CAD ルームに籠り 、データの 作成 や習熟を一人で 行っていた 。  

先代社長からは 、「 パソコン (注 16)を導入したの なら、すぐにで きるはず 、色 々

製作して欲しい 」と拙速な 対応を迫ら れたが 、納入できるよ うな品質の 製品はで

きなかった。当 時の作業環 境として、 手作業 での加工がほぼ すべてであ ったこと

から、パソコン を使った業 務は「主要 な仕事 」とみなされて いなかった。ただし

その環境下にお いても、先 代社長や古 参社員 からは、指摘は なく、新し い事業を

見守ろうという 雰囲気が社 内にもあっ た。見 守りの雰囲気が 醸成された 背景とし

ては、当 該事業のコ アメンバー である A 氏 は 建築作業者出身 であり 、本業の 木型

製作には適性が 発揮されな かったため 、結果 として兼務（既 存）を期待 されなか

ったということ がある。ま た、A 氏は、古参 社員たちから、 人間的に好 かれてい

たため、完全な 放置状態で はなく、仕 上げな どでは、古参社 員からの手 助けを得

ることができた 。  

仲の良い顧客か らは、「 設備を入れ ても使いこ なせなければ意 味がない」と 指摘

をされ、A 氏が専任の CAD 担当者として 1 年間ほど取り組 んだ結果、 顧客から

の発注が来るよ うになった。発注が増え ると ともに、社内の認 識も、「 おぼつかな

い新規事業」か ら、「 当社の事業 の柱の一つ 」 へと変化するよ うになった 。  

後発であった当 社が他社に 追いつく ことがで きた要因の一つ としては、 同業他

社と比較しての 、主力事業 の違いがあ る。同 業他社は、木型 製造業から 創業しつ

つも、主力事業 は金型製造 へ、業態転 換をし ている企業が多 かった。木 型 1と金

型を同時に製造 している他 社では、後 工程で ある金型製造に おいて修正 をして最

終製品化すれば よいという 思想のもと 、木型 の精度を深く追 求しない企 業もあっ

た。しかし当社 は、木型を 他社へ鋳造 モデル として引き渡す 、モデル専 業メーカ

ーとしての位置 づけで製造 をしている ため、 細部にわたり妥 協のないモ デルづく

 
16 筆 者注 ： CAD/CAM シ ス テ ム の こと を さ す  
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りができている 。それゆえ に、木型金 型専業 メーカーと比較 して当社製 品の品質

は高いと、社 長は語って いる。加え て、1985 年から継続して 社長が、自動車用シ

ートモデルの主 担当であっ たため、顧 客との コネクションが 強固であっ たことも

要因である。  

2011 年に、奥野成 雄氏が代表 取締役に就 任を した（当時 49 歳、先代 は 78 歳で

あった）。先 代は社長退 任後会長に 就任し、約 6 年間当社の動向を 支えていっ た。

社長が、当時主 力事業とし て注力でき たのは 、従来事業であ った木型事 業につい

て先代が管理職 としての役 割を担って いたこ とにより、負荷 が軽減され ていたこ

とが理由である と述べてい た。  

その後 2016 年に先代は 病気を理由 に引退を した。交代に際 しては社長 の母親

（前社長の妻） から「この タイミング で後退 してはどうか」 とのアシス トもあっ

た。  

 

図 5-2 組織図Ⅱ （2002 年～2011 年）  

 

出所：ヒアリン グをもとに 筆者作成  
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図 5-3 組織図Ⅲ （2011 年～2013 年）  

 

出所：ヒアリン グをもとに 筆者作成  

 

3.5 ISO の導入と海外展開期  

奥野成雄氏は ,リー マンショッ クによる不 景気 も経験する中で 、雇用 を継続させ

ることへの重圧 を感じてい た。そのな かで、2003 年に C 氏と D 氏が入社し た。

当時の奥野成雄 氏は社長で はなかった が、先 述の A 氏、B 氏と合 わせて 4 名 の自

ら採用した部下 をもち「み んなで楽し い仕事 ができるように なれば」と 考えるよ

うになった。  

顧客からは「機 械を保有し ているだ けで発注 ができるわけで はない」と 言われ

て、業務品質向 上へ真剣に 取り組んだ 。社長 曰く、木型製造 業自体はだ いぶん以

前より斜陽業種 であったが 、国全 体や業界 全体 がつらい時期に は支援策も あるし、

そこまで負荷を 感じていな かった。た だし 2015 年頃に、主要顧客 の工場が突 然

閉鎖された際に は大変苦労 をした。世 の中全 体は不景気では なかったた め、公的

支援もなく、当 社だけが苦 労をしたと 考えて いる。  

 その後、 ISO の取得に向 かい取り組 むこと となった。取組 の契機とし ては、同

業の社長からの 助言がある 。海外進出 をする 際に役立ち、ま た取得過程 において

専門家から助言 を受けられ ることへの 期待が あった。当初は 社内の理解 も少なか
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ったが、2017 年ごろになると 、必要性を 理解 してくれるよう になった。  

並行して、イ ンドネシア 法人の設立 にも取り組 んだ。進出の 契機として は、2013

年前後に、顧客 からの下請 け企業検査 で同席 した同業の社長 から、これ からは海

外へ進出すべき と言われた ということ がある 。言われた当時は 業務も繁忙 であり、

あまり本気には していなか った。それか ら 1 年後に、く だんの同業 社長から 、海

外進出のための 視察に誘わ れ、タイ とベトナ ムへ見学に行っ た。その 後 1 年たっ

て、社長より電話 があり 、「当社はイ ンドネシ アへ行く(進出する)からパ ートナー

として早く来て ほしい」と いわれた。 その企 業は、海外では 、同社が得 意な金型

製造へ経営資源 を集中し、 モデル製作 につい ては力量を評価 している当 社へ依頼

をしたいという 意図での打 診であった 。イン ドネシアについ ては、進出 先として

は定番のタイや ベトナムよ り、自動車 シート モデルの調達商 流が未確立 であった

ことから新規参 入がしやす く、視察し た際に も、現地サプラ イヤの品質 が低く、

競争優位がある とみられた ことから、 海外進 出先としては最 適と評価し た。  

具体的な打診で あったが、 奥野成雄 氏は迷っ ていた。理由と して、現地 でのマ

ネジメント人材 の確保がで きていない ことが あった。自身が 行くのが最 も確実で

あるが、社長に 就任してま だ数年であ り、経 営基盤強化が必 要な時期に 国内を放

置していくこと はできない 。そのよう なとき に、当時取引先 であった E 氏との出

会いがあった。 E 氏は、奥 野成雄氏か らイン ドネシア法人の 話を聞くと 、自分に

責任者をさせて ほしいと直 談判をして きて、 会社を退職した ので雇用し てほしい

との申し入れを してきた、 熱意を評価 した奥 野成雄氏は、  2014 年 2 月に入社さ

せ、国内で半年 ほど研修し たのちイン ドネシ ア法人の設立準 備へ赴任さ せた。  

その後、奥野成 雄氏の子息が 2 名、5 月と 7 月に入社し、海 外法人を任 せられ

る体制が整った 。当社とし ては、CAD 設備導入 よりさらに大き な意思決定 であり 、

社長交代後 2 年での大きな行動 であった が、 それでも当時会 長であった 先代は 、

批判や大きな指 摘をするこ ともなく、 理解を 示した。社長は 当時を振り 返ると、

この見守りの姿 勢に助けら れたと語っ ている 。そこから法人 設立までの 動きは早

く、同年 6～7 月ごろに立ち 上げ準備開 始、年 内年始に登記完 了、登記後すぐ に設

備を導入して操 業開始した 。子 息 2 名のうち 、長男であ る奥野雄大 氏は、入社し
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てすぐにインド ネシアへ駐 在準備を開 始した 。  

 インドネシア 法人立ち上 げの 3 か月 間につ いて、日本法 人で勤務し ている人員

が、入れ代わ り立ち代 わり教育に 出向いた 。社長が半常駐 、D 氏が 1～2 か月、A

氏 1 週間と 3 人合 計で 80 人日ほどに及 んだ。立ち上げ以降 は C 氏や D 氏が非 定

期に出張して応 援をしてい る。3 人の中で 最も 重要な役割をし ていたの は D 氏で

あり、現地スタ ッフへの指 導を行って いた。 その中から、F 氏といった インドネ

シア法人の中核 人材が育成 された。イ ンドネ シア法人につい て、立ち上 げ後は独

自の進化を遂げ ており、道 具や副資材 も日本 に劣る場合もあ るが、適合 するよう

に行動してきた 。  

管理部門につい ては、イン ドネシア の慣習に 従い適合をして きた。イン ドネシ

アは人事部門の 裁量範囲が 大きく、残業指示 に ついても、製 造のディレ クター(部

長級)より、人事のマ ネージャー(課長 級)であ る G 氏の権限が大き い。当社 の人

事マネージャー は日系企業 での勤務経 験もあ り、経理もでき る女性であ り、全社

の信頼が厚い。  

経営層としては 、奥野雄 大氏と E 氏といっ た 2 名の日本人によっ て実質経営 さ

れており、日本 からインド ネシアに対 して業 務指示が出るこ とはあまり ない。共

同受注案件など の場合のみ 、打ち 合わせを して いる。技術 情報の交換 については 、

日本とインドネ シアの双方 向で行う 。加えて 社長が毎月 1 回 、インドネ シアへ出

張をしている。 そのほか、 通常は IP 電話で コ ミュニケーショ ンをとって いる。  

インドネシアか ら日本へも たらされる 利潤と しては 2 点ある。1 点目 はインド

ネシアで受注し た業務の中 で、CAD データの 変換等を日本で 請け負い 、業務上 発

注関係になるこ とがある。 受発注の関 係によ り、利益移転が 可能になる 。2 点目

は、インドネシ アでできた 取引関係を もとに 、日本国内での 当該企業間 の取引へ

つなげていき 、日本法 人の新規受 注獲得に つな がるという点が ある。大手企業は 、

海外駐在員が 3～5 年で定期的に異動 して、 異動先としては 日本へ帰る ことが多

い。日本法人へ 戻った元駐 在員が、海 外で培 った人脈を維持 しようとし て、日本

での新規受注に つながるこ ともあると いった 事情である。  
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図  5-4 組織図Ⅳ（2014 年～2015 年）  

 

出所：ヒアリン グをもとに 筆者作成  

 

図  5-5 組織図Ⅴ（2016 年～）  

 

出所：ヒアリン グをもとに 筆者作成  
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3.6 5 代目への事業承継  

インドネシア法 人は設立から 5 年半が経 ち、 E 氏も駐在６年目とな った。一緒

に現地責任者を している奥 野雄大氏も 、駐在 5 年半になり、これ まで営業と して

アジア各地で多 く人脈を構 築してきた 。手探 りの数年であっ たが、新規 受注獲得

につながる取り 組みがみら れるように なって いる。奥野雄大 氏はこの度 、株式会

社昭和製作所の 事業承継候 補者となり 、ゆく ゆくは駐在を解 かれ、日本 へ帰国す

る時期が迫って いる。  

奥野成雄氏は、 当社の今後 について、 創業 100 年を契機に考えること とした 。

これまでを振り 返ると、生 涯経営者と して働 き続けた先代の ことや、目 まぐるし

く変わる経営環 境など、過 去の経営に おける 様々な要素があ る。今後も 事業継続

を目指すために は、経営者 としてのあ りかた と、株主として のありかた を明確に

し、適切な経営 者、適切な 従業員、そ して適 切な事業計画の もと、企業 を経営し

ていく必要があ ると考える ようになっ た。そ のためには、経 営者が生涯 現役で働

き続ける必要は なく、新陳 代謝、すな わち事 業承継も行うべ きであると 考えてい

る。将来の事業 計画を事業 承継候補者 と策定 し、あわせて事 業承継を行 うと語っ

ている。  

また財務面でも 、なるべく 苦労をさ せたくな いと考えるよう になり、長 期借入

を可能な限り現 状の体制で 解消してお きたい と考えるように なった。主 要な債務

としては、主要 取引先の工 場閉鎖に伴 う売り 上げ減が数年前 にあり、対 応のため

に借 り 入 れを 増 や した こ と があ る 。 この 借 入 の返 済 が 終わ る の もお お む ね 2026

年なので、返済 終了のタイ ミングで承 継をし たいとのことで あった。  
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４．まとめ  

1 回目と 2－3 回目の違いは何 であったか 、環 境変化はあるが 、両利き の経営に

おけるフレーム ワークを用 いて考察を したい 。  

最初にイノベー ションスト リームの観 点にお いて整理を行う 。1 回目の内装工

事業の開始は全 く新規の顧 客に対して 、工事 用の人員を採用 しての取組 みであっ

た。市場の新規 性は高く、 既存の組織 能力は 活用ができない 。既存事業 とは非関

連の取り組みで あった。2 回 目の CAD/CAM の移行について は、既存 の市場に対

してではあるが 、従来 あった手作 業の技術 要素 をもとに機械化 を図るとい う点で、

イノベーション であるとい える。3 回目のイ ンドネシア法人 設立につい ては、市

場は国内と同様 の業界であ るが、海外 の企業 という新市場で あり、組織 について

もインドネシア という日本 とは異なる 雇用環 境下での法人設 立ではある が、新市

場、新組織とも 、既存に日 本で存在し ている 経営資源をもと に行われて おり、関

連性は高い中で のイノベー ションであ ると評 価できる。  

 

図 5-6 イノベー ションスト リーム  

 

出所：筆者作成  

 

 次に、両利き の経営に求 められる要 素との 適合を考察した い。1 回目の内装工

事業の開始につ いては、戦 略的意図と しても スピンアウト対 象事業であ り、探索

と深化の両立に 際して求め られる、探 索組織 の既存経営資源 へのアクセ スについ

①  内装工事業 の開始  

③  イ ン ド ネ シ ア 法 人 設

 

②  CAD/CAM への移行  
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ても実現しえな い環境であ ったため、 事業と して成立しえな かったので はないか

と考えられる。 不成功裏に 終わった一 番の原 因としては、既 存事業の非 関連性と

いえる。  

2 回目である、CAD/CAM への移行について は、戦略的意図 もあり、技 術革新

をともなう取組 みである。 本来であれ ば、深 化部門である既 存事業（こ の場合は

手作業の部門） からの反発 や、探索事 業への 同調圧力が存在 するが、探 索事業従

事者の A 氏の人 柄から、分離と実現 を実現す ることができた 。また、管 理者とし

ての奥野成雄氏 の成長もあ り、経営陣 の関与 監督保護につい ても適切に 行われた

結果であると考 えられる。  

3 回目であるインド ネシア法人 設立につい ては 、契機こそ同業 他社であっ たが、

戦略的な重要性 もある事業 であり 、海外法 人と いう管理が難し い環境であ ったが 、

E 氏と奥野雄大 氏という両 名のマネー ジャー と、代表取締役 として組織 形成を実

現させた奥野成 雄氏の関与 監督保護の もと、 海外事業展開に よる新規顧 客獲得と

いう探索を実現 させている 。  

「中小企業経営 者が、両利 きの経営 を行うに 必要なケイパビ リティを形 成する

ために必要な要 素はなにか 」という疑 問に対 して、本章では 、中小企業 ながら両

利き経営を実現 している事 例を取り上 げた。 事例においては 、探索と進 化を推進

する組織能力つ まりはケイ パビリティ を経営 者が形成するこ とにより、 経営資源

の限られている 企業であっ ても両利き の経営 が実現できるこ とを示した 。小規模

企業においては 、人数 規模が限定 されてい るた め、特にマ ネジメント 層について 、

代替可能な余裕 のある組織 を構築する のは困 難である。ケー ス企業にお いても、

現社長入社当時 は社長をト ップにした フラッ トな組織形態で明確な組織 体系が形

成されていなか ったが、現在では組 織を形成 して、国内お よび海外 の 2 法人を運

営するに至って いる。少数 組織でも有 効に機 能する経営者のケイパビリ ティ形成

はどのようにな しえたのだ ろうか。本 ケース を通じて、ケイ パビリティ の形成に

役立った要素は 次の 3 点で あるとみら れる。  
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➀  複数回の第二創業による経営者能力の育成  

経営者の成長に より、探索 事業の成 功可能性 が高まるのでは ないかとい うこと

がある。経営者 の事業探索 能力、判断 力、組 織管理能力の向 上により、3 回目の

探索事業におい ては、事業 立ち上げま での期 間も短縮され、 その後の組 織運営も

適切に行われて いると評価 できる。  

一般的に両利き 経営のケー スにおい ては、ケ イパビリティを 有している 企業が

特定のイノベー ション行動 を取ること によっ て、成立した事 例を示して おり、ケ

イパビリティの 形成につい ては、組織 形態の 形成プロセスを 表現されて いるが、

組織形成能力に ついては深 く論じられ ていな い。両利き経営 の実現にお いては、

実現の中核とな るマネージ ャーの存在 してい ることがその成 功要因であ るが、教

育する余裕のな い小規模企 業が、どのよう にマ ネージャーを獲 得するかと いえば 、

承継候補者とい うマネージ ャー候補者 の入社 と、第二創業の 実施という 成長機会

の獲得により、 なすことが できると考 えられ る。加えて、第 二創業は実 施者の能

力が相応に高く ないと実現 ができない 取組で あることから、実現者が複 数回の第

二創業を経験す ることによ り、その能 力を形 成していってい るというこ とが言え

る。本ケースに おいても、 回を重ねる 毎に実 現までの期間が 短くなり、 成功度合

いが高まってい ることから も示される 。  

➁  承継者による見守りの役割  

新規の取組みに おける経営 者の見守 りは重要 である。奥野成 雄氏いわく、いず

れの取組みにお いても、先 代経営者に よる見 守りがあり、具 体的な助言 や労力の

提供を受けたわ けではない ものの、先 代経営 者の承認のもと 事業を行え たことに

より、周囲の理解を 得られ、また、安心 して事 業推進ができた と述べられ ている。

おおくの小規模 企業におい ては、代表 者がマ ネージャーであ り、管理者 の枠割を

担うため、マネ ージャーの 行動を見守 る役割 の職位は存在し ない。だが 小規模企

業においても、 事業承継期 においては 、後継 者たるマネージ ャーと、見 守る現社

長という 2 人の管 理職が存 在しうるた め、経 営者が見守りの 役割を担う ことが可

能になる。なお 、後継者が 管理職とし て行動 を始め、代表者 となるまで の期間の
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うち、事業承継 においては 、代表者が 承継準 備を始め、後継 者への代表 交代まで

の期間を事業承 継計画とし て定めるこ とから 事業承継期を当 該期間とす ることが

あるが、広義に 解釈すると 、後継者が 実務を 通じて経営者能 力を形成し 始めると

きから事業承継 は始まって いると考え られる 。本論文では事 業承継期を 広義に解

釈することで、 代表者が承 継準備を始 めるよ り前の後継者能 力形成の重 要性につ

いても言及した い。  

③  次世代経営者が社員を採用することによる組織の形成  

小規模企業の事 業展開にお いては、 経営者が 自ら、自己の経 営思想と合 致する

人材を採用し、 社内の構成 比を高めて いくこ とにより、組織 が形成され るという

ことがある。ケ ース・スタ ディにおい ても、 事業としては失 敗であった といえる

内装工事事 業から 、その後の CAD/CAM 導入という現 在の当 社におい て欠か せ

ない、エポック メイキング を行うコア 人材が 生まれたという 経緯が判明 した。事

業探索の過程に よる人材の 発掘と育成 という 効果が、組織が 形成されて おらず、

採用や教育をシ ステム的に 行うことが できな い小規模企業に とっては、有用であ

ったと評価でき る。  

以上のように 、本章で は第 3 章で 定義した「 中小企業経営者 が、両 利きの経営

を行うに必要な ケイパビリ ティを形成 するた めに必要な要素 はなにか」 という疑

問に対して、両 利きの経営 を実現した 中小企 業での事例研究 をもって考 察を行っ

た。結果と して、代表取締役 が行ってき た 3 つ の第二創業事例 をもとに考 察した。

複数の第二創業 により経営 者能力の育 成がな されたことと、 先代経営者 による見

守りの重要性、 後継者が新 たに社員を 採用し て組織を形成す ることで組 織掌握が

なされていく過 程などが明 らかになっ た。  
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第 6 章  中小企業の事業承継時の後継者能力の形成についての  

ケース分析  

－両利きの経営の手段としての海外子会社のマネジメント－  

 

１．はじめに  

 本章では、第 3 章で定義 した「後継 者のマ ネジメント及び アントレプ レナー経

験が、経営者能 力形成にお いてどのよ うに貢 献するのか」と いう疑問に 対して、

中小企業での事 例研究によ り考察を行 う。  

社会の成熟化、医療 の発展など、さまざまな 要 素の結果、高齢化が 進んでいる 。

2021 年の日本における平 均年齢は 45.65 歳で あり、2001 年の 41.41 歳と比較す

ると、4 歳高齢化 している 。年齢 3 区分 別人口 で見ると、65 歳以上の老 年人口は、

2021 年現在、3,111,587 人であり、 日本人人 口における構成 比は 23.40％となっ

ている。中 小企業白書(2019)によると 、経営 者の平均年齢も 上昇の一途 をたどっ

ており、1995 年には 47 歳であったの が、2018 年では 69 歳となり、高 齢化が進

んでいる。  

 

図 6-1 年代別に 見た中小企 業の経営者 年齢の 分布  

 

出所：中小企業 庁(2019) p.76 図 2-1-3 
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 高齢化が進む 中では、次 世代経営者 への事 業の引き継ぎ、 すなわち事 業承継の

推進が課題とな っている。 事業承継の 類型に は、親族内承継 にはじまり 、役員・

従業員への承継 や、社外か らの経営者 の招聘、M&A など様々あるが、いまだ主流

は親族承継であ る。中小企 業の特徴と して、 オーナーシップ すなわち株 式や事業

用資産の所有と 、リーダー シップすな わち代 表取締役として の経営権の 所有が一

体に行われてい ることがあ り、相続等 と連携 させるとオーナ ーシップの 移転がし

やすいことから 親族承継は 事業承継に おける 主流であり続け るとみられ る。  

 では、オーナ ーシップと リーダーシ ップの 移転が完了すれ ば、企業経 営は問題

なく行われるか というとそ うではない 。経営 者には、組織を 統括し、事 業の企画

推進を行うなど、広 範囲に渡る 能力が必要 に なる。三井(2002)は、中小企業 経営

者の世代交代を 「第二創業 」としてお り、次 世代経営者の能 力形成につ いて述べ

ている。  

高度経済成長期 の創業者は 、スモー ルビジネ スを立ち上げた 後、事業拡 大と組

織拡大をしなが らマネジメ ントスキル を培っ てきた。久保田(2011a)は、社外経験

ならびに承継前 の新たなプ ロジェクト 遂行が 次世代経営者の 育成に貢献 している

と述べている。社会 的背景とし て、高度経済 成 長下では、市場が拡 大をしてお り、

新規参入もしや すいという ことがあり 、経営 者能力をゆるや かに形成す る環境が

整っていたとい える。現在 においては 、新た な市場が発生す ることも少 なく、後

継者が経験を積 みにくい環 境になって いる。久 保田(2011a)においても、経済成 長

が進まない現状 下において は、本業の 事業拡 大に取組能力を 形成するこ とは難し

いと指摘してい る。  

では、これから 経営者にな る事業承 継候補者 は、どのように 、これから 就任す

るポジションの 能力を形成 するのか。 経営者 に就任する前に 経験者とし て必要な

経験を積むとい うのは、一 見すると矛 盾した 要求なのではな いかと考えられる。

矛盾しながらも 、必要性を 認識すると ともに 、実現のための 方策を検討 したいと

の思いが本章の 端緒である 。  

 本研究におい ては、わが 国は低経済 成長下 であるという環 境を乗り越 え、海外

展開を行ってい る中小企業 に注目する 。中小 企業における海 外子会社の マネジメ
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ント経験が、後 継者の能力 形成におい てどの ように貢献する のか、構成 要素を探

索することを目 的とする。  

海外子会社のマ ネジメント 経験が後継 者能力 形成に役に立っ たという結 果だけで

なく、どのよう な構成要素 が具体的に 貢献を したかを明らか にすること により、

後継者の能力形 成に必要な 新たな環境 要素を 提示することを 目指す。  

 

２．先行研究の整理  

 経営者能力に ついて、清 水(1983,p.6)は、経 営者の機能を、 将来構想の 構築、

戦略的意思決定 、執行管理 の３つであ るとし ている。これら 機能を発揮 した結

果、ある環境の もとで成果 が創出され 、新し い環境として形 成される。  

 

図 6-2.経営者能力の経 路  

 

出所：清水(1983)p.6 

 

 さらに、経営 者の能力に ついて、清 水(1983,p45)は、経営者の個人 特性が、経

営者の機能別に 発揮される ものとして おり、 主には将来構想 と意思決定 にて作用

する「信念を持 つ態度 」「先見性 ある態度 」「 その他の企業家 精神」と、 意思決定

と執行管理にて 重要な「人 間尊重の態 度」「 科 学的態度」「その他の 管理者精

神」、将来 構想から執 行管理まで のすべてに 重 要な「強靭な肉 体を重視す る態

度」、「知識を重 視する態度 」としてい る。  

 

属  性  
経営者  

能力  

意思決定  

（戦略）  

意思決定
の結果  
（構造）  

成  果  
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３．事例研究  

3.1 研究手法  

 本章において は、事業を 引き継ぐ後 継者の 能力形成につい て考察して いる。能

力形成における 環境要素を 探索するこ とが目 的であるが、対 象の成長背 景や、意

思決定など、数 値化しがた い定性分析 を行う こととなる。分 析手法につ いては、

田村(2016)にある 、経営事例 の物語分析 によ るものとする 。本分析 手法を選定 し

た理由としては 、本調査の 対象事例と するた めには、観察者 と長期的援 助関係を

構築し、より深 い聞き取り を行う必要 があり 、事業承継を行 っており、 かつ経営

を渡す側と受け る側の両方 に対してヒ アリン グする事例を多 く集めるこ とは困難

なためである。 本研究に置 いては、単 独の事 例に対して、よ り深く考察 すること

とし、量的な分 析は、本研 究における 今後の 課題としたい。  

 田村(2016,p15)によると、「日本 語の物語と いう日常用語は、英語におけ るスト

ーリー(story)と、ナラティ ブ(narrative)の両方 の意味を含み両 義的である 。」とし

ており、創作で あるストー リーに対し て、事 実だけで構成さ れるナラテ ィブがあ

る と し て い る 。 物 語 分 析 に お い て は 、 ス ト ー リ ー (story) で は な く ナ ラ テ ィ ブ

(narrative)を扱うもの であるとし ている。  

「物語」の記述 においては 、始点と 終点を設 定する。ある事 象において 、物語

の結末であり、 分析の対象 となる時点 を終点 として、過去に さかのぼり 、個別連

関の重要性を最 終結果に照 らして評価 して、 始点を設定する ものである 。中間点

である「出来事 」について は、必ずし も時系 列で記載するわ けではなく 、長期持

続している事象 や、単発の 出来事を因 果関係 で系列化し、経 路依存を発 見するに

もちいる。  

 事例について 、物語分析 にて分析を 行った 後に、考察とし て、前章の 考察にて

延べた、現経 営者がケイ パビリティ の形成に 役立った 3 要素で ある、① 複数回の

第二創業による 経営者能力 の育成、②  承継者による見 守りの役割 、③  次 世 代

経営者が社員を 採用するこ とによる組 織の形 成  との適合に ついて 、考察を行 う。 
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3.2 調査対象者、分析の対象期間、物語分析におけるフレームについて  

 本事例 のイ ンタビ ュー対 象で ある、 奥野雄 大氏(以降 雄大氏 と呼称)は、前 章で

取り扱っ た、 神戸市 に所在 する 株式会 昭和製 作所(以降 、当社 と呼称)の取締 役で

あり、現代表取締 役である奥 野成雄氏(以降、雄大氏が当社へ 入社するま では、成

雄氏と呼称、入社 後は社長と 呼称)の長男であ る。大学卒業後、他 社に勤務し てい

たが、2014 年、当社へ入社し た。現在 は事業 承継候補者とし て、将来 の承継に向

けた準備が進め られている 。  

本分析における 終点は、2021 年 9 月現在とし 、始点は、当社入 社前のキャ リア

形成過程とした 。始点の設 定理由とし ては、 当社入社前の職 業経験が、 雄大氏の

能力形成には有 効に作用し ているので はない かとの仮説を有 しているた めである 。

佐藤(2019)は、日 本政策金融 公庫総合研 究所 が実施した 、中小企業 の事業承継 に

関するアンケー トをもとに 、経営能力 と戦略 ・施策そしてパ フォーマン スの関係

性について分析 をした結果 として、後 継者の 職業キャリア、 特に異業種 他社経験

の有用性につい て指摘して いる。本分析も佐 藤(2019)の分析結果を 参考に 、入社

前の経験や意思 決定につい て、入念に インタ ビューを行うこ ととした。節目の出

来事については 、当社入社 と、当社入 社後に 雄大氏が経営者 として初め ての成功

体験であったと 語っている 、大手自動 車メー カーとの取引開 始を対象と する。  

なお、インタビ ューに際し ては、ケ ース・ス タディプロトコ ルを作成、数回の

ヒアリングを行 う (注 17)とともに、取り組み年 度 や業績について は、会計帳 簿や社

内資料を用いて 確認を行っ た。  

 

  

 
17 訪 問の 記 録 （ す べ て 2021 年 ）  

8 月 30 日 (月 )15:00～17:00 取 締 役 奥 野 雄 大 氏  
9 月 7 日 (火 )15:00～17:00 取 締 役 奥 野 雄 大 氏  
9 月 27 日 (月 ) 15:00～17:00 取 締 役 奥野 雄 大 氏  
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図 6-3 本分析の フレーム  

 

出所  筆者作成  

 

3.3 物語 1 当社入社前までの教育、社会人経験  

（生育時の当社との関り）  

 雄大氏は、株式会社昭 和製作所の 代表取締役 である奥野成雄 氏の長男で ある。株

式会社昭和製作 所は、1919 年創業の 100 年企 業であり、雄大氏は、幼 少期から 当

社との接点があ った。当時 は本社社屋 の上階 に、親族が居住 していたた め、定期

的に親族が集ま ることがあ り、会社を 横目に 見る機会があっ た。また、 当社は木

工の道具が豊富 にあるため 、夏休みの 自由研 究では、社内の 設備を利用 すること

があったという 。社内で工 作をしてい ると、 父である奥野成 雄氏が工作 のための

図面を作ること を手伝うと いう接点も あった 。自由工作で木 工設備を使 用するな

かで、雄大氏に 対する周囲 の評価とし ては、 あまり木工に向 く手先の器 用さがあ

るとは思われて いなかった 。ただし、 小学生 の工作技術と職 人の加工精 度を比較

して評価をする ことは難し く、実態は 不明で あるが、幼少の 体験からは 、自分は

職人に向いてい るという感 想は持てな かった そうである。  

 

  

終点  
(経営者能力の獲得) 

始点  
(経営者としての素養 獲得) 

物語１  
当社入社前まで の
教育、社会人経 験  

物語２  
インドネシア法 人

の立ち上げ  

物語３  
インドネシアで の

重要顧客獲得  

定性評価（イン ドネシア法 人売上推移 ）  
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（大学時代）  

 大学は、関西 学院大学商 学部を卒業 してい る。商学部・経 営学部など の学部を

絞り込んで大学 受験をして いた。学部 を指定 した大学選びを した理由と して、法

律や経済、社会 などの学問 分野につい ては、 社会での実用性 が想像でき ず、興味

がわかなかった とのことで あった。大 学受験 当時は、自分が 当社に入社 をすると

いうことは考え ていなかっ た。大学で は体育 会スキー競技部 に所属し、マーケテ

ィングのゼミを 履修してい た。  

 

（就職活動では、当社に就職するという将来像は考えていなかった）  

 就職活動に際 しては 、成雄氏か らは、特に当 社に入社をする ような指示 はなく、

他社経験を積む ために指定 の業種等へ 就職す るというアドバ イスもなか った。ゼ

ミでマーケティ ングを学ん でいたため 、自己 の興味に従い、広告関係を 中心に就

職活動していた。そ の後、大手印刷 業や IT 企 業での内定を確 保したが、グル ープ

従業員 1,000 人規模の大手 WEB 制作 会社に 入社した。志望 の動機とし ては、雄

大氏が就職活動 をした当時 は 2007 年であり 、ネットバブル の影響があ ったとい

う。  

 

（人事へ配属、 成雄氏の働 き方とサラ リーマ ンの働き方のギ ャップを感 じる）  

 2008 年、大手 WEB 制作会社 へ入社した。当初、人事部に配属 されたが、リー

マンショックの 影響を受け 人事業務が 減少し たタイミングで 異動、その 後コンサ

ルタント職、デ ィレクター 職を経験し た。社 長の働き方を見 ていて、感 じること

があったのは、 人事部へ配 属され、働 き始め た時である。人 事部所属と いう立場

上、過度な残業 は控えるよ うに会社か らは言 われていたが、成雄氏の朝 から夜遅

く ま で 働 くさ ま を 見 て い た 雄 大 氏 は 、「 長 時間 働 く こ と を否 定 す る カ ル チ ャ ー が

存在している」 ということ に驚いたと のこと であった。  

 人事部から異 動したコン サルタント 職、デ ィレクター職に おいては、大手広告

代理店等のジョ イントベン チャー（従業員 数 10 人規模）へ出向をした。そ の後の
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出向先も従業 員 5 名程度の 小規模なコ ンサル ティングファー ムであった 。所属組

織は大企業であ るが、出向 先では、ク リエイ ティブ系小規模 企業の働き 方を体験

した。本社の人 事部の所属 していた際 は就労 環境が厳格であ ったが、出 向先では

かなりの過重労 働であり、 泊まり込み の勤務 も重ねていた。従業員の働 き方とし

ては不適切な環 境下ではあ ったかもし れない が、成雄氏の働 き方を側目 で見てい

たため、仕 事というの は決まった 時間すれ ばよ いという価値観 は雄大氏に はなく 、

過重労働にも特 に抵抗は感 じてなかっ た。小 規模企業への出 向経験は、中小企業

の就業環境を体 験すること につながっ たため 、その後のキャ リア志向に、影響が

あった。  

 出向を解かれ た後は、本 社に戻り、 営業や プロジェクトマ ネージャー を経験し

た。営業におい ては、半期 の予算が数 千万か ら数億という比 較的規模の 大きな案

件も担当し、年 上のデザイ ナーやエン ジニア を取りまとめる 機会もあっ た。  

 大手 WEB 制作会社の従 業員は、同 業への 転職や、起業す る人も多く 、自分も

転職や起業、留 学について 考えるよう になっ た。  

 

（当社入社のきっかけ（インドネシア進出に向けて、サポートを行う））  

 そのような考 えを持って いた矢先、 奥野成 雄氏から、雄大氏に、当社 がインド

ネシアにて、海 外子会社を 立ち上げる という 話を聞いた。奥 野成雄氏が 、インド

ネシアでの海外 子会社立ち 上げを雄大 氏に説 明した理由とし ては、現地 採用第 1

号社員として、インドネシ ア人人事総 務マネ ージャーを採用 する 18ので、レジ ュ

メ（履歴書）に ついて、評 価をしてほ しいと の依頼であった 。従来、成 雄氏が上

京の際仕事の話 を聞くこと はあったが 、相談 事は初めて出会 った。英語 で書かれ

た履歴書につい て、人事の 経験もある 雄大氏 ならば、見ても らえるであ ろうとの

 
18 人 事総 務 マ ネ ー ジ ャ ー を 最 初 に 採 用 し た 理 由 と し て 、 雄 大 氏 い わ く 、 イ ン ドネ シ ア で の
当 該 職 位 の 重 要 性 が あ る。 イ ン ド ネ シ ア で は 、 現 地 従 業 員 に 対 し て の 残 業 指示 な ど は 人 事 マ
ネ ー ジ ャ ー が 社 員 に 合 意形 成 を す る も ので あ り 、 日 本 よ り 、 労 働 者 の 権 利 が厳 格 に 定 め ら れ
て い る 。 当 該 ポ ジ シ ョ ンに 優 秀 な 人 材 を 配 置 で き る か で 作 業 者 の 稼 働 状 況 が変 わ ると さ れ て
い る た め で あ る 。  
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成雄氏の期待が あったそう である。  

知人の翻訳者 の手も借 りながら 、5-6 人の英 文履歴書を比 較表にし て、まと め

て渡した。成雄氏 はこの比 較表を参考 に、2014 年 6 月に採用活動を 始め、その後

秋頃採用を行っ た。雄大氏 は、この現 地採用 の準備支援を行 う中で、英 語もまま

ならないなか海 外進出しよ うとする成 雄氏の 姿を見て、心配 になったの と、自ら

の新しい活躍の 場が、当社 にあるので はない かと考えるよう になった。  

 

（入社の意向を伝え、社長から認められる）  

雄大氏は、2011 年の東日本 大震災を東 京で体 験した後、必 ずしも東京 にいる必

要はないと感じ 、東京 以外の土地 で働くか 、ま たは留学をしよ うかと考え ていた。

まさに何もない ところから の取組みで ある、 当社海外法人の 立ち上げと いう仕事

は、やりがいが あるのでは と期待して いた。  

 その後、成雄氏 に対して、当社へ入社 したい 旨を伝えた。成雄 氏からは 、「当社

事業の先行きは 必ずしも明 るいとは言 えず、 インドネシアも すぐ収益が 出るとは

限らない。また人材 が少ない為、い ろいろな 仕 事をしないとい けない」と言わ れ、

採否は数日預か ると言われ た。その後 相互で の話し合いを経 て、入社の 意思を確

認、入社が認めら れた。2014 年 8 月には大手 WEB 制作会社を退職、同 9 月に昭

和製作所へ入社 した。  

 

3.3 物語２  インドネシア法人の立ち上げ  

（日本人生産部門責任者 E 氏の合流と工場の立ち上げ）  

雄大氏は、入 社後約 2 週間 、当社扱い 製品に ついて最低限の 知識を吸収 したうえ

で、2014 年 9 月 15 日、インドネシ アへ赴任 した。赴任当初は 住居も決ま ってお

らず、インドネ シア進出の 先輩で、取 引先で もある企業の駐 在員宿舎を 間借りし

て 2 か月ほど過ご した。渡 航当初は会 社の登 記中であり、設備も入っ ていないた

め、工場工事の 進捗を見守 るか、工業 団地で 共用するオフィ ススペース にて作業



 

112 
 

をしたりしてい た。その後 同年 11 月に、イ ンドネシアでの 生産部門責 任者であ

る E 氏が赴任 、合流した。E 氏主導の 設置工事 にて、同年 11 月には生産 設備（マ

シニングセンタ ）が導入さ れた。イン ドネシ アにて購入した ものである 。合わせ

て、汎用機など 買い揃えて 、生産体制 が整っ た。  

同年 12 月には工場 が稼働開 始した。当 初の立 ち上げメンバー は、日本 人 2 名

に加え、人事総 務マネージ ャー1 名、作業者 1 名、ドライバ ー兼作業者 1 名であ

った。  

主な社内のコミ ュニケーシ ョン言語は 日本語 であり、イ ンドネシ ア人従業員は、

人事総務マネー ジャーは日 本語能力試験 N2 合 格、作業者 は、日 本語能力試験 19N4

合格、日本で技 能実習生と して経験が あった 20。  

 

図 6-4 インドネ シア法人  稼働開 始当時の組 織図  

 

出所：ヒアリン グをもとに 筆者作成  

  

 
19 公 益財 団 法 人 日 本 国 際 教 育 支 援 協 会 と 独 立 行 政 法 人 国 際 交 流 基 金 実 施 の 日 本語 を 母 語 と
し な い 人 向 け の 試 験 で ある 。 難 易 度 は 最 上 級 の N1 か ら 、N5 ま で あ る 。N4 の 目 安 は、「 基
本 的 な 日 本 語 を 理 解 す るこ と が で き る 」 で あ る 。  
20 ド ラ イ バ ー 兼 作 業 者 は 、 日 本 語 は 話 せ な い 。N4 の 作 業 者 に つ い て も 、 ほ とん ど の こ と は
わ か る が 、 詳 細 な 部 分 は人 事 総 務 マ ネ ー ジ ャ ー が 仲 立 ち す る こ と も あ っ た 。  

E 氏  
（ 製 造 ）  

奥 野 雄 大 氏  
（ 営 業 ）  

人 事 総 務  

奥 野 成 雄 氏  
（ 代 表 取 締 役 ）  

作 業 者  
ド ラ イ バ ー 兼  

作 業 者  
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（日本本社と協力しての技術の確立）  

当初の業務は、 日本本社に て主たる 事業であ った自動車シー ト用ウレタ ンモデ

ルの加工を想定 していた。 基礎となる CAD や機械操作につ いては、E 氏が日本

本社にて 10 ヶ月研修を 受け、身につ けた技術 を基礎に、イン ドネシア法 人にて、

現地の生産設備 や人員体制 に合う手法 を確立 していった。な お、インド ネシアの

人材市場は日本 と比べても 流動性が高 いが当 社においては、 初期採用の 中核社員

が７年経ってな お退職して おらず、技 術も定 着しているとい える。  

日本本社からの 技術指導と しては、社長 およ び C 氏が出張し て、手加工（主に

は研磨仕上げ技 術）につい て、現地ス タッフ に指導を行った 。社長は年 間複数回

来訪し、一度の 訪問あた り 1-3 週間とまとま った期間、指導 を行った。 C 氏は頻

度は高くないが 、来訪 時は 1 か月 程度滞在 して 指導を行った 。手加工 については 、

マニュアル化で きず、作業 の様や完成 品を見 せることが最適 であるため 、現地に

長期滞在しての 技術指導は 必要な取り 組みで あったといえる 。手加工に 関する指

導は 2016 年頃まで続いた 。以降は、 インド ネシア内で独自 に技能の向 上を行う

ようになった。 ただし、作 業内容につ いて、 日本本社とイン ドネシア法 人でのや

り取りを行うこ ともある。 やり取りに は、 IP 電話や WEB 会議ツ ール、チ ャット

ツールなどを日 常的に使用 している 。インド ネシア法人と日 本本社の時 差は 2 時

間程度であり、 コミュニケ ーションに 支障は ない。  

 

（日本人コミュニティへのコンタクト）  

 インドネシア 法人の立ち 上げから１ 年間程 度、雄大氏 は、自 身の活動に ついて、

悩んでいた。自 身のキャリ アは WEB 関係と その営業であり 、製造業に ついては

知識が豊富なわ けではなく 、製造業に ついて の営業経験もな かった。営 業として

の成果を出すた めの取組と して、これ までの 取組と比較的親 和性のあり 、かつ当

社の課題であっ た資材調達 などで、現 地に所 在する日本企業 との関係を 構築しよ

うと考えていた 。海外で日 本人が集ま る地域 には、日本人コ ミュニティ があるこ

とが多いが、赴 任当初は、 公私の区別 をつけ る目的でコミュ ニティとは 距離を置
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こうと考えてい た。ただし 、インドネ シアの 狭い日本人社会 で公私を分 けて業務

上の関係を作る というのも 難しく 、コミュ ニテ ィに溶け込むよ う、方 針転換した 。  

 当社の所在地 近辺では、 日本料理を 出す店 も数えるほどし かなく、ど の店に行

っても同じよう な人と頻繁 に会うよう になる が、その状態を 受け入れる と、知人

が増えるように なった。イ ンドネシア に進出 している企業関 係者は程度 の大小は

あれ、なんらか の困りごと を持ってい ること が多く、当社の 受注にもつ ながりや

すいという点も ある。  

 その後は、日 本人コミュ ニティに溶 け込む 活動として、ジ ャカルタ近 隣の工場

団地に所在する 中小企業の 現地責任者 が集ま る「町工場の 会(2012 年に設立)」へ

参加するように なった。会へ参 加するに際 し て、1 回の会参加につい て、1 社は訪

問の約束をしよ うと目標を 立てて行動 した。 目標はほぼ実現 できており 、多くの

企業を訪問する ことができ た。異業種 の企業 へ訪問すること で、幅広い 技術分野

について、理解を深 めることが できた。当社 社 員も、自社の関連技 術のみ明る く、

他は全く知らな いというケ ースが多か ったの で、本活動は自 分の自信を 得る機会

にもつながった 。2016 年からは幹事 に就任し た。他の交 流会も含 めて、多いとき

は週 5 回ほど、業 務終了後 の活動して いた。  

海外法人で、交 流会活動他 異業種交流 をする 効果および特徴としては、3 点あ

る。1 点目は、自分と同じ ような事業 承継候 補者がいて、会 って情報交 換ができ

ることである。2 点目は、 日本では交 流がで きなさそうな大 手企業や異 業種企業

とも、対等の付 き合いがで きることで ある。 3 点目は、日本 での自分の 扱いは、

あくまで社長の 親族や従業 員であるが 、海外 法人のマネジメ ントという 立場で活

動をすると、周 辺からも、 独立した経 営者と して扱われるた め、経営者 の心構え

など、学ぶのに 適している ことである 。  
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3.4 物語３  インドネシアでの顧客獲得  

（立ち上げ当初の顧客との接点）  

 当初は、当社 がインドネ シアへ進出 するき っかけとなった 企業との取 引がほと

んどであった。 製品として は自動車シ ートの 加工のみから操 業を始めた が、以

降、他の自動車 関連部材の 金型を受注 し、製 品分野を拡大し ていった。受注が広

がるのと同時に 、E 氏を中 心に加工の 技術力 を向上させてい った。  

 

（重要顧客との接点と取引関係の成立）  

 取引のきっか けは、日本 本社での展 示会出 展であった。展 示会に来訪 した技術

系の公的機関よ り、大手メ ーカー（以 下 A 社 と省略）でモデ ル用の木型 を使用

している企業が あると紹介 された。A 社 と商 談した際に、日 本にはすで に協力会

社が多くあり、 新規の発注 機会はない が、A 社インドネシア 法人と、当 社インド

ネシア法人の取 引なら可能 性があると 言われ た。2015 年に、A 社イ ンドネシア

法人駐在員を紹 介され、商 談が始まっ た。A 社も、インドネ シアにおい てはサプ

ライヤ網を構築 している最 中であり、 良い機 会であった。  

 駐在員と商談 するなかで 、2016 年には試作 品を持ち込んだ が、当時の 技術力

では A 社の要求 品質には 合わず、す ぐさまの 取引とはならな かった。た だし、

交流はそこで終 わらなかっ た。要求品 質につ いて、現物にて 確認する機 会が設定

され、また、木 型の研磨度 合いを紙や すり片 手に相談するな ど、A 社の当 社イン

ドネシア法人を 育てようと いう思いの もと、 技術水準を高め ていった。2017 年

には、小型部品 の木型であ るが A 社 に対する 第 1 号製品を納め ることが でき

た。その後 A 社 との取引 は継続して おり、当 所日本では間に 合っている といわ

れていたものが 、とうと う 2021 年には、当社 日本法人と A 社 の日本本 社での直

接の取引口座が 開設される に至った。 この A 社と関係構築す るまでの 約 4 年間

の過程が、雄大 氏にとって 、初めての 大きな 成功体験であっ た。  
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（新たな顧客獲得への取組み）  

雄大氏は、新し い市場開拓 を考え、フ ィリピ ンへ市場調査に 行った。フ ィリピ

ンからインドネ シアに進出 した日本企 業に話 を聞き、当社の 業種であれ ば、フィ

リピンでも需要 があるので はないかと 想定し ての行動であっ た。将来構 想とし

て、インドネシ アを基軸に して海外を 対象に 取引ができない かとの期待 もあっ

た。調査の結果 、その当時 には明確な 需要は なく、進出は断 念した。  

その他の取り組 み例として 、神戸市内 の企業 B 社に対して、 B 社がイン ドネ

シアにて、外注 加工依頼を 行うに際し ての、 木型の納入や、 現地での部 品購入や

納期品質の向上 に向けた支 援をしてい る。対 価は B 社より 、円でイ ンドネシア

法人が受領する ビジネスモ デルである 。イン ドネシアに日本 人が滞在し ており、

また本社が神戸 で事業を営 んでいると いう 2 拠点制の強みを 生かした取 り組み

である。  

このように、自 らの仕事を 加工そのも のだけ に限定せず、自 己の強みを 生かし

た取り組みを行 っている点 、雄大氏の 企業家 精神が発揮され ているとい える。  
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図 6-5．インドネ シア法人の 数値目標と 実績推 移  

 

 

図 6-6．売上構成 比の経年変 化  
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４．後継者能力形成についての考察  

4.1 後継者としてのケイパビリティ形成  ～前章の考察にて述べた、  
現経営者がケイパビリティの形成に役立った 3 要素との適合  

雄大氏は、イン ドネシア法 人の立ち 上げから 、重要顧客獲得までの活動 を通じ

て、経営者とし ての能力と 自信を形成 した。 雄大氏の能力形 成過程は、 社長が当

社にてケイパビ リティの形 成に役立っ たと考 えられる 3 要素 21に適合させると い

かようになるか 、評価を行 いたい。  

①複数回の第二創業による経営者能力の育成  

 社長は、建築 工事業への 進出、CAD/CAM による生産方式 への変更、ISO の導

入と海外展開、 という、3 回の第二創 業を行 い現在に至って いる。複数 の第二創

業を行うことで 、探索事業 の成功可能 性が高 まり、また、立 ち上げまで の期間も

短縮、組織運営 も適切に行 われるよう になっ た。  

 雄大氏につい ては、イン ドネシア法 人の社 屋や人材がほと んどない時 点で現地

に渡航して工場 の立ち上げ を行ってお り、社 長が構想をした 海外事業展 開という

第二創業におい て、実行段 階を担当し ていた といえる。根幹 たる構想と 意思決定

は社長のものと は言え、雄 大氏のマネ ジメン トスキル発揮に より本事業 は成功し

たといえるため 、第二創業 による経営 者能力 の形成について は評価でき る。  

 

②承継者による見守りの役割  

 社長は、イン ドネシア法 人について 、進出 するという意思 決定と、設 立に際し

て日本本社から の支援を行 っている。 また、 設立前後数か月 においては 、かなり

の期間を現地に 滞在して、 技術面での 支援も 行っている。立 ち上げ以降 もおおむ

ね月 1 回はイン ドネシア法 人を訪問し 、現 地の 生産体制を視察している 。ただし 、

インドネシア法 人の運営は 、実質的に は現地 駐在である雄大 氏と E 氏 によって行

 
21 ① 複 数 回 の 第 二 創 業 に よ る 経 営 者 能 力 の 育 成 、 ②承 継 者 に よ る 見 守 り の 役 割、 ③ 次 世 代 経

営 者 が 社 員 を 採 用 す る こと に よ る 組 織 の 形 成  
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われており、社 長の立ち位 置は、見守 りの姿 勢である。社長 と雄大氏の 関係を振

り返ると、社長 から雄大氏 に対して、 行動の 制限や、大きな 指示をした ことはな

い。工場立ち上 げ以降の新 規顧客開拓 につい ても、雄大氏の 主体的な行 動に任せ

ている。反面、 日ごろの状 況について は、こ まめな聞き取り を行ってい る。本ケ

ースにおいても 、承継者か ら見守られ ていた といえる。  

なお、雄大氏は 、社長のこ とを次の ように語 り、企業経営へ の姿勢を学 んだと

している。  

 

「トラブルがあ ったときに 、社長が 対応をす る姿勢見て学ぶ ことがある 。初動

が冷静であり、 状況確認を よくして から行動 する。起こった ことは仕方 ないと

して、問題の行 為者は攻め 立てず、 解決させ ようという前向 きな考え方をして

いる。」  

 

また、雄大氏 は 2021 年現在の自分の成 長につ いて次のように 語っている 。  

 

「2 年前(2019 年)から今に至っての 成長は、人に任せること ができるよ うにな

ったこと。案件 の重要性に よっては 、インド ネシア人のマネ ージャーに 任せる

ようになった。 設立当初は 自分で何 もかも行 動し、すべての 情報を収集 しよう

とした。その当 時は何が必 要な情報 化がわか らなかったので 、すべての 情報を

集めようとした のである。 経験を蓄 積したこ とにより、状況 から将来像 が想像

でき、任せた結 果を受け入 れるように なれた 。」  

 

雄大氏の発言の うち、「任せた結 果を受け 入れ るようになれた 。」と いうのは、 雄

大氏も見守りを 行えるよう になった根 拠であ るといえる。  
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③次世代経営者が社員を採用することによる組織の形成  

社長は、日本法 人を承継す るに際し 、自ら採 用した社員が増 えていくこ とで、

社内の組織を掌 握していっ たといえる 。先代 の採用した社員 については 、従前か

らの管理方法と 変化してい くことへの 反発が あり、折り合い をつけるこ とには苦

労をしていたよ うである。 また、かつ ては手 作業が多く、職 人気質の作 業者も多

かったため、 ISO など全体での品質を 高める 取り組みの推進 には苦労を したよう

である。  

雄大氏率いるイ ンドネシア 法人につ いては、 現地採用のすべ ての従業員 につい

て、雄大氏がか かわってお り、直接採 用に関 与していないの は製造責任 者である

E 氏のみである 。組織的に は創業では なく承 継に近い形態の ため、ゼロ から自ら

の組織を構築で きた。また 、当社イン ドネシ ア法人の人材は 、職人気質 というよ

りは労働者的で あり、組織 としての行 動もと りやすかったと いう点で、 組織形成

がうまく進んだ といえる。  

 

4.2 中小企業における海外子会社のマネジメント経験による能力形成  

雄大氏がインド ネシアへ赴 任してから 現在に 至るまでは、前 述の物語２ から 3

に該当する。そ れらに関連 して、形成 した能 力を考察する。  

清水(2000)によると、  企業家精 神の確立に おいては、主に は企業変革 期、

緊張の連続する 環境におけ る行動能力 が求め られる。管理者 精神の確立 について

は、企業が安定 期に入り、 従業員を理 解し、 管理する能力が 求められる 。  

「企業家精神 」、「管理者精 神」の両面 での評 価を行う。表内 において、どのよう

な能力を形成し たかの記載 をしている 。斜線 の項目について は、明確な 能力形成

には貢献してい ないとの評 価である。  
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表 6-1 雄大氏の 物語と経営 者能力の確 立につ いての対応表  

 企業家精神の確立  管理者精神の確立  

日本人生産部門責任
者 E 氏の合流と工
場の立ち上げ  

 “システム思考”,“計数感覚”  
ビジョンに従い、数値目標
を策定、必要な人材、設備
等を整える  

日本本社と協力して
の技術の確立  

 “統率力” 
現地採用従業員に必要な教
育を行う  

日本人コミュニティ
へのコンタクト  

“信念”,“直観力”,“想像力” 
インドネシア法人経営に必
要な知識を収集するべく、
コミュニティに飛び込む  

“人柄” 
事業継続に有用な人脈を構
築する  

立ち上げ当初の顧客
との接点  

 “連続的緊張に耐えうる力”  
顧客の要求に応え、継続的
取引を安定化させる  

重要顧客との接点と
取引関係の成立  

“洞察力”  
重要顧客と認識し、長期的
な品質向上に取り組む  

“包容力” 
インドネシア人マネージャ
ーに任せる  

新たな顧客獲得への
取組み  

“野心”,“判断力、決断力”  
新市場開拓への取組みを行
う  

 

出所：筆者作成  

 

全体で評価をす ると、雄大 氏のインド ネシア 法人における体 験は、経営 者能力

における管理者 精神面を中 心に作用し ている 。  

インドネシア法 人の進出か ら現在に至 るまで で、最大の意思 決定は、イ ンドネ

シアへ進出をし たことであ り、当該意 思決定 については、社 長が行った ものであ

るため、進出初 期における 企業家精神 につい ての評価は高く ない。その 後、初期

顧客以降の顧客 獲得と、新 市場展開へ の取組 みにおいては、漸進的では あるもの

の、営業の経験 のある雄大 氏の企業家 精神が 発揮された取り 組みである 。清水

（1983,p.52）によると、企業 家精神を最 も端 緒にあらわすも のに、「不連続的 緊

張を自ら作り出 す力」があ る。クリテ ィカル な意思決定の経 験から 、「不連続 的
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緊張を自ら作り 出す力」が 形成される が、雄 大氏については、管理者と しての経

験を経て、新規 顧客開拓を 行うなかで 、いま まさに企業家と しての経験 を蓄積し

ている段階とい える。  

その他、掲出さ れていない 能力として は、次 のものがある。 これらにつ いて雄

大氏が能力を有 さないとい うわけでは なく、 物語のなかに関 連したエピ ソードが

みられなかった のみである ということ は申し ておきたい。  

 

理念、危険をお かす能力、 不連続的緊 張を自 ら作り出す能力 、倫理観、 時間の有

効利用、責任感 、健康、一 般的知識、 他の役 員の考え方や行 動パターン について

の知識、好奇心  

 

５．まとめ  

本章では、 第 3 章で定義し た「後継者 のマネ ジメント及びア ントレプレ ナー

経験が、経営者 能力形成に おいてどの ように 貢献するのか」 という疑問 に対し

て、中小企業で の事例研究 により考察 を行っ てきた。事例に おいては、 国内の産

業が低成長下に ある中だが 、新事業展 開とし ての海外子会社 の立ち上げ が、後継

者の経営者能力 形成におけ る実践機会 として 有効に作用した ことが示さ れた。  

では、中小企業 における海 外子会社の マネジ メント経験が、 後継者の能 力形成

においてどのよ うに貢献し たのか、構 成要素 を探索する。海 外子会社の 創設から

稼働、成長に至 るなかで、 企業家面と 管理者 面での能力を求 められると した場

合、企業家面を 最大限に発 揮する機会 は、進 出の意思決定そ のものであ る。進出

意思決定がなさ れたのちは 、いかに計 画通り に立ち上げて、 成長させる かが必要

になるため、海 外子会社の マネジメン ト経験 は、主に管理者 面での能力 形成に貢

献があるといえ る。  

さらに管理者面 での能力形 成について 、詳し く述べる。管理 者面での能 力形成

においては、人 材やインフ ラ、または 様々な 仕組みが整って いないなか で、どの

ように経営資源 を整備して いくかの経 験が有 用である。つま り、何もな い、また
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はあまり整って いない環境 から、どの ように 会社の形を作っ ていくかと いう行為

を成長機会とと らえると、 すべてが整 ってい る日本法人での マネジメン トより

も、海外子会社 のマネジメ ントのほう がその 環境の未整備さ ゆえに、成 長の環境

としては好適で あるといえ る。雄大氏 におい ても、自らのミ ッションが 明確では

ない中で、海外 子会社に身 を置き、自 らのや るべきことにつ いて、考え て、行動

を重ねたと語っ ていた。社 長の目が行 き届き やすく、細やか な指示を出 してしま

う環境にならざ るを得ない 日本本社に 比べて 、隔離された環 境が成立し やすいの

は海外子会社な らではの環 境といえる 。反面 、日本本社から は行動内容 がわかり

にくく、すべて を海外子会 社と後継者 にゆだ ねてしまうと、意図しない 結果につ

ながる恐れもあ る。健全な 成長のため には、 定期的に訪問す る、コミュ ニケーシ

ョンをとるなど 、見守る仕 組みが重要 になる 。  

管理者面での能 力形成につ いては、未 整備の 経営資源を形成 する過程が 最も能

力形成に貢献し ているとい える。具体 的には 、組織を形成し ている過程 や、資材

の調達を主目的 とした人脈 の構築、形 成した 人脈を発展させ ての新たな 事業機会

の創出などであ る(図 6-7 参照)。  

本稿においては 、海外子会 社のマネジ メント 経験が、後継者のどのよう な能力

形成に貢献する かを考察し た。考察を 行うな かで、後継者の 個人特性の 違いによ

る、形成する能 力の変化に ついては、 詳しく 調べることがで きなかった 。また、

工業団地や日本 人コミュニ ティから雄 大氏が 得たものは多い とみられた が、これ

らがどのような 構成員によ り形成され ており 、どのように後 継者の能力 形成に作

用したかについ て、コミュ ニティの視 座から 研究することも 有用である とみてい

る。これらにつ いては、実 地での調査 も必要 になるため、今 後の研究課 題とした

い。  
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図 6-7．中小企業 における海 外子会社の マネジ メント経験が、  

後継者の能力形 成において どのように 貢献す るのか、構成要 素  

海外子会社の  

進出段階  

企業家精神の確立  管理者精神の確立  

海外進出の  
意思決定  

 
 
 
 
 

 

設立  
・技術の確立  

 
 
 
 
 

 

成長発展  

 
 
 
 
 

 

出所：筆者作成  

  

 

 

  

主 に 現 経 営 の 所 管 で あ り、 範 囲 外  

売 上 を 確 立 す る た め の 、
“連 続 的 緊 張 に 耐 え う る

力” ,“包 容 力”等  

獲 得 し た 経 営 資 源 を 生 か
し た“野 心” ,“判 断 力 、 決

断 力”等  

不 足 経 営 資 源 を 補 完 す る
な か で の 、“人 柄”、“統
率 力”等  
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第 7 章  両利きの経営を活用した事業承継時の新規ビジネスの創出  

－経営者間の価値の共有－  

 

1.はじめに  

 本章は 5 章の補 論として 述べるもの である。第 6 章 3.4 において、後継者が、

インドネシアの 日本人経営 者コミュニ ティに おいて、一 人の経営者 として扱わ れ、

コミュニティに 溶け込んだ 結果、フィ リピン への進出調査や 、神戸市内 の企業 B

社に対しての支 援事業など 、経営者共 通価値 の共有が新たな 事業機会獲 得につな

がった事例を述 べた。経営 者のコミュ ニティ は、経営者能力 形成やコミ ュニティ

形成など、さま ざまな役割 を有してい るとい うことである。 なお海外コ ミュニテ

ィの分析・考察 については 、今後の研 究課題 としている。海 外コミュニ ティに類

似の環境として 、地場産地 について、 現地で の研究調査をす る機会を得 られたた

め、地場産地コ ミュニティ における現 状につ いて考察したう えで、コミ ュニティ

を活用した経営 者共通価値 の共有によ る新規 ビジネスの創出についての べること

とする。  

まず本事例の素 地となる、 地場産地研 究の背 景について述べ る。企業の 大都市

集中化は年々進 んでおり、 東証一部上 場企業 のおおくは本社 が東京にな ってい

る。他方、産業 集積、地盤 産業といっ た地域 との結びつきを 競争優位と している

企業においては 、創業の地 である地域 部に本 社を構え続けて おり、地域 には、大

都市にはない、 魅力が存在 しているこ とを示 している。地域 の中小企業 における

新たな動きとし ては、一部 の拠点を地 域部へ 移そうという動 きもある。 コロナ禍

を経て、商談の 仕方にＷＥ Ｂ会議シス テムが 加わり、またデ ジタル化の なかで、

どこで働くかと いう意義が 再構築され ている 。産業の在り方 においては 、発生地

の環境を踏まえ 、自然発生 的に集積さ れたい わゆる「地場産 業」につい ても、発

生経路は伝統的 であったも のの、グロ ーバル 化や顧客のし好 変化、働き 方の変化

にあわせ、変化 が生じてい る。本研究 におい ては、経営者の 変更、いわ ゆる事業
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承継が推進され た地場産業 というコミ ュニテ ィにおいて発生 した、経営 者共通価

値の共有による 新規ビジネ スの創出に ついて 考察する。  

２．兵庫県豊岡市からみる地場産地の現状  

2.1 人口推移から見る豊岡市の現状と課題  

本事例の対象と なる兵庫県 豊岡市は、 兵庫県 北部に位置し、 人口 7.7 万人 22な

がら、総面積 を 697.55 平方キロメート ルと、 兵庫県最大の面 積を有する 市であ

る。観光地とし ての城崎温 泉、神鍋高 原、出 石城下町、竹野 海岸等ジオ パークを

有し、但馬牛や コウノトリ 米などの農 業に加 え、松葉ガニを はじめとす る漁業も

盛んである。地 場産業とし ては、全国 有数の 鞄産地として有 名である。  

 

図 7-1．豊岡市に ついて  

 
出所：豊岡ツー リズム協議 会 23 

 

豊岡市の人口ピ ラミッド(図 7-2)を参照すると 、20~24 歳において、大幅 な減

少がある。近隣 に大都市圏 のない地域 の特徴 であるが、高校 まで地域で 学んだ

が、進学先が自 宅から通学 できる県内 にほと んどなく、大学 進学時に市 外へ転出

 
22 2020 年 10 月 1 日時 点  国 勢 調 査 調 べ  
23 デ ィ ス カ バ ー  豊 岡  WEB サ イ ト  

https://toyooka-travel.tumblr.com/about 2021/12/16 閲 覧  



 

127 
 

してしまうとい うことがあ る。当該理 由によ る人口の社会減 が発生した 際には、

20~24 歳が減少することと なる。  

  

他方豊岡市につ いては、但 馬地区の中 核を担 う側面もある。 転入と転出 の状況

(図 7-3)をみると 、転入超過 については 、香美 町、鳥取市、新 温泉町と、 近隣が

多く、転出超過 については 、西宮市、 姫路市 、神戸市中央区 と、県内の 都市圏に

転出している。  

豊岡市は、地域 の中核都市 として、近 隣から の人口流入を受 けながらも 、進学

を契機にこれか らの働く世 代が都市部 へ流出 するというのが 現状である 。豊岡市

は豊岡市人口ビ ジョン 24において、進学と 就職 による転出超過 を防ぐため に、

10 歳代の転 出超過数に 対する  20 歳代の転入 超過数の割合を 「回復率」 と定義

し、U･I･J ターン促進によっ て回復率を 高める 取り組みを進め ている。  

 

 
24 豊 岡 市 人 口 ビ ジ ョ ン  https://toyooka-community.city.toyooka.lg.jp/wp-

content/uploads/2016/01/vision.pdf 2021 年 12 月 16 日 閲 覧  

図 7-2.豊岡市人口ピラ ミッド  

出所：RESAS 
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図 7-3.From-to 分析(定住人口) 兵庫県 豊岡市  2020 年  

 
出所：RESAS 人 口 マ ッ プ ― 人 口 の 社 会 増 減 － 兵 庫 県 豊 岡 市  2020 年  

https://resas.go.jp/population-
society/#/fromTo/28/28209/2/2/1/2020/5.333900736553437/41.42090017812787/142.293

71418128918 2021 年 12 月 16 日閲 覧  

 

豊岡市を中心と する但馬地 域は、大学 進学先 が居住地からの 通学可能圏 内にほ

ぼない地域であ る。そのた め、大学へ 進学を する経営者子息 が事業承継 をするた

めには、進学の ために一度 転出をして 、就職 もしくは事業承 継のために 当地へ戻

る、つまりほぼ 必ず U タ ーン型の行 動をとる ことになる。一 度地域を離 れた若

者がＵターンで 地元に戻る ということ は、す なわち転居を伴 う転職とい う大きな

意思決定を伴っ た行動が必 要になるた め、U ターンでの事業 承継は、都 市部で

の事業承継に比 べて障壁が 高いといえ る。  

そのような人口 動態のなか 、豊岡市の 経済に おいて一翼を担 う、地場産 業の事

業承継は進んで いるのであ ろうか。以 降ヒア リングの内容を もとに考察 する。  

 



 

129 
 

３．地場産地における事業承継の課題  ～兵庫県豊岡市の鞄産業の例  

  前項におい て、豊岡の 鞄メーカー と産地 問屋の間での事 業承継の状 況につい

て記述した。メ ーカー、産 地問屋とも 事業承 継が進んでいる が、もちろ ん事業承

継が進まない企 業も存在し ている。以 降は兵 庫県豊岡市にお ける鞄産業 を例に、

地場産地におけ る事業承継 の課題につ いて考 察する。  

 

3.1 豊岡市の鞄産業における関係者ヒアリング概要  

経営者の年齢に ついて、あ る産業に特 定した 公的な統計資料 は存在して いな

い。例えば中小 企業庁(2021,p.Ⅱ-306)におい ては、経営者年 齢分布を表 すの

に、東京商工リ サーチが行 っている 、「企業 情 報ファイル」と いう調査デ ータを

使用している。 また、事業 承継の現状 につい ても、整理され た資料は存 在してい

ない。そのため 、精密な数 値把握には 、個別 アンケート調査 が必要にな るが、今

回は、ヒアリン グデータを もとに述べ ること とする。  

長谷川(2015)によると、2015 年当時の豊岡・ 鞄産地の主たる 構成員とし て

は、産地問屋、 材料商、メ ーカー、下 請加工 業者が存在する 。本研究に おいて

は、豊岡市の鞄 産業を構成 する、産地 問屋並 びにメーカーの 複数社およ び地域金

融機関に対し、 研究者グル ープにてヒ アリン グしたうち、事 業承継にか かる部分

を中心に、地場 産地での参 考事例とし て記述 する。  

調査当初は、地 域金融機関 に対して、 豊岡市 内の鞄業界の現 状について のヒア

リングを行い、 鞄産業全般 についての 現状把 握を行った。そ ののち鞄業 界に属す

る産地問屋並び にメーカー を訪問、個 別及び 業界の事情につ いて調査し た 25。  

  

 
25 訪 問の 記 録 （ す べ て 2021 年 ）  
8 月 23 日 (木 )16:00～17:30 地 域 金 融 機 関  理 事  
8 月 24 日 (水 )10:00～12:00 メ ー カ ーA 代 表 取 締 役  
8 月 24 日 (木 )13:30～15:30 メ ー カ ー B 代 表 取 締 役  
8 月 24 日 (月 )16:00～17:30 産 地 問 屋 C 代 表 取 締 役  



 

130 
 

以降、複数者か らヒアリン グした内容 をもと に集約した情報 を記載する 。  

豊岡市を中心と した地域に は、産地問 屋系の 組合である兵庫 県鞄卸商業 組合

(2021 年 5 月現在 21 社)と、メーカー系の 組 合である兵庫県 鞄工業組合(2021 年

7 月現在 61 社)が存在する。かつて は材料商 の組合も存在し ていたが、 今はな

く、一部企業に ついては、 兵庫県鞄工 業組合 に加入している 。  

組合に所属する 企業は、そ れぞれ販路 やビジ ネスモデルが異 なっており 、売り

先や扱い製品も 異なる。  

産地問屋につい ては、豊岡 のメーカー から鞄 を仕入れる企業 もあるが、 中国、

ベトナム、カン ボジアの生 産拠点から 仕入れ る企業もある。 また、卸で ありなが

らメーカー機能 を一部持つ 企業もある 。産地 問屋は、都市に ある大規模 な問屋と

の差別化を図っ ていく必要 性がある状 況であ る。  

メーカーについ て、従来の 産地問屋と の関係 は、受発注で結 ばれていた 。しか

し 90 年代以降、海外へ の輸出が減 る中で、商 社は海外からの 調達を始め る企業

が増えた。他方 、メーカー は海外に提 携工場 を作り、豊岡市 内ではサン プルの製

作に注力すると ころも出て きた。豊岡 市内の メーカーは売上 が減少して いった中

で、国内有名バ ッグブラン ドの仕事を 受ける ことで、多くの 企業が企業 規模を維

持できるように なった。  

2006 年に入り、豊岡 鞄が全国 初の地域商 標と して認め得られ た際には、 商標

の使用許諾をメ ーカー系の 組合に限る として 、問屋を介しな いビジネス モデルが

存立することと なった。そ の後も、外 部から 見る豊岡鞄の動 きは、メー カー主体

に勧められてい るものが多 くみえる。 創業に 関連する内容と しては、ア ルチザン

スクールという 、鞄職人の 養成学校が 設けら れており、7 割くら いの卒業生 が豊

岡市内各社へ就 職、その他 の一部も地 域内で 独立するケース が存在して いる。  

事業承継の状況 として、メ ーカーにつ いては 経営者交代が進 んでおり、50 代

の経営者も多い が、産地問 屋について も、複 数の大手企業で は、30-40 代の経営

者への事業承継 が進んでい る。  
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3.2 親族承継における事業承継の阻害要因  

 本項では、事業 承継が進ま ない状況の うち、「後継者候補がい ても承継に 前向き

にならないため 、候補者不 在になって いるケ ース」について 取り扱う。 中小企業

庁(2019,p.219)によ ると 、積 極的 後継 者 候補 が事 業を 継ぎ たい ・つ いで も よい理

由の上位として は、「 事業がなく なると困 る人 （取引先・従業 員等）がい るから 」

（31.2%複数回答）、「事業 に将来性が あるから 」(30.0% 同)、「自分の家 族が協力

的だから」(24.4% 同)と続く。対して 消極的 後継候補が事業 を継ぐこと に前向き

でな い 理 由と し ては 、「 自 身の 能 力 の不 足 」(57.6% 複数 回 答)、「事 業 の 将来 性 」

(40.4% 同)、「現 在の 仕事 への 関心 」(38.6% 同)とな る 。事 業を 継が ない 理由 と

しては、事業の 将来性と、 自己の能力 及び関 心に分けられる こととなる 。  

 豊岡の鞄産業 における「 事業の将来 性」に 関する課題とし ては、市場 規模の縮

小が該当する。 産地問屋に おいては、 流通構 造の変化に伴い 、売上高を 減少させ

ている企業があ る。また、 製造業につ いても 、生産の海外シ フトが進ん だ結果、

豊岡市内での生 産量につい ては減少し ている 。鞄製造に関連す る統計指標 として 、

豊岡市のなめし 革・同製品・毛皮 製造業を例 に とると、1992 年の 302 億をピーク

に現在はおおよ そ 3 分の 1 ま で減少して いる 。  

 

図 7-4 豊岡市の なめし革・ 同製品・毛 皮製造 業の出荷額推移(単位 ：億円) 

 
出所：RESAS 経済産業省「工業 統計調査」 よ り、筆者再編加 工  
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後継者が進学を 経て、地域 外で就職を してい る際に、縮小し た市場環境 下の自

社へ招き入れた いと考える 経営者はど れほど いるであろうか 。  

第二の課題とし ては、企業 のビジネス モデル が独自の深化を たどった結 果とし

ての、企業の孤 立である。 産地内にお ける問 屋メーカー間で の発注関係 が希薄に

なり、また同業 間でも、顧 客志向の多 様化と 、縮小した市場 での存立基 盤確立を

目的に、製品お よび販路の 詳細化が進 んだ。 結果として、同 様の製品・ 販路を取

り扱う企業は存 在しなくな り、集積地 であり ながら単独の企 業努力によ る成長発

展が要求される ようになる ということ である 。  

以降は、二つの 課題に対し 、それぞれ ケース 考察で応えるも のとする。 第一の課

題については「 後継者によ る事業創造 」、第 二 の課題について は「同年代 後継者

間の交流による 新結合の可 能性」にて 考察す る。  

 

４．ケース  －後継者による事業創造－  

 後継者による 事業創造は 、後継者が 有して いた社外での経 験を活用す る取り組

みとして、既存 の業務形態 とは異なる 発展可 能性を示すこと ができる有 効な取り

組みである。あ わせて、事 業承継時の 後継者 の経営能力形成 にも有用で あるが、

市場が縮小する なかでの、 事業創造は 、困難 であると言わざ るを得ない 。久保田

(2011)においては、社 外経験と社 内でのプロ ジェクト遂行が 後継者の能 力形成

に有効であると しながらも 、経済成長 が進ま ない現状下にお いては、本 業の事業

拡大に取組能力 を形成する ことは難し いと指 摘している。既 存事業の枠 組みとは

個別の取組みに おいて、事 業創造の機 会を創 出する必要があ るといえる 。植田

(2004b,p.40)は、産業集積の縮 小は不可避 で あるが、「 縮小」のな かで機能を 高

め、競争力を増 していく必 要性を論じ ている 。  

豊岡の鞄メーカ ーにおいて は、市場縮 小下に おいて、産地と しての集積 性を生

かした他地場産 業地域の部 材を活用し た商品 開発により、地 場産品に関 心のある

購買層への需要 喚起を行っ ている。一 例とし ては、鯖江めが ねや、井原 デニムな

どがある。これ ら部材の供 給を受ける にあた っては、鯖江め がねであれ ば豊岡の
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金具メーカー、 井原デニム に関しては 豊岡の 生地メーカーを 介している 。外観か

らは見えない部 分であるが 、豊岡鞄産 業の産 業構造にのっと った、材料 商から鞄

メーカーへの商 流を活用し た取り組み となっ ている。  

以降は、岡山県 の井原デニ ムとのコラ ボレー ションをとりあ げる。井原 デニム

との連携経緯と しては、製 造系会社の 従業員 の親族が、岡山 県児島のジ ーンズス

トリートにて店 舗経営をし ており、個 人の関 係がコラボレー ションにつ ながった

という経緯があ る。豊岡市 内の生地メ ーカー がデニム生地を 仕入れて、 鞄メーカ

ーへ供給する形 態をとって おり、材料 商と鞄 メーカー双方の 取組み姿勢により、

コラボレーショ ンが実現さ れたといえ る。  

井原デニムの連 携商材の製 造は、複数 の鞄メ ーカーでなされ ており、井 原デニ

ム×豊岡鞄の製品が複 数存在して いる。別の 地場産地の関係 者子息が、 当地でカ

バン産業に従事 をしていた ことが経緯 である が、連携事業に まで昇華さ せたとこ

ろに革新性があ る。  

 

図 7-5 井原デニ ムとのコラ ボレーショ ン  

 

出所：豊岡鞄  Official Online Store 

https://shop.artisan-atelier.net/c/special/ibara_denim 2021 年 12 月 17 日 閲 覧  
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また製造各社の 共同事業と して、東京 におけ る豊岡鞄のブラ ンドショッ プ立ち

上げ事例がある 。当該店舗 は、豊岡 鞄 KITTE 丸の内店として 、東京駅前 に所在

する。東京都内 でも希少な 立地であり 、出店 費用や毎月の経 費も相当に かかって

いるが、豊岡鞄 の全国知名 度向上に貢 献をし ている。当店の 立ち上げに 際して、

メーカーB の経 営者は主導 して各社へ 声がけ を行い、共同出 資を募った 。根幹と

しては、自社で 自決できる ように、小 売店又 は消費者までの 流通経路を すべて完

結できるように したいとい う構想があ ったと 見える。構想の 背景として は、従来

の OEM 専業であれば、 顧客の販売 が低迷し た際に、自社で 努力をする 余地がな

いという体験を 重ねてきた ということ がある 。  

一見すると、卸 を中抜きす る取り組み ともい えるが、目的は 中抜きでは なく、

市場の先行きが 見えにくい 中で、メー カー主 導での販売を行 うことで、 市場ニー

ズの的確な把握 が可能にな り、市場ニ ーズを 生かした製品作 りという点 に特徴が

ある。  

 産地問屋につ いても、情 報収集・企 画力を 生かし、ユーザ ーの意見を 組み入れ

た鞄企画販売を 行っている 。ヒアリン グ企業 の社長は、海外 での見識か ら、豊岡

の鞄という地場 産業の将来 について、 考える ようになってい た。そのな かで、卸

業の役割はシー ズン毎にア イテムを企 画・販 売する。そのた めの売れる 製品の情

報を仕入れる、 全国に売る といった点 である と理解し、必要 な取り組み を実施し

ている。ユーザ ーコラボプ ロジェクト もその 一環である。  

 3 社の事業創造事 例を通じて 言えるのは 、各 社の立ち位置と いう既成概 念を排

除した取り組み を行ってい る点である 。従前 、豊岡鞄の産業 構造は、産 地問屋が

販路を確保し、 メーカーへ 依頼、メー カーが 下請けメーカー と連携しな がら製品

を作るというこ とであった 。当該立ち 位置か ら逸脱する行動 をとるということ

は、周囲に対し て目立つ行 動をとるこ とにつ ながると推測さ れる。過去 からある

商習慣を慣習と 表現すると 、現在の年 齢で 60 代以降の経営者 は慣習を順 守する

行動が多く、新 しい販路や 、製品、と いった イノベーション に対して後 ろ向き姿

勢を持っている ことが多か ったが、50 代より 若い経営者のな かには、イ ノベー

ションに対して 前向きな姿 勢をとって いると いうことがある 。  
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 ただし、60 代以降の経営 者が経営者 能力に 劣っているとい うことでは なく、

50 代より若い経 営者を取り 巻く外部環 境が、 相当に厳しいが ために、世 代交代

と同時に、イノ ベーション 志向へと変 わった と考察される。  

 （下図参照） 自分の想定 任期におけ る市場 環境の変化がそ う大きくな いとみな

されるときには 変化志向は 起こりにく い。現 経営者の想定任 期において は大きな

市場変化はない とみると、 たとえ将来 し市場 縮小が想像され ても、仮定 の世界で

あり、変化志向 は起こりに くい。対し て、現 経営者は自分の 任期中に市 場変化が

想定されるので あれば早め に対応しな ければ 事業存続が危う いというこ とで、後

継者は変化志向 を持つ環境 になるので はない かといえる。ヒ アリングに おいて

も、「いま 現役の世代 は今の商流 で逃げ切れ る が、その次は生 き残れない 」とい

う意見もあり、 世代間での 所在市場の 変化が 、イノベーショ ン志向に影 響してい

るといえる。  

 

図 7-6 ビジネス モデルの寿 命(売上推移)と経 営者任期の概念 図  

 

出所：筆者作成  

 

若手経営者の持 つイノベー ション志向 を活か した取り組みと しては、経 済産業

省による、ベン チャー型事 業承継の推 進があ る。ベンチャー 型事業承継 は、若手

の後継者が先代 から受け継 いだ経営資 源を活 用して新しい取 り組みを行 うもので

ある。イノベー ション志向 を有する若 手経営 者への事業承継 が進むこと により、

事 業 B（ 衰 退 す る が
一 定 残 る ）  

事 業 C（ 可 能 性 あ る
が 現 在 売 上 が な い ）  

事 業 A（ 現 在 主 力 だ
が 衰 退 す る ）  

現 経 営 者 の 任 期  

後 継 者 の 任 期  

見 守 り  
期 間  
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既存の産業構造 を制約では なく、優位 性とし てとらえ、鞄産 業のさらな るイノベ

ーションが推進 されること が期待され る。  

 

５．ケース  －同年代後継者間の交流による新結合の可能性－  

5.1 経営者の交流組織としての、組合や地域金融機関の役割について  

メーカー間にお いては、井 原デニムの 事例の ように、同一素 材を用いて 各社が

鞄を企画製造す る取り組み が定着して いる。2021 年 10 月にも、SDGｓに資す

る取り組みとし て、日本財 団の支援を 受け、 漁網をリサイク ルした素材 を使用し

た鞄の企画製造 を行ってい る。  

 

図 7-7 漁網再生 素材の鞄  

 

出所：豊岡鞄  Official Online Store 

https://shop.artisan-atelier.net/c/special/gyomou 2021 年 12 月 17 日 閲 覧  
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これら、メーカ ーが強調し た製品開発 をする ための一つの基 盤が「豊岡 鞄」商

標である。兵庫 県鞄工業組 合は、「豊岡鞄」 商 標の管理と許諾 を行ってお り、商

標管理を担う地 域ブランド 委員会は組 合内の 組織として、40 代の若手委 員長の

もと運営されて いる。ヒア リング企業 の社長 もブランド委員 会の経験者 であった

が、当時を思い 出し、「大変にし んどかった が 、やれば社長と しての威厳 も出て

くる、（や りがいのあ る）仕事で あった」と 語 っている。また 、別の社長 は、「 組

合内の委員会は 所属企業の 規模はまち まちだ が、みなフラッ トに語り合 う場であ

る」と語ってお り、組合を 介した経営 者間の 交流がイノベー ションを生 む土壌に

なっているとい える。ただ し、組合員 企業の すべてが、同じ ようにイノ ベーショ

ンの土壌に立っ ているわけ ではない。 その原 因の一つに、組 合の基幹機 能は、情

報収集や共済の 取り扱いな どであり、 共同事 業の推進は最優 先の推進事 項ではな

いということが ある。兵庫 県鞄卸商業 組合お よび兵庫県鞄工 業組合同業 組合は、

名称及び構成員 方、商工組 合の側面が あると みるが、商工組 合の役割は 、株式会

社商工組合中央 金庫-一般財 団法人商工 総合研 究所(2020,pp.49)によると、次の

ようになってい る。  

 

「商工組合は、 業界全体の 改善・発展 を図る ことを主目的と し、資格と して

定款で定められ た事業（資 格事業）に 関する 指導及び教育、 情報または 資料の

収集及び提供、 調査研究事 業を行う。 つまり 中小企業の業種 別業界団体 という

性格が強い 。」  

 

組合組織が事業 協同組合で あれば、共 同販促 を行うのが主た る事業活動 である

が、組合の性質 が業種別業 界団体であ れば、 共同での収益事 業は行いづ らいとい

うことになる。 定款に共同 事業があっ たとし ても、企業によ り組合や協 同事業へ

の温度感もまち まちである ため、積極 的な事 業を行うために は、イノベ ーション

意欲があり、取 り組む状況 の企業だけ の集ま りというものも 必要になる 。豊岡鞄

においては豊 岡 K-site 合同会社がその 機能を 担っている。  
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経営者の情報交 流、イノベ ーション志 向創出 の場は組合だけ ではない。 地域金

融機関において も、イノベ ーションへ の取組 が行われている 。豊岡市に 本店を構

える但馬信用金 庫では、か ばん業界の 若手経 営者や従業員ら が企画提案 力を磨く

「かばん業界若 手育成塾」 を開催して いる。 但馬信用金庫は 、本店を豊 岡市にお

いて「カバンス トリート」 として、か ばん産 地の情報発信を 行っている 宵田商店

街前に所在し、 内閣府推進 の「プロフ ェッシ ョナル人材事業 」を活用し 、大手ア

パレル出身者を 採用、豊岡 鞄のブラン ド力向 上や販路開拓を 支援してい る。地場

産業の振興は、 営業エリア が限定され る地域 金融機関におい ては重要な 取り組み

であり、同金庫 においても 、豊岡市内 に店舗 を多く有するこ とから、情 報提供だ

けではなく、マ ッチング等 様々な役割 を担っ ている。  

 

5.2 同年代後継者間の交流による新結合の可能性  

 豊岡の鞄関連 企業といっ ても、企業 の社歴 はまちまちで、1824 年創業の 老舗

26もあれば、2000 年以降に創 業された企 業もあ る。しかし、経 営者の年齢 は社

歴に比例するわ けではなく 、企業によ っては 、2 社の経営者が幼 馴染であっ たと

いうケースもあ った。地場 産業の特徴 である が、地域部のな かにおいて も、事業

所や経営者の家 が同業種で 近接してい ること がある。同じよ うな生育環 境で、同

じ業界に所在し ている経営 者同士であ れば、 より少ない情報 伝達で意図 が伝わる

可能性もあり、 通常の企業 連携で行わ れる、 企業間与信や経 営者同士の 懇親など

の関係構築を行 うコストの 削減や期間 の短縮 が可能になるの ではないか と考えら

れる。関係構築 の効率化は 、単なるコ スト削 減にとどまらず 、環境変化 の激しい

時代において、 大手企業よ りも先回り した行 動がとれること にもつなが る。中小

企業においては 、所有と経 営が一体化 されて いることを生か して、迅速 な意思決

定を行っている 事例も多い 。加えて、 関係構 築された状態か らの新結合 を行うこ

とができれば、 特徴ある取 り組みを実 現でき るのではと考え られる。  

 

 
26 エ ンド ― 鞄 株 式 会 社  https://endokaban.jp/ 
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６．おわりに  

 今回は兵庫県 豊岡市の鞄 産業を事例 に、複 数の組織・企業 に対して、 予備的調

査を行った。調 査の結果と しては、外 部から 見ると一見厳し い市場環境 下におい

て、事業承継を 行った企業 においては 、高い イノベーション 志向のもと 、メーカ

ー、産地問屋と も、自社の 経営資源を 最大限 に生かして事業 に取り組ん でいるこ

とが分かった。 そのなかで 二点の地場 産業に おける優位性仮 説を持つに 至った。

一点目は、特色 としての業 種別組合を 基盤と する、連携体の 存在可能性 である。

二点目は、同年 代後継者間 の交流が関 係構築 コストを最小化 し、競争優 位の源泉

になりうるので はないかと いうことで ある。 これら二点につ いては、今 後ヒアリ

ングの深掘りや 、統計的調 査を行うこ とで検 証を進めていき たいと考え ている。  

 調査における 今後の課題 としては二 点ある 。一点目は、産 地全体を網 羅する企

業を取り巻く現 状把握の必 要性である 。今回 のヒアリング対 象企業は、 地場産地

に所在する企業 として、連 携事業へ積 極的に 参加している企 業ばかりで あった

が、産地内には 、規模・経 営資源の制 約によ り、新規事業へ の積極的参 画が困難

な企業もあると 想定される 。実態把握 におい ては、産地全体 で規模や、 承継状況

を網羅的に把握 可能な、全 数調査を進 めてい く必要がある。 二点目は、 事業承継

手段の多様化が 、地域の地 場産地にお いても 生じているかの 調査の必要 性であ

る。中小企業庁(2021,p.Ⅱ-317)では、事業承 継の方法におい て、親族承 継によ

る就任経緯の割 合が、2018 年は 42.7%であっ たものが、2020 年には 34.2%と減

少し、内部昇格 が、2018 年に 31.4%であった ものが、2020 年には 34.1%と増

加、また、買収 ・出向・分 社化の合計 値が、2018 年の 15.3%から、2020 年には

18.6%と増加している調 査結果が示 されている 。ただし当該数 値は都市や 地域を

すべて合計した 平均値であ り、地場産 地にお いて同様な傾向 があるとは 言い切れ

ない。実際にヒ アリングし た時点では 、産地 問屋や鞄メーカ ーにおいて は当該調

査のような状況 のように、 親族承継以 外の事 業承継方法がな されている とはみう

けられない。地 場産地企業 がファミリ ービジ ネスの側面を有 しているの であれ

ば、オーナーシ ップの割合 は減少があ っても 、経営謙遜のも のは親族に 承継され
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るものであるが 、そのよう な状況にな ってい るのか、産地問 屋・メーカ ー・材料

層など、産業を 構成する多 くの企業に おける 実態把握が求め られる。  

経済のグローバ ル化、 ICT の普及による情 報 流の変化、物流 の進化など によ

り、産業の集積 効果が希薄 化され、地 場産業 の存在意義を問 われる状況 になって

いる。加えて、 地域部に存 在している 地場産 業は、人口縮小 、若者の都 市集中に

よる働き手不足 など、多く の問題に直 面して いる。  

また、今回のヒ アリングに おいては聞 かなか ったが、他地域 の伝統産業 のなか

には、産品の一 部構成部材 を供給して いる企 業が国内に 1 社し かなく、 部材メ

ーカーが経営者 の担い手不 足により廃 業し、 伝統産業そのも のの存続が 危ぶまれ

ている事例もあ る。対策と しては、存 続懸念 企業の取引先、 つまりはサ プライチ

ェーンの川上も しくは川下 の企業が、 存続懸 念企業を M&A するサプライチ ェー

ン存続型事業承 継といった 事例も存在 し始め た。今後、様々 な産業の規 模が縮小

する中では、伝 統産業にと どまらず、 地場産 業全般において も同様の行 動が生じ

ることも想定さ れるため、 経過を見守 りたい 。  
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第 8 章  中小企業の事業承継時の経営者能力の獲得  

―両利きの経営の視点から―  

 

1．はじめに  

 本章では、 第 3 章で定義 した「中小 企業に おけるビジネス モデルの革 新と事

業承継、経営者 の成長の経 路依存は存 在する のか」という疑 問に対して 、5 章な

らびに 6 章で取り 扱った経 営者並びに 後継者 の事例研究を組 み合わせる ことで

考察したい。  

これまで、中小 企業の経営 者に焦点を 当て、 同一企業の 2 世代 の経営者 に対

して、それぞれ 異なるアプ ローチから 実証研 究を行った。  

第 5 章では、現経 営者が事 例企業に入 社して から、現在に至 るまでのプ ロセ

スを、両利きの 経営のフレ ームを用い て考察 した。経営資源 の豊富では ない小規

模企業において も、事業承 継を推進し ている 環境下であれば 、現経営者 の見守り

のもと、後継者 がマネージ ャーとして 両利き の経営が実現で きることを 示した。

実現した事業は 将来の中核 事業となっ ている 。事業承継を単 なる経営者 の交代や

経営資源の引き 継ぎと解釈 せず、変化 の多い 環境下において 、企業がビ ジネスモ

デルを変革する 機会として 活用するこ とが重 要であることが わかった。 後継者に

よる第二創業の 推進の事例 である。  

 第 6 章では、後 継者が入 社までに、 どのよ うに企業と関係 を持ってい たか、

現経営者による 大学の選考 や職業選択 を調査 することからは じめた。後 継者が当

社入社後、どの ように経営 者としての 能力を 形成していった かについて は、海外

子会社における マネジメン ト経験を中 心に調 査した。分析手 法としては 、田村

（2016）の提示する物 語分析を用 いて、どの ような出来事が 、後継者の 能力形

成に貢献してい るかについ て分析した 。海外 子会社において 、後継者は 、取引先

からトップマネ ジメントと して認識さ れ、現 地日本人コミュ ニティとの 良好な関

係性を背景に、 経営者とし ての能力を 形成し た。形成した能 力としては 、清水

（1983）でいうところ の、管理者 としての能 力を中心とする ものであり 、企業
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の萌芽・変革期 に求められ る企業家と しての 能力形成にかか る出来事は 少ないと

いうことが分か った。  

 これまでの事 例研究によ り、経営者 の能力 を生かした第二 創業の推進 並びに、

経営者の事業活 動を通じた 能力形成に ついて 、理解を進める ことができ た。本章

においては、O'Reilly & Tushman (2016)に記 載のある ambidexterity（両利きの

経営）の実現に あたりリー ダーに求め られる 能力の考察と、 能力の形成 過程につ

いての分析を行 う。能力形 成の過程を 理解す ることで、事業 承継期とい う、後継

者が発展途上の 段階におい て、行うべ き行動 をロールモデル として提示 すること

が可能になる。  

 

2．両利きの経営からみる経営者能力について  

本項では、O'Reilly & Tushman (2016)に記載 のある ambidexterity（両利きの

経営）において 、要になる リーダーが 持つべ きリーダーシッ プ原則につ いて、経

営者能力の側面 から考察す る。そのの ち、ambidexterity（両利きの経 営）を実

現するための経 営者能力形 成について 、ケー スにより分析を 行う。  

 

2.1 ambidexterity（両利きの経営）におけるリーダーシップ原則についての考察  

両利きの経営で は、探索と 深化の両立 を行い 、両利きの経営 を実現させ るため

の 5 つの要素が提 示されて いる O'Reilly & Tushman ,(2016,pp.312-313.)。  

 

➀心に訴えかけ る戦略的抱 負を示して 、幹部 チームを巻き込 む。  

➁どこに探索と 深化との緊 張関係を持 たせる かを明確に選定 する。  

③幹部チーム間 の対立に向 き合い、葛 藤から 学び事業間のバ ランスを図 る。  

④「一貫して矛 盾する」リ ーダーシッ プ行動 を実践する。  

⑤探索事業や進 化事業につ いての議論 や意思 決定の実践に時 間を割く。  
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５つの要素に関 するリーダ ーシップの 例とし て、複数人の経 営者の例を 取り上

げている。以降 は、O'Reilly & Tushman (2016,pp.311-344.)の記載内容から考 察

を行う。  

 

両利きの経営を 効果的に実 行できなか った例 としては、グロ ーバル展開 する大

手広告代理店で あるハバス ・ワールド ワイド CEO のデイビ ッド・ジョ ーンズ

と、NASA 宇宙ライフサ イエンス局 ディレク ターのジェフ・ デービスを 取り上げ

ている。両名は 、両利きの 経営を行う 必要性 を理解していた が、実現は できなか

ったとされてい る。デイビ ッド・ジョ ーンズ は、クリエイテ ィブ人材を 雇用し

て、クライアン トとの間の 人間関係に 依存す る既存の広告プ ロセスに対 し、深化

事業として、ク ラウドソー シングを活 用した 広告代理業を展 開する V&S を買収

した。V&S CEO である、ジョン・ ウィンザ ー を、ハバスの最 高イノベー ション

責任者として探 索の長に据 え、両利き の経営 を取り組もうと した。とこ ろが、幹

部チームを両利 き組織に巻 き込めなか ったう えに、探索事業 の実施を各 国の担当

マネージャーと ウィンザー に一任をし た結果 、失敗をした。NASA のジェフ・デ

ービスについて も、予算削 減のなか宇 宙ライ フサイエンスを 研究するた めの方法

として、オープ ンソースで の問題解決 を進め ようとしたが、既存の科学 者や技術

者からは拒絶さ れた。探索 と深化の分 離をせ ず、適切な幹部 チームを結 成しない

なかでの取り組 みは、内容 が合理的で あって も、既存の幹部 や構成員が 有するア

イデンティティ の変更まで は実現しえ なかっ たということに なる。  

両利きの経営を 実現できた 例としては 、世界 的なソフトウェ アサービス 会社で

あるマイシ ス CEO のローリー、イ ギリス通 信 大手ブリティッ シュ・テレ コム

（BT）のベン・ヴェヴァ イエン、イ ンドに所 在しながらフォ ーチュン５ ００企

業のうち３００ 社へビジネ ス・プロセ ス・ア ウトソーシング を提供するゼンサ

ー・テクノロジ ーズ CEO のガネシ ュ・ナタ ラ ジャンが紹介さ れている。 マイシ

ス CEO のローリーは、 探索事業ユ ニットで あ るマイシス・オ ープンソー ス・シ

ステムについて 、 IBM 出身のボブ・バセ ルム ズを雇い入れて 取り組ませ た。ロ

ーリーは二年以 上にわたり 、探索部門 への予 算短縮要求を拒 絶し、独立 性を保っ
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た。BT のベン・ヴェ ヴァイエン は、ブロー ド バンドという探 索事業を実 現させ

るために、ルー セント・テ クノロジー ズから 引き抜かれた。社内方アリ ソン・リ

ッチーを部門責 任者として 抜擢して、 従来部 門毎の縦割りで あった幹部 体制につ

いて、役割ごと の運営委員 会に変更、 協力行 動を評価する報 酬制度導入 により、

事業横断活動を 促した。ゼ ンサーのガ ネシュ ・ナタラジャン は、抜本的 なソフト

ウェア・プロセ ス・イノベ ーションで あるソ リューション・ ブループリ ント

（SBP）実現に向けて 、CEO 直属のユニッ ト にすることで、 保護を図っ た。  

 

両利きの経営が 成功した理 由としては 、CEO が明確に両利き の実現まで 関与

している点と、 権限をゆだ ねられるマ ネージ ャーの存在があ るといえる 。  

５つの原則と、 対応する経 営者能力に ついて 、考察を行う。 経営者能力 につい

ては、清水(1983)の内容をもとに する。  

 

表 8-1．両利きの 経営におい てリーダー に求め られる  

5 つの原則と経営者 能力の関係  

 企業家精神  管理者精神  

➀心に訴えかけ る戦略的

抱負を示して、 幹部チー

ムを巻き込む。  

「野心」、「理念 」「信

念」、「洞察力」 など  

 

➁どこに探索と 深化との

緊張関係を持た せるかを

明確に選定する 。  

 「統率力」「連続的緊 張

に耐えうる力 」「包容

力」「責任 感」  

③幹部チーム間 の対立に

向き合い、葛藤 から学

び、事業間のバ ランスを

図る。  

 「ほかの役員の 考え方や

行動パターンに ついての

知識」、「統率力 」、「人

柄」、「包容力」  
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④「一貫して矛 盾する」

リーダーシップ 行動を実

践する。  

「野心」、「理念 」、「信

念」  

「システム思考 」や、

「計数感覚」  

⑤探索事業や進 化事業に

ついての議論や 意思決定

の実践に時間を 割く。  

「判断力」  「システム思考 」や、

「計数感覚」  

出所：筆者作成  

 

「➀心に訴えか ける戦略的 抱負を示し て、幹 部チームを巻き 込む。」について

は、社内のメン バーが、探 索のイノベ ーショ ンを脅威ではな く、機会だ と理解さ

せる取り組みで ある。単な る抱負では なく、 感情に訴えかけ ることがも とめられ

ており、清水(1983)でいうところ の、企業家 精神であり 、「野心 」、「理念 」「信

念」、「洞察力」 などが該当 するとみら れる。  

「➁どこに探索 と深化との 緊張関係を 持たせ るかを明確に選 定する 。」につい

ては、確立され た事業が、 自らを批判 される ことを望まない という問題 に対して

の対策が求めら れる。対策 は 2 種類あ る。1 つ目はリーダー が自ら重要 な選択を

行うことである 。2 つ目は、リ ーダーと幹 部チ ームが一体とな って重要な 選択を

行うということ である。前 者において は、幹 部チームが、イ ノベーショ ンストリ

ームについての 戦略的な矛 盾に対処す る組織 能力を有してい ないのを認 めて、リ

ーダーが個人の 責任で解決 をする取り 組みと しており、ハブ アンドスポ ーク型と

呼称される。後 者において はチーム重 視型と して、幹部チー ムが長期的 視点を持

ち、参加型のリ ーダーシッ プを実践し ている 。清水(1983)でいうところの、管

理者精神におけ る、「 統率力 」「連続的 緊張に 耐えうる力 」「包容力 」「責 任感」な

どが求められる 。  

「③幹部チーム 間の対立に 向き合い、 葛藤か ら学び、事業間 のバランス を図

る。」につ いては、探 索と深化の 両立時に生 じ る幹部チーム間 の対立に対 して、

資源と組織能力 の配分をい かように実 施する かということで ある。NASA やハバ

スの様に成功し ない事例に おいては、 社内の 葛藤をうやむや にしながら 進めた結
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果として、社内 のレガシー 事業が探索 事業に 勝利してしまい 、イノベー ションの

ジレンマのよう な事態が発 生する。成 功する 事例においては 、リーダー が幹部チ

ームに対して社 内の葛藤を 解決させる ように 、議論を行って いる。清水(1983)

でいうところの 、主に管理 者精神であ る「ほ かの役員の考え 方や行動パ ターンに

ついての知識 」、「統率力 」、「人柄 」、「 包容力 」などが該当す る。  

「④「一貫して 矛盾する」 リーダーシ ップ行 動を実践する 。」につ いては、探

索と深化という 相反するユ ニットに対 して、 異なる方針を設 定するとい うことで

ある。異なる方 針が社内に 存在すれば 、ユニ ットのリーダー からは反発 がある

が、「➀心 に訴えかけ る戦略的抱 負を示して 、 幹部チームを巻 き込む 。」の原則 が

存在することで 矛盾をはら みながら社 内はま とまる。清水(1983)でいうところ

の、企業家精神 においては 、「野 心」、「理念 」、「信念」、 が該当する 。管理者精 神

においては 、「システ ム思考」や 、「計 数感覚 」が該当する。  

「⑤探索事業や 進化事業に ついての議 論や意 思決定の実践に 時間を割く 。」に

ついては、探索 と深化のユ ニットを分 けて、 ただし適切に評 価するとい うことで

ある。既存事業 ではエラー をコントロ ールす るが、探索事業 では機会を 予測する

取組みが求めら れる。清水(1983)でいうとこ ろの、企業家精 神において は、「 判

断力」、管 理者精神に おいては 、「シス テム思 考」や、「 計数感覚」等が該当す

る。  

以上のように、 両利きの経 営において 求めら れるリーダーの 要素とは、企業家

精神と管理者精 神の両面か ら構成され る。探 索ユニットを発 生させ、探 索を行う

過程においては 、企業家精 神を中心と してい る。他方深化ユ ニットでも ある既存

ユニットを維持 するために は、評価指 標を適 切に管理する管 理者精神が 求められ

る。そして、両 利きの経営 を実現させ るため には、企業家精 神と管理者 精神の両

面が必要となる ということ である。  

 

リーダーシッ プ 5 つの原則 について、 さらに 別の側面から考 察する。リ ーダ

ーシップ 5 つの原 則におい て、根幹を なすの は第 1 原則の「➀ 心に訴え かける

戦略的抱負を示 して、幹部 チームを巻 き込む 。」である。 第 2 から第 4 原則 まで
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の解説において も、第 1 原 則を充足す る重要 性に触れてい る 27ことから、 第 1

原則はリーダー シップを満 たすための 根本思 想、つまり理念 であるとい える。次

に第 2 原則「➁ど こに探索 と深化との 緊張関 係を持たせるか を明確に選 定す

る。」と、 第 4 原則「④ 「一貫し て矛盾する 」 リーダーシップ 行動を実践 す

る。」につ いては、お もに両利き の経営にお け る探索と深化の 事業につい て、目

標並びに意思決 定方法を明 確にして、 両者の バランスをとる ための原則 である。

リーダーシップ において、 求められる 意思決 定の要素になる 。  

残る第 3 原則「③ 幹部チー ム間の対立 に向き 合い、葛藤から 学び、事業 間の

バランスを図る 。」、第 5 原 則「⑤探索 事業や 進化事業につい ての議論や 意思決

定の実践に時間 を割く 。」は、お もに探索と 深 化の両方の幹部 チームを機 能させ

るために、リソ ースを配分 し、話し合 いの機 会を設け、両幹 部チームを 納得して

行動させるため の取り組み である。図 示する と次の通りとな る。  

 

図 8-1．両利きの 経営  リーダーシ ップ 5 つの 原則に含まれ る 3 つの能力  

出所：O'Reilly & Tushman (2016),pp.330-344 より筆者作成  

 

 
27 O'Reilly & Tushman (2016)pp.332-337. 

第 1 原 則 「 ➀ 心 に 訴 え か け る 戦 略 的 抱 負 を 示 し て 、 幹 部 チ ー ム を 巻 き 込 む 。」  

第 2 原 則 「 ➁ ど こ に 探 索 と 深 化 と の 緊
張 関 係 を 持 た せ る か を 明 確 に 選 定 す
る 。」  
 
第 4 原 則 「 ④ 「 一 貫 し て 矛 盾 す る 」 リ
ー ダ ー シ ッ プ 行 動 を 実 践 す る 。」  

第 3 原 則 「 ③ 幹 部 チ ー ム 間 の 対 立 に 向
き 合 い 、 葛 藤 か ら 学 び 、 事 業 間 の バ ラ
ン ス を 図 る 。」  
 
第 5 原 則 「 ⑤ 探 索 事 業 や 進 化 事 業 に つ
い て の 議 論 や 意 思 決 定 の 実 践 に 時 間 を
割 く 。」  

目 標 並 び に 意 思 決 定 方 法 を  
明 確 に す る  

幹 部 チ ー ム を 機 能 さ せ る  

理 念 を 策 定 ・ 浸 透 さ せ る  
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両利きの経営に おいては、 隣接する組 織にお いて、自己と異 なる目標・ 評価基

準・価値観での 活動がなさ れているた め、不 満が起こりやす い。不満を 起こさせ

ず、組織を両立 するために 求められる のが、「 理念を策定・浸 透させる」 であ

る。深化組織に とって、探 索組織との 併存は 短期的利益につ ながりにく いうえ

に、精神負荷の かかる状況 である。そ のため 、理念の浸透に より、現状 の環境は

将来の自社や自 己に必要な ものである と幹部 に納得をさせる ことが重要 になる。  

「目標並びに意 思決定方法 を明確にす る」に ついては、探索 と深化の矛 盾する

組織を両立させ るためのリ ーダーシッ プの発 揮である。両利 きの経営を 志して取

り組む中では必 要な能力で あるが、能 力が不 足している際に は、探索と 深化の境

界やそれぞれの 目標設定が あいまいな まま組 織を動かすこと につながる 。結果と

して、組織の中 で強者であ る深化組織 により 、探索組織が打 ち負かされ る結果に

つながる。  

両利きを目指し たものの失 敗に終わっ た、ハ バスと NASA 宇宙サイエンス局

については 、「幹部チ ームを機能 させる」能 力 が不足している ため、幹部 チーム

すなわち組織を 形成しなか ったか、形 成した ものの機能する ような取り 組みが出

来なかったとい える。「幹部チー ムを機能さ せ る」能力が不足 している場 合、幹

部チームが資源 を出し惜し みしてリー ダーシ ップを発揮しな い「幹部チ ームの皮

肉」 28が発生する。  

これら、「 理念を策定 ・浸透させ る」、「目標 並 びに意思決定方 法を明確に す

る」、「幹部チー ムを機能さ せる」 の 3 点につ いて、両利きの 経営リーダ ーに求

められる能力で あると定義 する。  

 

2.2 両利きの経営リーダーの能力形成についての疑問  

O'Reilly & Tushman (2016)は、両利きの経 営 の要になるリー ダーが持つ べき

リーダーシッ プ 5 つの原則 を指摘して いるが 、リーダーシッ プ原則の背 景にあ

る経営者能力が どのような もので、か つどの ように能力形成 を行うべき かについ

 
28 O'Reilly & Tushman (2016)p340. 
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ては触れられて いない。経 営者能力と その形 成について触れ られていな い理由と

して、2 点が考えら れる。  

1 つ目の理由は、両 利きの経営 にて対象と する 企業は成熟企業 であり、成 熟し

たリーダーがい ることを前 提としてい るので はないかという ことである 。両利き

の経営は、Christensen(1997)にて提唱されて いるイノベーシ ョンのジレ ンマに

対しての解決方 法として提 唱されてお り、イ ノベーションの ジレンマは成熟企業

にて起こる事業 を対象とし ていること に起因 する。  

2 つ目の理由は、両 利きの経営 はすでにリ ーダ ーなりマネージ ャーなりの 経験

を十分に蓄積し た人物が行 うことを想 定して いるのではない かと考えら れる。両

利きの経営を実 現させたリ ーダーの事 例を見 ると、探索事業 に関連した 分野にお

いてすでに実績 ある人物を 招聘して探 索ユニ ットのリーダー もしくは全 社のリー

ダーとして据え 付けており 、探索を行 いなが ら経営者能力を 成長させた 事例は紹

介されていない 。成熟企業 が自社の将 来を担 う探索を取り組 む際に、未 成熟のリ

ーダーを据える ことは想定 しがたく、 リーダ ーの能力形成は すでにでき ているも

のとして扱われ る。  

 

表 8-2．両利きを 目指した組 織における リーダ ーと探索マネー ジャーの属 性  

  リ ー ダ ー  探 索 マ ネ ー ジ ャ ー  

両 利 き

の 経 営

に 失 敗  

ハ バ ス ・ ワ ー ル ド ワ イ ド  CEO 

デ イ ビ ッ ド ・ ジ ョ ー ン ズ  

ジ ョ ン ・ ウ ィ ン ザ ー  

(V&S 出 身) 

NASA 宇 宙 ラ イ フサ イ エ

ン ス 局  

デ ィ レ ク タ ー  

ジ ェ フ ・ デ ー ビ ス  

組 織 編 制 せ ず  

両 利 き

の 経 営

に 成 功  

マ イ シ ス  CEO 

ロ ー リ ー  

ボ ブ ・ バ セ ル ム ズ  

(IBM 出 身 ) 

ブ リ テ ィ ッ シ ュ ・ テ レ コ

ム （BT）  

ベ ン ・ ヴ ェ ヴ ァ イ エ ン

（ ル ー セ ン ト ・ テ ク ノ ロ

ジ ー ズ ）  

ア リ ソ ン ・ リ ッ チ ー  

(社 内 ) 



 

150 
 

ゼ ン サ ー ・ テ ク ノ ロ ジ ー

ズ  

CEO 

ガ ネ シ ュ ・ ナ タ ラ ジ ャ ン  

起 業 家 精 神 あ ふ れ る リ ー

ダ ー (社 内 ) 

出所：O'Reilly & Tushman (2016),pp.313-329 より筆者作成  

O'Reilly & Tushman (2016)において、リー ダ ーの原則を提示 しながらも 、そ

の育成について 触れられな い背景には 、アメ リカの国民性の 違いによる 企業風土

の違いがあると みられる。 欧米で主流 を占め る、アングロ・ サクソン社 会は相互

不信社会であり 、良い人材 は外部から 調達す るものという思 想が主流で あり、育

成そのものに関 心が薄いの ではないか とも考 えられる。  

契約主体相互不 信社会の欧 米型企業の 風土が 色濃いグローバ ル企業に対 して、

日本の企業は、 イエの論理 を前提とし て企業 文化を形成して いる。 第 2 章で述

べた通り、イエ の論理に基 づく企業と は、生 活共同体構成員 たる創業者 血族が長

期に亘り経営に 関与し、新 卒入社社員 を主体 とする非血族構 成員とも長 期の関係

構築を持つこと になる。必 然的に、日 本企業 における両利き の経営の担 い手は、

社内の人材とな り、適切な 人材がいな い場合 には内部での育 成を行う必 要が生じ

るというわけで ある。以上 のことから 、日本 的経営の側面が 色濃い企業 におい

て、両利きの経 営を成功さ せるために は、両 利きの経営のリ ーダーたり うる経営

者能力形成につ いて、考慮 する必要が ある。  

以降においては 、ケース対 象企業であ る株式 会社昭和製作所 において、後継者

がいかように、 両利きの組 織を形成す るため に必要な能力を 形成したか につい

て、考察を行う 。  

 両利きの経営 を担う経営 者の能力形 成を考 察するに際して は、5 章で取り 扱っ

た、現経営者で ある成雄氏 の行っ た 3 件の第 二創業のケース 並びに、6 章で 取り

扱った、現在後 継者である 雄大氏がイ ンドネ シアでのマネジ メント経験 から経営

者能力を形成し たケースを 対象とする 。両利 きの経営実施に 必要な経営 者能力

を、➀理念を策 定・浸透さ せる、②目 標並び に意思決定方法 を明確にす る、③幹

部チームを機能 させるとし て、当該対 象者が 、3 つの経営者能力 について、 どの

ような順序で、 どのように 形成したか 、また 能力形成ができ た背景や理 由につい

て、考察する。  
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3．現経営者の両利き経営者能力形成についての考察  

3.1 形成した経営者能力と形成過程  

 現経営者は、 当社入社以 来現在に至 るまで に、3 回の第二創業 を行ってい る。

第二創業時にマ ネジメント を行ったこ とによ る能力形成につ いて以下に 考察す

る。  

（1）手工業実施期  

現経営者は、阪 神大震災後 の新事業展 開とし て、復興需要を 見越した建 設工事

業を始めた。同 事業におい ては、内装 工事を 主として、店舗 内装として の軽量鉄

骨や内装ボード の施工を行 っていた。 木型製 造業を主業とし ていた同社 として

は、非関連型の 多角化でも あり、社内 ベンチ ャーのような位 置づけであ った。非

関連型で既存の 経営資源を 使用しない 取り組 みであるがため に、両利き の経営に

おける戦略的意 図としては 、戦略的な 重要性 が低く、本業の 資産の活用 も低い、

スピンアウトす べき事業で あるといえ る。ス ピンアウト対象 事業であっ ても、経

営者としての学 びはあった 。新規性の 高いス ピンアウト事業 においては 、両利き

の経営リーダー シップ 5 つ の原則に含 まれる 3 つの能力のうち 、「理念 を策定・

浸透させる 」、「 目標並びに 意思決定方 法を明 確にする」につ いての能力 が求めら

れ、形成されて いった。た だし、当該 事業は 成功していないことから、 能力形成

の結果が当該事 業の遂行期 間中には発 揮され なかったといえ る。  

次に清水(1983)の企業家精神並び に管理者精 神の発揮の側面 から分析す る。

建設工事業を推 進した背景 として、阪 神淡路 大震災で本社社 屋の縦化を 余儀なく

され、既存事業 であった木 型製造事業 への将 来不安があった といえる。将来不安

のあるなかで、 活用できる 経営資源を 捜索し た結果、現経営 者の親族が 建築関連

事業に従事して いたという 強みと、震 災で多 くの建物が倒壊 した結果の 復興需要

があるのではな いかという 機会を活用 した本 事業の創出に至 った。非関 連の多角

化とされる取組 みではある が、木型事 業では ノミやカンナを 持って行っ ていた手
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仕事を、ドライ バーやノコ に置き換え て行う 仕事であり、現 経営者の作 業者とし

ての直感では関 連性がある と評価して いたの ではないかとい える。  

能力としては 、「直観 力・カン 」、「決断力 」、「 ビジョン」など の活用を試 み

た。ただし当社 の事業環境 においては 、成功 した取り組みで はなかった が、企業

家としての経験 蓄積はなさ れており、 企業家 能力形成におい て評価がで きる取り

組みであった。  

 

（2）CAD/CAM による生産方式へ の変更期  

 手工業に次 ぐ 2 回目の第 二創業は、CAD/CAM による生産方式への 変更であ

った。経験の蓄 積に基づく 手作業での 加工方 式から、設計ソ フトを使用 して、加

工機を用いる生 産方式への 移行である 。戦略 的な重要性が高 く、本業の 資産の活

用も高い本取組 は、両利き 組織が求め られる 取り組みである といえる。  

社内創業に類す る位置づけ として、進 出をし た。事業経緯と しては、事 業企

画、事業推進、 採用、とい った活動を 行った 。形成能力とし てはいくつ かある。  

まず両利きの経 営の側面で 考察する。 本事業 展開においては 、同じ建屋 のなか

で、手作業を行 う工場と、 ＣＡＤ／Ｃ ＡＭの 専用部屋が存在 していた。 人材も分

かれている環境 の中で、両 環境からの 不満を 出さず、両立す る取組みを 行えたと

いうことは、両 利きの経営 における 、「心に 訴 えかける戦略的 抱負を示し て、幹

部チームを巻き 込む」、「④ 「一貫して 矛盾す る」リーダーシ ップ行動を 実践す

る。」とい った面での 貢献がある といえる。  

経営者精神の発 揮面におい ては、企業 家的取 り組みであり、 将来への洞 察力を

発揮したもので あった。新 生産方式へ の移行 という事業側面 と、本事業 を通じて

採用した人材が 後の中核人 材へとなっ ていっ たことから、管 理者的能力 である、

「人間的魅力」 や、「 相手の立場 に立っても の を考える能力」 の形成につ いても

貢献をした取り 組みである と評価でき る。  
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（3）IＳＯの導入と 海外展開期  

 ＩＳＯの導入 と海外展開 においては 、従来 複数の職人がい るフラット な階層の

企業に対して、 中間管理職 を導入し、 企業と しての形態を充 実させる時 期であっ

た。ＩＳＯの導 入に際して は、費用と 手間の かかる取り組み であったが 、当社の

組織体系を整備 したいとい う考えのも と取り 組んだものであ る。海外展 開につい

ても、契機は社 外からの紹 介であった が、紹 介から事業の着 手までは年 数を要し

ており、決断に 至るまで、 社長の間で 慎重な 検討がなされて いた。  

 本取組は、企 業家精神の 発揮として の海外 展開タイミング の見極めと 、決定し

てから半年の立 ち上げとい うスピード 行動が まず見られた。 その後、現 地マネー

ジャーとして、 社長子息が 着任はして いるも のの、技術移転 には社長自 らも率先

してインドネシ アへ訪問す ることで、 当社と してのアイデン ティティ確 立に努め

ることが出来た 点で、管理 者精神の発 揮面で も評価ができる 。結果とし て、企業

家面と管理者面 の両面にお いて経営者 能力の 発揮ができ、能 力を十分に 確立した

事例であると評 価ができる 。  

 

3.2 現経営者における両利きの経営からみる経営者能力の獲得について  

 両利きの経営 の側面での 評価をする と、日 本での収益増に 貢献できる かわから

ない海外子会社 展開につい て、日本法 人を深 化組織として、 海外法人を 探索組織

とした場合に、 両者を両立 させ、➀理 念を策 定・浸透させる 、②目標並 びに意思

決定方法を明確 にする、③ 幹部チーム を機能 させる。といっ た取り組み を実施し

えた能力がある と評価でき る。両社の 所在地 は、日本とイン ドネシアで あり、か

なり離れている 。お互いが 見えない環 境であ るため、相互の 環境を見て の批判

や、方針の矛盾 を感じての 抵抗などは 起こり にくい環境であ るが、いい かえると

共通のアイデン ティティを 確立するこ とが極 めて難しい環境 になる。そ こで、経

営者精神におけ る管理者精 神の発揮と して、 定期的にインド ネシアへ訪 問をし

て、現地へアド バイスを行 うことで、 両社の 組織が共通のア イデンティ ティを保

てるように実践 をしていた 。  
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3.3 経営者能力を形成しえた要因  

 経営者能力を 発揮しえた 要因として は、先 代経営者による 干渉が少な く、見守

りの姿勢があっ た点が評価 できる。現 経営者 は、事業承継を 想定しなが らも、入

社当初は作業者 として従事 しており、 就業当 初は経営者経験 を有してい たわけで

はないが、3 回の第 二創業を通 じて、経営 者と しての能力形成 をはかって きた。  

現経営者は、自 分が代表取 締役ではな かった 時代も含め、3 回の 第二創業を 通

じて、自律した 行動をとっ たことによ り、経 営者として必要 な、ビジョ ン、決断

力、スピードと いった能力 にかかる経 験を蓄 積することがで きた。3 回の経 営革

新行動について 、5 章考察②で も述べてい るが 、先代経営者は 承認し、見 守るこ

とで、事業とし ての後方支 援を行って いた。 現経営者も当時 を振り返り 、「会 長

は、余計なこと は言わない が、事業の 様子を 見守ってくれた ことが心強 かった」

と述べている。  

小野瀬(2014)では、「前経営 者の影響」 により イノベーション の可能性が高低

することはない と指摘して いる。小野 瀬(2014)の質問票にある 、「前経営 者は現

在でも発言力を 持っている 」について 、当社 の事例は、発言 力を有して いなが

ら、発言権を行 使しなかっ た状況であ るとい える。発言力を 有している 前経営者

が、あえて発言 をしないこ とのより、 組織全 体に事業内容を 肯定すると いうメッ

セージを伝えて いるといえ る。発言力 の保有 と行使を個別に とらえると 、本事象

は小野瀬（2014）の分析を否定す るものでは ないといえる。  

 

表 8-3．前経営者 の発言力保 持と行使有 無によ る、社内への影 響  

 前 経 営 者 は 社 内 で  
発 言 力 を 保 有 し て い る  

前 経 営 者 は 社 内 で  
発 言 力 を 保 有 し て い な い  

前 経 営 者 は 社 内 で 発 言
力 を 行 使 す る  

発 言 に よ り 影 響力 が 行 使さ れ
る 。  

前 経 営 者 は 発 言 力 が な いの
で 、 発 言 に 影 響 が な い  

前 経 営 者 は 社 内 で 発 言
力 を 行 使 し な い  

発 言 を せ ず と も 、 暗 黙 の肯 定 ・
否 定 に よ り 影 響 力 が 行 使さ れ
る 。※ 今 回 の 事 象  

出所：筆者作成  
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中小企業金融公 庫総合研究 所(2008,pp.92-93)においても、後 継者に重要 な経

営判断を任せる ことで、経 営力を育成 するケ ースが紹介され ており、当 社の事例

も同様である。 ただし、任 せるとは、 すべて を放棄している わけではな く、そこ

に現経営者の何 らかの行動 が存在して いる。 中小企業金融公 庫総合研究 所

(2008,pp.92-93)のケースも、 高い自由度 を与 え、任せるとし ながらも、完全放

任ではなく 、「配慮や サポートを する」とし て いる(中小企業金融公 庫総合研究

所 ,2008,pp.93)。  

 

先代経営者が、 後継者に対 して配慮や サポー トを行いつつ、 後継者に意 識的  

に権限を委譲し て経営判断 を要する場 面を経 験させることが 、先代経営 者から

の経営力の承継 と、後継者 独自の経営 力獲得 に係る両方のプ ロセスにお いて、

有効であると考 えられる。  

 

 見守るとは 、「無事 であるよう に注意しな が ら見る。また、 成り行きを 気を付

けながら見 る 29」行為である。任 せるにつ いて は、「仕事 などを他に ゆだね、そ

の自由にさせる 。相手の好 きなように させる 。そのままにし ておく。ほ っておく

30」行為であ る。見守る と任せるは 一見近い言 い回しのようで あるが、監 視の有

無において違い があるとい うことにな る。見 守るについては 前提となる 任せるが

存在している。 言葉の意味 通りに、任 せるを 狭義に解釈した 場合、任せ 、かつ見

守らない状況で あるといえ る。  

  

 
29 デ ジタ ル 大 辞 泉  

https://kotobank.jp/word/%E8%A6%8B%E5%9B%9E%E3%82%8B-639606 
2021 年 12 月 2 日 閲 覧  
30 デ ジタ ル 大 辞 泉

https://kotobank.jp/word/%E4%BB%BB%E3%81%9B%E3%82%8B-633377 
2021 年 12 月 2 日 閲 覧  
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表 8-4．言葉の解 釈としての 見守ると任 せるの 違い  

 任せて見守る  任せる（見守ら ない）  

権限  委譲している  委譲している  

成り行きの監視  する  しない  

出所：筆者作成  

 

5 章事例において、 現経営者は 任せるでは なく 、見守るという 言葉を用い てい

た。あえて見守 るという言 葉を用いた 意味と して、前経営者 による見守 り、すな

わち成り行きの 監視は、現 経営者の権 限遂行 において優位に 作用してい るのでは

ないかというこ とである。 権限を委譲 されて すぐの経営者は 、当該事業 のマネジ

メント経験に乏 しい場合が ある。経験 が乏し いなかでの実践 は、手探り の好意に

なり、安心して の業務遂行 ができない 。見守 りが存在すると 、自己のふ るまいの

正しさを常に判 定してくれ る存在が伴 走して いることになり 、心強いと いうこと

になる。  

見守りに関連し た現経営者 と後継者に おける 関係性について 、落合(2014b)

は、継承プロセ スにおける 制約性と自 律性を 指摘している。 制約性とは 、伝統の

継承を重んじる 老舗におい て後継者が 能動的 状況を起こしづ らいことで ある。自

律性とは、ファ ミリー出身 の後継者は 、内部 昇進者よりも自 分を選任し てくれた

周囲への配慮を 要しないた め、経営上 自律し た行動をとりや すいという ことであ

るとしている。 落合(2014b)は、両者の二律 背 反の中でいかに 自律的行動 をとる

かが、継承プロ セスにおけ る課題であ ると指 摘している。落 合(2014b)の制約性

と自律性に対し て、見守り は、制約性 を排除 し、自律性を補 助する機能 があるの

ではないかと考 えられる。  

つまり、見守り とは、現経 営者と後継 者（本 事例については 、先代経営 者と現

経営者）の関係 性において の先代側の 立ち振 る舞いを表す。 従業員や顧 客、過去

の慣習などの影 響から、後 継者の自由 行動を 保証する行為で あるといえ る。  
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4．後継者の両利き経営者能力についての考察  

～経営者能力の経路依存について  

 

4.1 経営者能力の定義について  

経営者能力とは 、清水(1983)によると、企業 家的態度と管理 者的態度に 大別

される。O'Reilly & Tushman (2016)の両利き の経営では、後 継者の能力 獲得に

ついて、➀理念 を策定・浸 透させる、 ②目標 並びに意思決定 方法を明確 にする、

③幹部チームを 機能させる 。といった 分類に なる。経営者能 力には、構 想段階か

ら、実現及び管 理に至るま で、能力を 発揮す る順序が存在し ている。あ わせて能

力獲得について も順序があ り、適切な 順序で 能力形成をする ことにより 、より効

果の高い能力形 成が可能に なる。本項 では、 経営者能力のあ るべき獲得 順につい

て、経営者能力 の経路依存 として、昭 和製作 所における後継 者事例を考 察する。  

Argote, & Miron-Spektor（2011)によると、組 織学習のプロセ スは、active 

context, members, tools(組織、人、ツール)が 、①何らかの探 索活動を行 う。次

に競合や顧客、 規制など様 々な環境背 景に Task performance experience(経験)

が加わることで 、②知識と して習得を 行う。 最後に、active context, members, 

tools(組織、人、ツール)に対 して、③習 得さ れた知識が定着 されるとい う流れ

になる。組織学 習のプロセ スを経営者 能力の 獲得に適用する と経営者能 力の獲得

とは、③を経て 、経営者と いう人に知 識が定 着した段階のこ とをさす。  
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図 8-2. 組織学習の プロセス  

 
出所：Argote& Miron-Spektor(2011,p.1125)に筆者加筆  

 

後継者の能力獲 得について も、組織学 習と同 様に、経験を通 じて形成を 行うもの

とみられる。能 力形成が知 識と経験の 連関に より成り立つと して、経営 者能力と

して後継者に求 められる能 力を形成す るため には、相応に必 要な経験と そこから

得られる知識を 形成する必 要がある。 さらに 、経験を積むた めには、経 験すなわ

ち行動が可能に なるような 前提条件が 存在す ることになる。 加えて、(Argote, & 

Miron-Spektor,2011)における探 索活動を行 う 際には、当該方 向性に探索 を行う

ようになる価値 観の形成が 合わせて行 われて いるとすると、 探索行動と は経営者

としての行動方 向性を形成 する、経営 者精神 の発揮であると いえる。  

 

図 8-3．経営者能 力の獲得経 路  

 

出所：筆者作成  

②経営者能力に  
つながる経験  

➀経営者として の価

値観（経営者精 神）

③経営者として の  
能力形成（知識 ）  

①  

②  

③  
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「②経営者能力 につながる 経験」にお いては 、経営者として の能力を形 成する

「③経営者とし ての能力形 成」と 、「➀経営 者 としての価値観 形成」が同 時に行

われるといえる 。「② 経営者能力 につながる 経 験」であるが、 清水（1983）によ

ると能力発揮の 局面には、 企業家的態 度の発 揮される不連続 緊張を作り 出す局面

と、管理者的態 度の発揮さ れる連続的 緊張に 耐えることが必 要な局面が 存在す

る。経験をする 順序につい ては、事業 をゼロ ベースで創出す る創業経営 者と、す

でにある経営基 盤をもとに 経営を行う 後継者 により、異なる 。創業経営 者であれ

ば、企業家的態 度を発揮し て、トップ リーダ ーの経営機能と して、将来 構想や理

念の策定、戦略 的意思決定 などを行う ことか ら始まる。企業 家的態度に より形成

された事業に対 して、管理 者的態度を 発揮し て執行管理を行 うというこ とであ

る。将来構想に 基づいて事 業を構築す ること が最初に存在す るため、企 業家的態

度の表出、関連 する経験が 先行して行 われる ことになる。  

 

図 8-4．創業経営 者における 経営者経験 の順序  

 

出所：筆者作成  

 

対して、後継者 の経営者経 験について 、既に 存在している事 業体に入社 し経営

へ関与していく ということ から、将来 構想か ら経営者経験を 始めること は少な

く、既存業務へ の適応を目 指すのが、 事業承 継時の後継者経 験となる。  

中小企業庁(2019)においても、実 施した後継 者教育の内容と しては 、「経営に

ついて社内で教 育を行った 」、「自社事 業の技 術・ノウハウに ついて社内 で教育を

[創業行為] 
将来構想、経営 理念の明確

化、戦略的意思 決定経験  

[企業を安定運営する 行為] 

執行管理経験  

 

管理者的態度  
（マネージャー ）  

企業家的態度  
（ ア ン ト レ プ レ ナ ー ）
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行った」、「同業 他社で勤務 を経験させ た」な どであり、新規 事業に関与 させたと

いったような後 継者教育の 回答はなか った。  

 後継者のなか でも、主た る事業活動 が既存 事業主体（知の 深化）であ る場合

と新規事業推進 を行う（知 の探索）で 異なる が、中小企業庁(2019)において

は、後継者が後 継者教育の 一環として 、企業 家的態度を発揮 する事業に 取り組む

というのは想定 されていな いようであ る。そ の他、社内での 経験機会が 十分では

ないが、外部研 修の受講や 、経営者団 体での 研鑽などで知識 を補う状況 も考えら

れる。  

 

図 8-5．実施した 後継者教育 の内容  

 
出所：中小企業 庁(2019)pp.92 

 

株式会社昭和製 作所の後継 者である奥 野雄大 氏の経験につい て、清水(2000, 

pp.34)トップリー ダーの経営 機能として 記載 のある「将来構 想の構築・ 経営理念

の明確化」、「戦 略的意思決 定」、「執行 管理」 に分類をして記 載する。  
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図 8-6．トップリ ーダーの能 力  

 
出所：清水(2000)p.34 

 

表 8-5．事例企業 における後 継者の経営 者経験  

 将来構想の構築・
経営理念の明確化  

戦略的意思決定  執行管理  

日本人生産部門責任
者 E 氏の合流と工場
の立ち上げ  

  先行進出した取引
先企業協力のも
と、立ち上げた。  

日本本社と協力して
の技術の確立  

  日本法人より社長
はじめ技術者を招
き入れて技術を確
立、以降はインド
ネシアで独自に進
化した。  

日本人コミュニティ
へのコンタクト  

新規顧客開拓をし
ようという、営業
的アプローチ  

既存のコネクシ
ョンを延長する
のではなく、コ
ミュニティから
開拓しようとい
う決断  

コミュニティにお
いて、人間的魅力
を発揮しながらの
適合  

立ち上げ当初の顧客
との接点  

  顧客の要求品質に
応える体制構築  
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重要顧客との接点と
取引関係の成立  

長期的関係によ
り、取引が成立す
るという洞察  

当該顧客と取引
をしようという
強い意志  

加工品質向上に向
けた組織強化  

新たな顧客獲得への
取組み  

第 3 国への展開
や、インドネシア
にいるという強み
の活用などのビジ
ョン  

既存とは違う事
業構造を目指そ
うという決断  

 

出所：筆者作成  

 

奥野雄大氏は、 社長からイ ンドネシア 法人の 立ち上げを支持 され、イン ドネシ

アで事業に取り 組んだ。執 行管理経験 が先行 してあり、その 後に、探索 的行動と

して、将来を構 想して、戦 略的意思決 定を行 っている。奥野 雄大氏の事 例の様

に、両利きの経 営における 探索組織マ ネージ ャーの役割を担 う後継者は 、探索組

織に所属してい るために、 企業家的態 度―将 来構想にかかる 経験をして いると想

定していた。実 態として、 与えられた 役割は 探索組織におけ る執行管理 であり、

役割を与えられ た後継者は 執行管理の 経験を 積んでいる。た だし、両利 きの経営

における探索部 門に所属を していると いうこ とは、深化組織 すなわち既 存の部門

とは離れた環境 下で、独自 のリーダー シップ を発揮できる環 境下に置か れている

ことであり、執 行管理の経 験を蓄積し ながら 、企業家的態度 をとれるよ うな環境

下におかれてい るといえる 。事例にあ る奥野 雄大氏において も、一定の執行管理

経験ののちは 、「日本 人コミュニ ティへのコ ン タクト」、「重要 顧客との接 点と取

引関係の成立 」、「新たな顧 客獲得への 取組み 」といった点に おいては起 業家的態

度に基づく、ア ントレプレ ナーシップ を発揮 している。  

このように、両 利きの経営 を行う中で 、探索 組織のリーダー という環境 にある

後継者は、与え られた使命 が執行管理 の役割 であったとして も、その置 かれた立

場が探索組織と して独立し ていること を背景 に、企業家的態 度の形成が 行われる

のではないかと いえる。  
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図 8-7．後継者に おける経営 者経験の順 序の一 例  

出所：筆者作成  

5.まとめ  

 本章では、 第 3 章で定義 した「中小 企業に おけるビジネス モデルの革 新と事

業承継、経営者 の成長の経 路依存は存 在する のか」という疑 問に対して 、第 5

章ならびに 第 6 章にて取り 扱った経営 者並び に後継者の事例 研究を組み 合わせ

ることで考察を 行った。後 継者の能力 形成に ついて、先行し て、管理者 としての

経験を経て、企 業家的態度 を形成する ことが 分かった。なお 、企業家的 態度の形

成に際しては、 両利きの経 営でいうと ころの 探索組織のよう に、既存組 織と隔離

された環境下で の経験が有 効に作用す るとも みられる。ただ し、両利き の経営の

実践には、特定 の経営者能 力が求めら れる。 本章においては 両利きの経 営におい

て必要な経営者 能力につい て考察を行 った。 両利きの経営に 求められる 経営者能

力について、リ ーダーシッ プ 5 つの原 則から 見ると、3 つの能力 が存在する 。

「標並びに意思 決定方法を 明確にする 」、「目 標並びに意思決 定方法を明 確にす

る」、「幹部チー ムを機能さ せる」であ り、O'Reilly & Tushman (2016)の事例に

おいては、「幹部チー ムを機能さ せる」にお い て、有効に作用 しなかった 事例が

あげられている 。  

  

[探索的行動] 
将来構想、経営 理念の明確

化、戦略的意思 決定経験  

[企業を安定運営する 行為] 

執行管理経験  

 

管理者的態度  
（マネージャー ）  

企業家的態度  
（ ア ン ト レ プ レ ナ ー ）

 

既存組織と隔離 された環境 下  
（両利きの経営 における  

探索組織等）  
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 次に、経営者 能力の形成 について、 事例か ら得られたイン プリケーシ ョンにつ

いて述べる。  

現経営者の事例 においては 、両利きの 経営の リーダーとして 能力発揮を しなが

ら経営者能力を 形成してい た。現経営 者の能 力形成に寄与し た内容とし ては、先

代経営者による 見守りがあ る。先代経 営者は 時に影響力の大 きさから改 革を妨げ

る存在にもなり うるが、先 代経営者が 現経営 者に権限付与を 公式に行い 、経過を

観察することで 、改革の後 押しとして 、有効 に作用すること が分かった 。  

 後継者の能力 形成につい ては、創業 者とは 異なる能力形成 経路がある ことが分

かった。そのな かでも、両 利きの経営 の探索 事業化にマネー ジャーとし て置かれ

た後継者は、与 えられた業 務が執行管 理であ っても、探索組 織の独立性 を活か

し、アントレプ レナーとし ての行動を とるの ではないかとの 考えが得ら れた。  
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第 9 章  中小企業の事業承継におけるイノベーション志向  

1．はじめに  

 8 章を通じて 、経営者能 力の形成に は経路 依存が存在する ことが明ら かになっ

た。創業経営 者であれば 、企業家（entrepreneur）的態度に より事業を 想像し、起

業 した 組 織 を執 行 管 理 する 中 で 、管 理 者 (manager)的 態 度 を形 成 し てい く と い う

ことになる。後 継経営者で あれば、す でに形 成された組織に おいて、事 業の経験

を積むことが後 継者教育で あるため、 事業の 執行管理、すな わち管理者 的態度の

形成が先行する ことになる。中 小企業庁(2019)にある、後継者教育にお いて、企

業家的態度を培 うような取 り組みはな されて いないが、両利 きの経営の マネージ

ャー役をになう 後継者につ いては、そ の環境 が既存組織と独 立している という環

境特殊性から、 執行管理の 役割を担い ながら も、企業家的態 度を形成し うるとい

うことが事例を 通じてわか った。  

 昨今の中小企 業に対して の事業承継 支援に おいては、第二 創業の推進 によるビ

ジネスモデルの 革新によっ て、企業 の Going Concern を実現させるという 狙いか

ら、後継者に企 業家的態度 を身に着け させよ うという動きが ある。6 章で述べた

ように、企業家 的態度を形 成させよう という 意図的な取組で なくとも、 結果的に

後継者の志向が 企業家的態 度に向かう という 事象も存在するなかで、企 業家的態

度の形成のため に、直接的 に施行を醸 成する 取組みが果たし て有効なの かという

疑問を持つに至 った。  

本章では、後継 者に企業家 的態度を 身に着け させようという 政策的動き を分析

する。その後、 後継者が企 業家的態度 を身に 着けるために、 どのような 行動をと

ることが最適で あるか、こ れまでの事 例から 言えることを考 察する。こ れらによ

り、後継者にイ ノベーショ ン志向を抱 かせる ための有効な方 法を考察す る。  
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2．ベンチャー型事業承継について  

 近年国におい ても、事業 承継の実施 時に、 後継者が経営革 新を取り組 む企業に

対して支援をす る取組みが ある。ベン チャー 型事業承継とい われる事業 承継と経

営革新を合わせ て行う取り 組みに対し て、支 援を実施してい る。  

 

図 9-1.ベンチャー型事 業承継の概 念図  

 

出所：近畿経済 産業局  WEB サイト 31 

 

2021 年度において も、事業承 継補助金の なか に、経営交代型  ベン チャー型事

業承継・生産性向上枠と して、補助 率 2/3、補 助上限 300 万円が設定されてい る。  

 ベンチャー型 事業承継の なかでは、 後継者 の後継者が保有 する知識や 技能、ま

たは関心により 、新たな事 業展開を行 うこと が想定されてい る。  

岸田（2015）では、新潟県央地域金 属加工産 地に所在する株 式会社スノ ーピー

ク（以下スノ ーピーク）の事例を紹 介している 。スノーピー クは、2014 年に上場

 
31 近 畿経 済 産 業 局  関 西 か ら 広 がる ベ ン チ ャ ー ・ 起 業 家 支 援
https://www.kansai.meti.go.jp/E_Kansai/page/20191112/03.html 2021 年 11 月 27 日 閲 覧  
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を果たし、産地 の特性を生 かした金属 器具か ら、テント、ア パレル迄総 合展開を

する企業である。2014 年当時の社 長は、３代 目 32の山井太氏であり、創業者の 行

ってい た金物 を主 体と した登 山用 品商社 ・メ ーカー から、RV カーを 使用す るキ

ャンプ用品総合 ブランドと しての第二 創業を 実現した。  

 岸田（2015）で記載されてい る以降の同 社 の展開として、山井 太氏の後継 者と

して、2020 年に代表取締役 社長へ就任 した山 井梨沙氏による アパレル事 業への展

開がある。山井 梨沙氏への インタビュ ー記事 33によると、山井 梨沙氏は大 学院で

ファ ッ シ ョン デ ザ イン を 学 び、 国 内 のウ ィ メ ンズ ブ ラ ンド で の 就業 を 経 て 2012

年スノーピーク へ入社し 、同社で のアパレ ル事 業へ取り組むこ とになったとある 。 

同社 2020 年度の決算 資料 34によると、同社の 売上高 167.7 億円のうち 、ア パ

レル事業の売上 高は 21．0 億円となって いる 。スノーピー クにおけ るアパレル 事

業は、山井梨沙 氏が入社後 始まった事 業であ り、後継者が第 二創業を行 いながら

事業承継を行う 、ベンチャ ー型事業承 継の取 組みであるとい える。  

 スノーピーク においては 、山井太氏 により 、登山ではない アウトドア 事業の第

二創業と事業転 換がなされ 、山井梨沙 氏によ り、アパレル事 業の第二創 業がなさ

れるという、2 代に わたる第二 創業の取組 が行 われている。  

 

  

 
32 初 代社 長  山 井 幸 雄 氏 、2 代 目  山 井 ト キ 氏 、3 代 目  山 井 太 氏 、4 代目  山 井 梨 沙 氏 。2 代
目 の 山 井 ト キ 氏 は 山 井 幸雄 氏 の 逝 去 に 伴 い 1992 年 か ら 1996 年 ま で社 長 を 務 め て い る 。  
33 FASHION SNAP.COM 「 ア パ レ ル を ス ノ ー ピ ー ク の 文 化 に 」 躍 進 を 支 え るモ ノ づ く り と
企 業 風 土 https://www.fashionsnap.com/article/snowpeak-interview/ 2021 年 11
月 27 日 閲 覧  
34 株 式会 社 ス ノ ー ピ ー ク 「2020 年 12 月 期  決 算 説 明 資 料 お よ び 中 期 経 営 計 画に つ い て 」
https://contents.xj-
storage.jp/xcontents/AS03293/078891d8/4e13/420a/aac2/1cb5bb6215e7/20210806132956
772s.pdf 2021 年 11 月 27 日 閲 覧  
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 山井幸雄氏  山井太氏  山井梨沙氏  

社長就任  1958 年(創業) 1996 年  2020 年  

立ち 上 げ た主 な 事
業  

登山用品開発販 売  オートキャンプ  
用品開発販売  

アパレル開発販 売  

出所：筆者作成  

表 9-1.スノーピークの 第二創業経 緯  

 

山井梨沙氏は自 著 35において、父親 である山 井 太氏の経営する スノーピー クへ入

社した際に、わ ずかに存在 していたア パレル 部門に配属され 、その後ア メリカポ

ートランド の nau というアパレ ルブランド と のコラボプロジ ェクトを通 じて、多

くのことを学ん だと記述し ている。先 代であ る山井太氏が、アパレル出 身である

山井梨沙氏の個 性を見越し た配属をし たこと で、事業創造へ の意欲が高 まった結

果である。本事 例において も該当する ことで あるが、ベンチ ャー型事業 承継にお

いては、既存の 経営資源を 活用しなが らも、 後継者の個性を 生かした事 業展開を

行うことを推奨 している。  

行政機関におけ る支援内容 としても 、新連 携に よるビジネスア イデアの創 出や、

ピッチコンテス トおよびメ ンターによ るビジ ネスプランの磨 き上げに主 体が置か

れている。結果 として、経 営者能力の 育成に ついては注目さ れていない 。ベンチ

ャーという言葉 の定義を小 規模な事業 機会を 成長させる、す なわち小さ なビジネ

ス展開であると とらえ、投 資損失等の リスク が低い事業の経 験により、 企業家的

態度の形成をは かり、8 章で掲出した 創業者 に言える能力形 成経路をた どらせよ

うという動きで あるといえ る。  

 他方、ベンチ ャー型事業 承継におい ては、 3 章においてフ ァミリービ ジネスの

優位性として掲 出した 、「エージェ ンシー理論 により、企業に対 する特有の 知識を

獲得している」 部分を活用 できないの ではな いかと考えられ る。ファミ リービジ

ネスの優位性を 生かした事 業承継によ る事業 創造を実施する ためには、 既存の自

 
35 山 井梨 沙 (2020)『 FIELDWORK－ 野 生 と 共 生 － 』 マ ガ ジ ン ハ ウ ス  
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社事業について の理解を深 め、経営資 源を後 継者のアイデア と結合する だけでは

なく、後継者が 経営資源を ハンドルで きる立 場になり、自ら の事業的関 心と結合

する必要性が生 じる。つま り、8 章の経路依 存性でいうと、 後継者の取 る経験経

路としては、企 業家的態度 の形成から 管理者 的態度の形成に 向かうので はなく、

あくまで後継者 として、管 理者的態度 の形成 の結果、企業家 的態度を醸 成してい

くことが必要で はないかと 考える。  

管理者的(management)態度を企業 家（entrepreneur）的態度より 先行して身 に

着けた事例とし て、昭和製 作所の事例 を取り 上げる。同社に おいてもベ ンチャー

型事業承継に似 た行動をた どらせよう という 動きはあった。 現経営者か ら後継者

に対して、「 社内外にお いて、自分の 考えで新 規にやりたいこ とはないか、あれば

応援をする」と の問いかけ があった。 会社に 束縛されず、や りたいこと を実現し

てほしいという 親としての 思いからの 発言で あった。それに 対して、後 継者の回

答は、今は内部 掌握から進 め、組織強 化をし てから目指した いという返 答であっ

た。なお、後継 者にイノベ ーション志 向がな いわけではない（デザイン センター

の設立当新規事 業の構想そ のものは有 してい る）。後継 者は管理者 的態度を有 し、

執行管理を行う 立場である からこそ、 新規事 業を行うための 環境が今は 整ってい

ないことを十分 に理解して おり、現状 に即し て、今は行動し ないという 意思決定

をしたというこ とである。  

 

3．事業承継におけるイノベーション志向形成について  

 事業承継とは 、ビジネス モデルを 刷新して 、企業の Going Concern を実現して

いくための契機 であるとい える。その ため、 政策においても、後継者に 対して経

営革新を創出さ せる意欲を 創出しよう という 取り組みが行わ れている。中小企業

の若手承継予定 者をアトツ ギと呼称し て、行 政支援機関など でも様々な 取組が存

在する。  
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主催  名称  事業内容  

中小企業庁  アトツギ甲子園  新規事業のピッ チ（企画書 ）

コンテスト  

(一社)ベンチャー
型事業承継※  

アトツギ U34 アトツギ用の交 流サロン  

、メンター  

近畿経済産業局  ぼ く ら の ア ト ツ ギ ベ ン チ ャ

ープロジェクト  

先進事例の発信  

、イベント告知  

関東経済産業局  ア ト ツ ギ 経 営 者 ×プ ロ 人 材

新規事業創出モ デル事業  

アトツギとプロ 人材の  

マッチング支援  

※複数の行政機 関や企業が パートナー 提携す る団体  

出所：筆者作成  

表 9-2．アトツギ と名称がつ く事業承継 支援の 取組み例  

 

中小企業庁主催 で開催され るピッチコ ンテス トであるアトツ ギ甲子園 の WEB サ

イト 36開催 概要に は、「先代 経営者 がこれ まで に培って きた人 材やノ ウハウ 等の

経営資源を活か しつつ 、「新たに提 供できる製 品やサービスは 何か」、「いま 起こっ

ている社会課題 を解決する ために貢献 できる ことは何か 」、「 自分自身が 熱狂でき

るビジネスは何 か」。自 問自答した 先にある新 規事業アイデア を、全国各地 から集

まったアトツギ が発表する 舞台、それ が「アト ツギ甲子園」です 。」と いう記載が

ある。第 2 回ア トツギ甲子 園に事業者 が参加 する特典として は、➀最 優秀賞者へ

は、特設 WEB ページの作 成および、 メディ ア掲載の可能性 、アトツギ ベンチャ

ー経営者とのメ ンタリング 、②ファイ ナリス トへは、多数の 観衆の前で のプレゼ

ンテーション、 補助金また は補助金採 択優遇 、メンタリング 、③エント リー企業

へは、WEB サイトへ の事業プ ラン名と社 名の 掲載、事業 系アック策 定にかかる 講

 
36 第 ２回 ア ト ツ ギ 甲 子 園  
https://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/shoukei/2021/211129shoukei.html ２ ０ ２ １年 １ ２
月 ８ 日 閲 覧  
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座の受講といっ た内容とな っている。 事業計 画を策定するた めには、自 社の経営

資源や市場環境 アンドを理 解しながら 新規事 業を立ち上げる 必要があり 。そのた

め、アトツギ 支援策は 、企業家（entrepreneur）的態度が前 面に押し 出される取 り

組みではあるが、企 業家（entrepreneur）的態 度偏向で管理者 的(management)態

度を軽視する取 組みである とまで言い 切れな い。  

ただし、イベン トの応募条 件のなか には、社 内での就業や役 員の就任年 数など

を含まず、「39 歳以下の中 小企業の後 継者・後 継者候補である こと※1982 年以降

に生まれた方対 象」とある ことから、 管理者 的経験は問わな い取り組み であると

いえる。対して 、事業承継 を行う際に 活用さ れる、事業承継 ・引継ぎ補 助金にお

いては、次のよ うな要件が 定められて いる。  

 

事業承継・引継 ぎ補助金に おいて、承 継者の 代表者が承継以 前に  

代表権を有して いない場合 における資 格要件  
（ １ ）  経 営 経 験 を 有 し て い る （ 事 業 ） 者  
・  対 象 会 社 の 役 員 と し て  3 年 以 上 の 経 験 を 有 す る 者  
・  他 の 会 社 の 役 員 と し て  3 年 以 上 の 経 験 を 有 す る 者  
・  個 人 事 業 主 と し て  3 年 以 上 の 経 験 を 有 す る 者  

※  上 記 に つ い て 、2021 年 12 月 31 日 ま で に 上 記 基 準 の 年 数 を 超 え る こ と 。  
（ ２ ）  同 業 種 で の 実 務 経 験 等 を 有 し て い る （ 事 業） 者  
・  対 象 会 社 ・ 個 人 事 業 に 継 続 し て  6 年 以 上 雇 用 さ れ 業 務 に 従 事 し た 経 験 を有 す る 者  
・  対 象 会 社 ・ 個 人 事 業 と 同 じ 業 種 に お い て 通 算 し て  6 年 以 上 業 務 に 従 事 し た 経 験 を 有 す
る 者  

※  上 記 に つ い て 、2021 年 12 月 31 日 ま で に 上 記 基 準 の 年 数 を 超 え る こ と 。  
（ ３ ）  創 業 ・ 承 継 に 関 す る 下 記 の 研 修 等 を 受 講 した （ 事 業 ） 者  
・  産 業 競 争 力 強 化 法 に 規 定 さ れ る 認 定 特 定 創 業 支援 等 事 業 を 受 け た 者  
・  地 域 創 業 促 進 支 援 事 業 （ 平 成 29 年 度 以 降 は 潜 在 的 創 業 者 掘 り 起 こ し 事 業） を 受 け た 者  
・  中 小 企 業 大 学 校 の 実 施 す る 経 営 者 ・ 後 継 者 向 けの 研 修 等 を 履 修 し た 者  

※  補 助 事 業 期 間 内 に 受 講 す る 場 合 を 含 む 。  

事業承継・引継ぎ補助金事務局(2021)  

令和  3 年度当初予算  事業承継・引継ぎ補助金  経営者交代型  M&A 型  公募要領  
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補助金を投入す る施策にお いては、明 確に後 継者に対して、 経営者経験 を求め

ており、経験不 測の場合は 公的機関の 関係す る研修を受講す ることを指 定してい

る。アイデアコ ンテストで あるイベン トと、 補助金を並列し て比較する ことは適

切ではないかも しれないが 、後継者と しての 業務遂行能力を 求められる 局面にお

いては、何らか の業務経験 を基礎とし て求め ているというこ とがわかる 。対し

て、アトツギ甲 子園は、参 加者の要件 を低く 設定することで 、これから 経験を蓄

積する承継候補 者を対象と しているこ とがわ かる。これから 経験を蓄積 する承継

候補者に対して 、取るべき 施策は、事 業承継 へのモチベーシ ョンを高め 、自ら立

案した事業計画 に基づき、 事業遂行を 通じて 経営者経験を蓄 積すること を期待す

ることである。6 章 において、 両利きの経 営を 実践するマネー ジャーたる 後継者

は、与えられた 職務が執行 管理であっ たとし ても、その環境 的要因から 企業家的

態度を形成する ということ を示した。 では、 ベンチャー型事 業承継を行 う後継者

と、両利きの経 営を行う後 継者の対比 で、そ れぞれの取組み がどのよう な経路で

存在し、能力形 成に至るの であろうか 。図 7-2 にて示す。  

ベンチャー型事 業承継によ る後継者能 力形成 においては、ベ ンチャー型 事業の

構想によって、 まずイノベ ーション志 向が形 成され、のちに 、構想した 事業を推

進することによ って、第二 創業を経験 し、企 業家的態度が形 成される。 そのの

ち、第二創業し た事業を管 理運営する ことで 、管理者的態度 を形成する ことにな

る。  

事業承継時の両 利きの経営 推進による 後継者 能力形成におい ては、探索 事業で

あれ、立ち上げ が決定した 事業の運営 を行う ことから経験が 始まるため 、最初に

管理者的態度が 形成される 。そののち 、事業 の全体が俯瞰で きてから、 既存の事

業を基盤にした 事業を行い たいという 、イノ ベーション志向 の形成につ ながる。

のちに、イノベ ーション事 業の推進に より、 企業家的態度が 芽生える。  

 ベンチャー型 事業承継に よる後継者 能力形 成と、事業承継 時の両利き の経営推

進による後継者 能力形成に おいては、 結果的 には同様の志向 ・能力形成 がなされ

るが、志向・能 力形成の順 序は異なる ものと 考えられる。  
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図 9-2．事業承継 におけるイ ノベーショ ン志向 および経営者能 力形成  

 
 

出所：筆者作成  

3.1 ベンチャー型事業承継による後継者能力形成  

 ベンチャー型 事業承継に よる後継者 能力形 成については、きっかけと して、ベ

ンチャー型事業 承継支援事 業への参加 がある 。参画障壁の低 い順序より、①情報

収集、②プル型参 画（交流サ ロンやイベ ントへ の参加）、③ プッシュ 型参画（アイ

デアコンテスト 、人材支援 への申し込 み）と なる。  

なお、当 該 3 ステップに ついては 、中小企 業庁 (2014,pp.190-191)の、企業に お

ける、潜在的起 業希望者か ら、初期起 業準備 者、起業準備者 、起業家へ のステッ

プに類似してい る。潜在的 起業希望者 から、 初期起業準備者 へ変遷させ る取り組

みとして、①情 報収集は存 在しており 、初期 起業準備者、起 業準備者へ 変遷させ

ベ ン チ ャ ー 型 事 業
の 構 想  

ベ ン チ ャ ー 型 事 業
の 創 業  

ベ ン チ ャ ー 型 事 業
の 運 営  

イ ノ ベ ー シ ョ ン  
志 向 の 形 成  

企 業 家 的 態 度 の  
形 成  

管 理 者 的 態 度 の  
形 成  

ベ ン チ ャ ー 型 事 業
承 継 支 援 事 業 経 験  

両 利 き の 経 営  
探 索 リ ー ダ ー 経 験  

イ ノ ベ ー シ ョ ン  
事 業 の 推 進  

管 理 者 的 態 度 の  
形 成  

イ ノ ベ ー シ ョ ン  
志 向 の 形 成  

企 業 家 的 態 度 の  
形 成  

ベンチャー型事業承継によ る  
後継者能力形成  

事業承継時の両利きの経営 推進
による後継者能力形成  
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るために、②プ ル型参画（ 交流サロン やイベ ントへの参加） を行う。最 後に起業

準備者を起業家 にするため の事業化ス テップ として、③プッ シュ型参画 （アイデ

アコンテスト、 人材支援へ の申し込み ）を行 うとなる。  

 

図 9-3．起業まで の四つのス テージ  

 

中小企業庁(2014,pp.190-191) 

 

①情報収集にお いては、自 らが事業 承継の担 い手であるとい う自覚ある 後継者

が、WEB メディア等 で情報収 集をするな かで 、ベンチャ ー型事業承 継という言 葉

に触れることと なる。ベン チャーと事 業承継 を組み合わせた 新規性を感 じる取り

組みにおいて、 全国各地の 若手経営者 が自ら の成功体験を語 る記事を見 て、自ら

の企業に置き換 えた事業創 造ニーズを 探って いくことになる 。  

次に、②プ ル型参画で ある。WEB 上 で展開さ れるコミュニテ ィであるオ ンライ

ンサロンに参加 し、自らの 現状につい て、情 報交換を行う。➀情報収集 において

は、情報を取得 するだけで あったが、 ②プル 型参画では、多 くはないが 自らの情

報を発信し、イ ベント等で は出向きな がら、 情報収集を行う 。➀の段階 に比べ、
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イノベーション 志向は高ま っていると いえる 。  

③においては、 これまで収 集した情 報をもと に、自社で事業 企画を行う 。アイ

デアコンテスト を通じて、 事業企画の 磨き上 げを行い、いよ いよ実際に 事業雄立

ち上げる段階と なる。ここ までの段階 でイノ ベーション志向 は十分に形 成されて

おり、事後は実 際にベンチ ャー型事業 の創業 となる。  

ベンチャー型事 業の創業過 程におい ては、製 品開発や販路開 拓など、様 々な連

続的な緊張局面 において、 意思決定を 行う必 要があり、企業 家的態度の 形成が図

られる。  

事業として創業 行為を行い 、新サー ビスであ ればサービスリ リース、新 製品で

あれば製造と販 売を行った 以降は 、事業運 営と いうことで執行 管理の局面 になる 。

人材を雇用し、 組織を形成 、計数管理 を行っ ていく中で、事 業の執行役 として、

管理者的態度の 形成を行う となる。  

以上の様に、す でに存在し ている会 社に所属 しながら創業者 と同様の事 業経験

プロセスを経験 させ、経営 者としての 能力形 成を目指すのが 、ベンチャ ー型事業

承継の取り組み である。  

 

3.2 事業承継時の両利きの経営推進による後継者能力形成  

両利きの経営に おいては、 探索事業と 深化事 業を両立させる ことになる 。両事

業を統括する立 場として、 リーダーが おり、 各事業にはマネ ージャーが いること

になる。リーダ ーとは代表 者が就任す ること が多く、マネー ジャーは事 業責任者

になるため、事 業承継時に 両利きの経 営を推 進すると、リー ダーは現経 営者、探

索事業や深化事 業のマネー ジャーは後 継者が 担うことが多い 。  

後継者は、探索 と深化のい ずれの部門 のリー ダーを担うこと もできるが 、探索

型のリーダーに 就任した際 を例にとっ て記述 する。  

探索部門のリー ダーに就任 をしたとい うこと は、すでに当該 事業を展開 すると

いう最大の意思 決定は現経 営者によっ て実施 されているとい うことにな る。それ

ゆえ、探索部門 の長であっ たとしても 、主と して実施すべき 内容は、探 索部門の
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マネジメントで あり、リー ダーたる代 表取締 役が定めた方向 性に向けて 、人材を

管理し、統率力 を発揮する という執行 管理に なる。執行管理 においては 、管理者

的態度の形成が なされ、後 継者は、manager としての能力を 形成する。  

その後も執行管 理に従事す ることにな るが、 両利きの経営課 においての 特徴と

して、特に探索 組織は既存 組織と独立 した環 境下に置かれて いるという ことがあ

る。物理的に離 れた環境下 で、独立し た目標 と評価基準をも とに組織を 運営する

ということは、 通常の後継 者よりも独 立性が 高いということ になる。リ ーダーか

ら独自の価値観 で行動する ことを期待 された マネージャーは 、自らの組 織文化を

形成し、与えら れた目標に 向けて事業 を構築 していくことに なる。これ ら独立し

た組織活動を通 じて、後継 者は既存事 業には ない、イノベー ションを達 成しよう

というイノベー ション志向 を形成する ことに なる。昭和製作 所の事例に おいて

も、後継者は日 本本社から 遠く離れた インド ネシア法人にお いて、自主 採算で収

益を上げる活動 として、日 本人コミュ ニティ へのコンタクト や、第三国 への展開

など、両利き組 織を基礎に して、複数 のイノ ベーション事業 におり組む こととな

った。当該イノ ベーション 事業により 、後継 者の企業家（entrepreneur）的態度

はさらに深まっ たというこ とになる。  

 

4.まとめ  

本章では、後継 者にイノベ ーション志 向を抱 かせるための有 効な方法を 探索す

るための考察を 行った。既 存の施策に おいて は、第二創業の 推進による ビジネス

モデルの革新に よって、企 業の Going Concern を実現させるという狙 いから、

後継者に企業家 的態度を身 に着けさせ ようと いう動きがある 。後継者は 後継者教

育として、自社 や他社での 就業経験を 積み、 管理者的態度の 形成をはか っている

が、昨今、国で 推進されて いるベンチ ャー型 事業承継におい ては、後継 者に自社

内での創業体験 をさせるこ とで、企業 家的態 度の形成をはか る取り組み である。  

ベンチャー型事 業承継を考 察したとこ ろ、新 連携によるビジ ネスアイデ アの創

出や、ピッチコ ンテストお よびメンタ ーによ るビジネスプラ ンの磨き上 げに主体
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が置かれていた 。第二創業 に受けての 初期行 動を促す、すな わちイノベ ーション

志向を確立させ るという点 において、 同業支 援同様、潜在的 起業希望者 になりう

る後継者に対し て、情報提 供から始ま り、プ ル型参画、プッ シュ型参画 を促し、

創業行為まで導 く経路が作 成されてい る。創 業行為ののちは 、自己が創 出した事

業の執行行為を 担う部分ま でを一連の 経路と すると、ベンチ ャー型事業 承継の動

きは、後継者に 対して、イ ノベーショ ン志向 を促したのち、 企業家的態 度を形成

し事業を想像さ せ、執行管 理段階にて 管理者 的態度を形成さ せる経路で ある。  

対して、事業承 継時の両利 きの経営推 進にお いては、後継者 が探索事業 のマネ

ージャーに就任 したとして も、実態的 に企業 家的態度をはか る意思決定 は現経営

者によって行わ れたもので あり、探索 組織に 所属したからす ぐに企業家 的態度を

形成するもので はない。し かし、両利 きの経 営による隔離さ れた組織環 境が、後

継者の自主独立 性を促すこ とになり、 イノベ ーション志向が 形成される 。環境に

よって形成され たイノベー ション志向 により 、後継者は企業 家（entrepreneur）

的態度を形成し て、新規事 業の創出に 向かう こととなる。  

ベンチャー型事 業承継と、 事業承継時 の両利 きの経営を比較 すると、事 業承継

時の両利きの経 営のほうが 既存事業と の連続 性があり、取り 組みの成果 が企業業

績へ反映されや すい。また 、内発的な 動機付 け度合いがより 強いため、意志的で

持続性が高いと いえる。事 業承継時の 両利き の経営の難点と しては、事業承継時

に両利きの経営 をすでに実 践しようと してい る環境である必 要があるこ とから、

環境整備がやや 困難である ことがあげ られる 。また、内発的 であるがゆ えに、外

からの助言等に より、イノ ベーション 志向を 促すというのは 適切ではな い。  

いずれの環境に しろ、現状 の環境と後 継者の 問題意識に基づ き、何らか の環境

整備や外的刺激 を与えるこ とで志向を 形成す ることになるた め、刺激付 与の方策

としては、イベ ントや情報 発信、また は教育 の実施などが有 効に作用す ると考え

られる。  
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終章  

1．はじめに  

 本研究は、事 業承継と新 事業創造を 合わせ て行っている中 小企業にお ける、後

継者の組織形成 や能力形成 におけるプ ロセス を明らかにする ことを目的 とするも

のである。研究方法 としては、同一 企業 2 世 代の経験者を、プロ セス・コンサル

テーションによ り深く観察 し、O'Reilly & Tushman (2016)の提唱する両利き の経

営や、清水(1983)の経営者能力論 と照らし合 わせ、考察して きた。  

 当初、研究 において、次の 3 つの課 題を設 定していた。まず 1 点目は 、中小企

業経営者が、両 利きの経営 を行うに必 要なケ イパビリティを 形成するた めに必要

な要素はなにか ということ である。2 点目は 、後継者のマネ ジメント及 びアント

レプレナー経験 が、経営者能 力形成にお いてど のように貢献す るのかであ る。3 点

目は、中小企業 におけるビ ジネスモデ ルの革 新と事業承継、 経営者の成 長の経路

依存は存在する のかである 。本章にお いては 、本論文の要約 を行い、3 つの課題

について、見解 を示し、本 研究の学術 的・実 践的貢献と研究 の限界、今 後の課題

を示すものであ る。  

 

2．各章まとめ  

序章においては 、研究に至 った背景 、研究の 目的および問い 、研究の手 法につ

いてのべた。事 例について は、プロセ ス・コ ンサルテーショ ンとして筆 者が複数

年関与している 企業におけ る、現経営 者と後 継者の事例を取 り扱い、課 題探索型

ケース分析とし た。研究手法と しては、対象 事 例毎に使い分け、両 利きの経営 と、

物語分析を用い た。  

第 1 章では、中 小企業にお ける現状と 課題に ついての理解に ついて、中小企業

政策の観点から 文献レビュ ーを行った 。  

中小企業の範囲 は広く、個 人事業か ら従業員 数数百人を上回 る企業まで 含まれ

るが、全体像と その変遷に ついては、 国の政 策から想定する ことが出来 る。戦前
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の中小企業とは 、大企業と の間の格差 がある 二重構造論の対 象とみなさ れ、弱者

である中小企業 を保護・拡大させる という取り 組みが中心であ った。そ の後、1999

年中小企業基本 法の改正後 、市場経済 のなか で、中小企業は 、規模は大 企業より

小さいながらも 、必要な存 在であり、 一部は 大企業と伍する 存在として の中小企

業へと変遷した 。そして、 現在の中小 企業は 、経営者の高齢 化とともに 、経営革

新、事業承継、 古いビジネ スモデルの 革新に よる生産性向上 など、様々 な課題に

直面をしている ということ が分かった 。  

 第 2 章では、1 章の最終 で課題の一 つとし て触れた事業承 継について 、現状と

課題を理解する 目的で、事 業承継政策 と、事 業承継研究の両 面から、文 献レビュ

ーを行った。政 策面での考 察では、従 来の事 業承継政策にお いては親族 承継が主

であるとみてお り、資産移 転の側面で の承継 支援がなされて いた。その 後、親族

承継での担い手 が不足する 中で、承継 先が、 社内での昇格 や M&A などへと多様

化し、政策 もそれに追 随する動き をとるよ うに なった。事 業承継研究 においては 、

先代経営者の事 業承継にお ける影響や その役 割、事業承継前 後のパフォ ーマンス

変化、後継者の 能力育成の ありかた、 などの 研究があった。 承継手法が 親族承継

から多様化し 、政策に ついても現 状へ追随 した ように、事 業承継研究 についても 、

社内昇格や M&A の分野へ多様 化するもの と みられる。  

 第 3 章では、2 章で見た 事業承継の なかで も、本研究で対 象としてい る親族承

継について、理 解すべき観 点としての ファミ リービジネスお よびイエの 論理につ

いて文献レビュ ーを行った 。ファミリ ービジ ネスは、血族に よる企業統 治をさし

ており、他の統 治形態と比 較すると、 非財務 的効用を経済合 理性よりも 優先して

いる点に特 徴があ る。ま た、資源 ベース 理論(resource-based view)と、エー ジェ

ンシー理論(agency theory)、社会情緒 的資産 理論(socio-emotional wealth)におい

て、それぞれ優 位性が存在 している。 イエの 論理については 、イエは血 族に、非

血族の生活共同 体を拡張し た疑似家族 システ ムであり、家長 には能力が 優秀な非

血族が就任する ことも想定 されている 点でフ ァミリービジネ スとは異な る。日本

的経営において は、イエの 論理が企業 内に導 入されており、新卒入社学 閥社員を

主たる構成員と する長期的 な雇用シス テムが 存在してきた。 しかし、終 身雇用制
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の崩壊、契約社 会の普及に より、従来 のイエ の論理に基づく 企業統治は機能不全

に陥るようにな った。他方 、小規模企 業は、 血族による経営 と、企業構 成員の少

なさから、従来 の家の論理 に基づく企 業経営 が可能であり、日本的経営 の優位性

を競争優位に変 換すること が可能であ るとみ られる。また、 成長する市 場環境に

合わせて、成長 型のビジネ スモデルを 構築し てきた中小企業 にとって、 低成長下

での事業継続の 実現には、 ビジネスモ デルの 転換という課題 が求められ る。ビジ

ネスモデル構築 の問題につ いて、野 中・徳岡(2012,pp.60-61)では、既存の ビジネ

スモデルは創業 当初の思い において、 顧客提 供価値命題を定 めたもので あり、ビ

ジネスが成熟し 環境が変化 するなかで 、価値 命題の陳腐化や 矮小化が発 生すると

しており、ビジ ネスの成熟 期における 、事業 創生における価 値命題の刷 新の必要

性を指摘してい る。成熟し た中小企業 におい ては、組織の構 成員も経営 者同様に

高齢化しており、野中・徳岡(2012,pp.60-61)の指摘する価値 命題の刷新 を従来な

がらの経営・組 織体制にて 遂行しうる のかと いう疑問が存在 する。  

 事業承継期に おける中小 企業は、ビ ジネス モデルと組織に おいて成熟 したがゆ

えの問題を有し ており、事 業承継期に おいて は、単なる所有 と経営の移 転だけで

はなく、既存事 業の最適化 をはかりな がら、 新規事業の創出 と成長をは かってい

く必要があると いえる。  

 また、以降の 探索型ケー ス分析に用 いる、 組織およびビジ ネスモデル の課題を

提示し、3 つのリサ ーチクエス チョンを提 示し た。  

 

 

①中小企業経営 者が、両利き の経営を 行うに必 要なケイパビリ ティを形成

するために必要 な要素はな にか。  

②後継者のマネ ジメント及 びアントレ プレナ ー経験が、経営者 能力形成に

おいてどのよう に貢献する のか。  

③中小企業にお けるビジネ スモデルの 革新と 事業承継、経営者 の成長の経

路依存は存在す るのか。  
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プロセス・コン サルテーシ ョンの実態 として 、第 4 章において 解説を行 っ

た。筆者が事例 企業に対し て数年間に わたり 行ってきた事業 承継支援に ついての

経過と考察であ る。事業承 継支援にお いては 、複数の想定さ れる承継計 画を策定

する。実行支援 においては 、様々な問 題が生 じるが、「後継 者による既 存組織の

掌握」、「ビジ ネスモデル の将来性に ついて の不安」を中心 に考察した 。長期に

わたる事業承継 支援におい て、現経営 者と後 継者の対話によ る相互理解 の重要性

と、対話環境を 支援者が創 出する必要 性があ きらかになった 。  

第 5 章では、事業 承継時に、 後継者はど のよ うな組織形成を 行っていく のか、

また、経営資源 の豊富では ない中小企 業にお いて、新事業と 既存事業の両方の成

長発展、ambidexterity（両利きの経営）はど のように成立し ているのか を、事例

企業である株式 会社昭和製 作所の代表 取締役 が行ってき た 3 つの第二創 業事例を

もとに考察した 。複数の第 二創業によ り経営 者能力の育成が なされたこ とと、先

代経営者による 見守りの重 要性、後継 者が新 たに社員を採用 して組織を 形成する

ことで組織掌握 がなされて いく過程な どが明 らかになった。  

リサーチクエス チョン➀「 中小企業 経営者が 、両利きの経営 を行うに必 要なケ

イパビリティを 形成するた めに必要な 要素は なにか」につい て、本章で は回答す

る事実を判明さ せた。  

 第 6 章では、低成長下に おいて、後 継者が 能力形成を行う ための経験 蓄積及び

能力形成につい て、どのよ うな環境が 存在し うるか、事例企 業である株 式会社昭

和製作所の後継 者が行って きた、海外 子会社 立ち上げから現 在に至るま でを物語

分析にて分析し た。後継者 は、海外展 開の意 思決定がされた 状況から事 業所の立

ち上げを行って おり、当該 行為は、管 理者面 での能力形成に 貢献があっ たといえ

る。その後、日 本法人と独 立性を保っ た海外 法人において、 後継者は自 ら探索的

行動をとるよう になり、企 業家面での 能力形 成もなされるよ うになった 。後継者

の成長面では、 現経営体制 との隔離さ れた環 境でありながら も、交流が 存在して

いるという両利 き組織の在 り方が 、後継者 育成 にも有効に作用 すると考え られる 。

本章では、リサ ーチクエス チョン②「 後継者 のマネジメント 及びアント レプレナ

ー経験が、経営 者能力形成 においてど のよう に貢献するのか」に対応す る事実を



 

182 
 

確認した。  

第 7 章においては 、経営者 共通価値の 共有に よる新規ビジネ スの創出に つい

て述べた。 第 6 章 3.4 において、後継者の 海 外コミュニティ による事業 創造につ

いて述べている が、コミュ ニティによ る事業 創造の例として 、兵庫県豊 岡市の鞄

産業を事例に考 察した。調 査の結果と しては 、外部から見る と一見厳し い市場環

境下において、 メーカー、 問屋とも、 自社の 経営資源を最大 限に生かし てイノベ

ーションに取り 組んでいる ことが分か った。 加えて、2 点の地場 産業におけ る優

位性仮説を持つ に至った。 一点目は、 特色と しての業種別組 合を基盤と する、別

の事業組織の存 在可能性で ある。二点 目は、 同年代後継者間 の交流が関 係構築コ

ストを最小化し 、競争優位 の源泉にな りうる のではないかと いうことで ある。  

 第 8 章 では 、事 業承 継時 の 経営 者能 力の 獲 得に つい て、O'Reilly & Tushman 

(2016)の ambidexterity（両利きの経 営）にお いて求められる 経営者能力 を考察し

た後、株式会社 昭和製作所 の現代表取 締役な らびに後継者の事例に適合 して、分

析した。O'Reilly & Tushman (2016)の述べる 両利きの経営に 失敗した企 業の事例

とは、幹部チー ムを機能さ せることが できな かったリーダーに問題があ ったとい

える。事例の分 析において は、先代経 営者の 見守りが改革に 向けて有効 に作用し

た点並びに、後 継者と創業 者では、能 力形成 経路に違いがあ るという点 が明らか

になった。リサ ーチクエス チョン③「 中小企 業におけるビジ ネスモデル の革新と

事業承継、経営 者の成長の 経路依存は 存在す るのか」につい て、経路依 存は管理

者的態度から企 業家的態度 へと至るも のであ るということを 確認した。  

 第 9 章では、第 8 章にお いて判明し た、創 業者並びに後継 者の経営者 能力の経

路依存について 、ベンチャ ー型事業承 継の政 策的取り組みと 、事業承継 時の両利

き経営の実現を 比較分析す ることで、 後継者 の経営者能力形 成のなかで、後継者

のイノベーショ ン志向の形 成が、どの ように なされているの かの考察を 行った。

なお、事業承継 時の両利き 経営の実現 につい ては、株式会社 昭和製作所 の後継者

事例を分析した 。ベンチャ ー型事業承 継支援 では、イノベー ション志向 を形成さ

せたのちに、経 営者能力形 成を行うと 想定さ れるが、事業承 継時の両利 き経営の

実現 過程 にお い ては 、隔 離さ れ た環 境下 で管 理者 的態 度の 形 成を 行い 、manager
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（管理者）としての能 力を形成す ると、イノベ ーション志向が 合わせて形 成され、

entrepreneur（企業家）とし ての能力形 成がな されるというこ とが分かっ た。  

 

3．本研究の貢献  

3.1 理論的貢献  

 本研究では、 事業承継と 新事業創造 を合わ せて行っている 中小企業に ついて、

両利きの経営や 、経営者能 力論に基づ く経営 者の成長の観点 で考察した 。研究の

貢献としては次 のとおりで ある。  

 第一に、中小 企業が両利 きの経営を 行うケ イパビリティを 形成するた めの要素

について指摘し たことであ る。経営資 源に乏 しい中小企業に おいて、リ ーダーと

マネージャーを 分け、探索 と深化の組 織を両 立させる両利き の経営を行 うことは

困難であるが、 ①複数回の 第二創業に よる経 営者能力の育成 、②承継者 による見

守りの役割、③ 次世代経営 者が社員を 採用す ることによる組 織の形成、 によって

実現可能である ことを実証 研究にて示 した。 両利きの経営は イノベーシ ョンを実

現したリーダー 企業だけの ものではな く、人 的経営資源の不 足する中小 企業にお

ける両利きの経 営実現にか かる研究に 対し、 示唆を与えると 考える。  

第二に、アント レプレナー 型事業承 継の有用 性を示したこと がある。事 業承継

の対象になる企 業は、ビジ ネスが成熟 し、価 値命題の陳腐化 や矮小化が 発生して

いる恐れがある 。価値 命題の刷新 なき事業 承継 は、事業の 劣化を招く 恐れがあり 、

承継と並行して の刷新が求 められる。 ビジネ スの成熟期にお ける、事業 創生にお

ける価値命題の 刷新手法と して、両利 きの経 営を行いながら 、承継後の 世代を支

える新規事業を 創出するこ との有用性 につい て、事例を通し てしめすこ とができ

た。  

第三に、事業承 継における 後継者の 経営者能 力獲得について 、経路を明 らかに

した点である。 事業承継時 の後継者育 成につ いての研究はあ るが、後継 者育成に

ついて、経営者 能力を企業 家と管理者 に分類 したうえで、そ の獲得経路 を明確に



 

184 
 

した研究はなか った。従前 獲得した能 力を生 かして次の能力 形成路をい かように

行っていくかと いう能力獲 得経路が明 確にな ることにより、後継経営者 の経営者

能力の獲得手法 について、 より詳細な 研究を 進める端緒とな る。  

第四には、本研究で は株式会社 昭和製作所 と いう 100 年企業のケ ースをより 詳

細に扱っている 。個別の企 業の二代の 経営者 が入社してから 現在に至る までのラ

イフヒストリー に明らかに し、なおか つ、事 業承継時の両経 営者間での やり取り

までを詳細に記 録した 1 次 資料はあま りなく 、事業承継研 究における 資料的価値

が高いと考えら れる。  

  

3.2 実践的貢献  

 本研究からは 次のような 実務的貢献 もある と考える。  

第一には、事業 承継支援、 なかでも 後継者の 能力形成に対し て、有効な 手順を

示すことができ たというこ とである。 事業承 継時の経営革新 は有効な手 法である

とされ、政策上 も推奨施策 は多い。た だし、 意欲ある経営者 が自助努力 で行う、

または、個別の 不足してい る能力に対 して、 個別に能力形成 を行ってい るという

状況である。後 継者に対す る経営者教 育につ いて、体系的に 能力習得を 行ってい

るケースでも、 経営理念の 策定又は経 営戦略 の立案から始ま り、管理者 面に至る

といったように 、能力の発 揮経路順に 行われ ていることが大 半である。 今回の研

究成果を活用す ることで、 後継者が実 務上獲 得をしていった 能力獲得経 路をなぞ

るような後継者 教育を行う ことも可能 になり 、より効果の高 い後継者教 育施策が

実現できること であろう。  

 第二に、事業 承継支援を 行った際の 企業に 対してのアプローチ方法並 びに、ア

プローチを受け ての企業や 経営者の変 化につ いて明示できた ことである 。事業承

継支援は、支援 者や対象企 業により手 法も多 彩で、本事例は その一部で あるが、

複数年にわたる 事業承継支 援について 、多く の付属情報をも とに体系的 にまとめ

たことで、事業 承継時の第 二創業を支 援する 支援者に対して 、ひとつの ロールモ

デルを示すこと ができたと 考える。  
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4．本研究の限界と課題  

 筆者は、中小 企業を支援 する中小企 業診断 士として、また 事業承継を 受けたこ

とのある経験者 として、円 滑かつ将来 性のあ る事業承継の在 り方はない かと模索

してきた。模索 の一つの成 果として、 本研究 で示した、両利 きの経営実 現や経営

者の成長経路の 確立といっ たことがあ る。これ らについては 、一事例 であったが 、

より深く関与し た企業を対 象に扱うこ とで、 事業承継研究に おいて、理 論実務両

面での貢献がで きたと考え る。一方、 本研究 には問題点もあ る。  

第一に、単 一事例をも とに考察を している点 である。Yin（2011）は、単一 ケー

スについては、 理論の検証 や、ユニー ク又は 新事実のケース としており 、エスノ

グラフィーにお ける定性的 リサーチと も異な ると指摘してい る。本研究において

は、エスノグラ フィーのよ うに、対象 者に伴 走して、影響を 与えながら の調査を

行ってきたが、 手法として はケース・ スタデ ィをとっていた 。今回の含 意をより

確実に示すため には、別の 事例や、ア ンケー トなどによりで の追試を行 うことが

有効であると考 えられる。  

 第二に、後継 者の能力形 成には、海 外工業 団地での入居者 や日本人コ ミュニテ

ィでの海外法人 経営者とし ての立ち振 る舞い が有効に作用し ていたと考 察するが 、

工業団地やコミ ュニティの 側からの調 査が行 えていないこと がある。  

工業団地や海外 コミュニテ ィが有効に 作用し たというのは、 後継者の主 観が多く

含まれる部分で あり、反面 から分析し た際に は、構成員の役 割や、後継 者が当時

おかれていた環 境からの影 響も大きい とみて いる。海外工業 団地には日 本の中小

企業の承継候補 者がいるこ とも多かっ たとの ことであるので 、日本での コミュニ

ティと海外工業 団地でのコ ミュニティ 比較研 究などが考えら れる。なお 、海外工

業団地の事例で はないが、 地場産地に おける 経営者交流によ る新事業創 出の可能

性について、別 途研究を行 っている。第 7 章 として、本論文 の中で取り 上げた 。 

 第三に、本事 例企業にお ける現経営 者から 後継者への事業 承継はいま だ途中と

いうことである 。現経営者 が承継を受 けた際 の事例も扱って いるため、すべてが

不完全であると は言えない が、今 後につい ても 観察を行い 、補足をし ていきたい 。  
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